
令和４年３月

財務省主計局

（ダイジェスト版）

あ

本冊子では、「事業別フルコスト情報」を、国民の皆様に手に取って見ていただ

けるように、各省庁等のホームページで公表しているものを簡易的に編集したも
のです。
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事業別フルコスト情報の把握と開示について（抄）
財政制度等審議会財政制度分科会法制・公会計部会

（１）事業別フルコスト情報の意義・目的

国は様々な行政活動を行っている。行政活動を効率的かつ適正に行っているかを測るためには、

これらに要する費用を適切に把握することが重要である。これまで、国においては、各省等の個別

の政策分野を表す中程度の政策目標を基本単位として政策別コスト情報を作成してきたが、コスト

の集計単位が大きく、当該単位で分析しようとした場合に、政策に投入されたコストと定量化された

アウトプット・アウトカムとの比較等が行えず、予算のＰＤＣＡサイクルに活用されていなかった。

このような経緯を踏まえると、事業別フルコスト情報は、個別に分析が可能となる作成単位とする

ことや、発生主義の視点等から行政サービスの効率化や適正化に資する事業を選定することが重

要である。

具体的には、単位当たりコスト等の各種指標を用いることにより、資源配分の効率性、受益者負

担の適正性といった検証が可能となる事業や、減価償却資産を保有する事業、フルコストに占める

人件費の割合が高い事業など、事業費のみでは実質的な単位当たりコストの把握が困難である事

業を重点的に選定すべきである。

事業別フルコスト情報を把握・開示することで、行政担当者にとっては、自ら担当する事業の費用

の全体像の把握が一段と容易になり、当該事業に対するコスト意識が一層高まり、経年変化や他

事業との比較を通じた効率化・適正化への取組みを促す効果が期待できるものと考えられる。

また、事業別フルコスト情報として把握された事業ごとの費用の全体像を国民に情報提供してい

くことは、国民の行政活動に関する理解の促進につながるものと考えられる。

このような考え方のもと、各省等が事業の実施主体であり、事業に係る予算の執行責任を負って

いることを鑑みれば、事業別フルコスト情報の把握・開示は、まずは各省等が自らの行政活動の効

率化・適正化の検討や、予算のＰＤＣＡサイクルに活用することが適当である。その上で、予算編成

での活用や、国民に対する情報開示の一層の充実につなげていくことも念頭に置くことが適当であ

る。

コスト情報の更なる活用を図るため、平成26年度決算分から試行的に取組

を行ってきました「個別事業のフルコスト情報の開示」の成果等を踏まえ、令

和３年１月25日に財政制度等審議会財政制度分科会法制・公会計部会にお

いて、フルコスト情報の作成基準となる『事業別フルコスト情報の把握と開示』

が了承されました。

これにより、令和２年度決算分から「事業別フルコスト情報の開示」として本

格的な取組を開始しました。

「事業別フルコスト情報の開示」について
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○ フルコストとは発生主義ベースの「事業費」に「人件費」、「物件費」を加味した

トータルのコストです。

○ 国が事業を行うに当たって外部機関を利用した場合には、国のコストと当該機

関のコストを合算しております。

※ なお、「補助金・給付金」などを交付する事業については、資源配分額そのものではなく、

資源配分に要したコスト（間接コスト）をフルコストとしています。

○ 算定したフルコストに、単位当たりコストや間接コスト率、自己収入比率等の指

標を設定し、「事業別フルコスト情報」として開示しています。

○ 事業別フルコスト情報は、行政事業レビューのレビューシート単位を基本的な

作成単位として、各省庁の部局ごとに代表的な事業を選定しています。

フルコスト ＝ 人にかかるコスト ＋ 物にかかるコスト ＋ 庁舎等（減価償却費） ＋ 事業コスト

直接算定

【業務費用計算書】

（省庁全体）

配分

【フルコスト】

（個別の事業）

上記以外のコスト

人件費

庁舎等の減価償
却費

物件費

事業コスト

人にかかるコスト

物にかかるコスト

庁舎等（減価償却費）

平均給与額等 × 職員数

フルコストの範囲

国のコスト

事業コスト
（委託費等）

物にかかるコスト
（庁舎等の減価償却費を

含む。）

人にかかるコスト

事業コスト（事業資産に
かかる減価償却費等）

＋

人にかかる
コスト以外

人にかかる
コスト

外部機関
のコスト

算定方法等

概要

フルコストの算定方法等について
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（留意事項）

○ 本冊子は、各省庁等のホームページで公表している「事業別フルコスト情報」について簡易的に編
集したものですが、より見やすくするため、本冊子においては、以下のように表示しています。

・「フルコスト」の金額については、
①１億円以上のものは「億円」単位で統一し、小数点第１位まで表示。
②１億円未満のものは「万円」単位で統一し、整数で表示。

・「単位当たりコスト」及び「主な保有資産」の金額については、
①１，０００万円以上のものは「億円」単位で統一し、小数点第１位まで表示。
②１，０００万円未満１０万円以上のものは「万円」単位で統一し、小数点第１位まで表示。
③１０万円未満のものは、「円」単位で統一して表示。（金額が１円未満となる場合は、便宜的に小数
点以下を表示。）

○ 表示金額未満は切り捨てとしているため、合計等が一致しないことがあります。

○ 該当計数が皆無の場合には「－」で表示しています。

○ 各事業・業務について、行政事業レビューの対象となっている場合には、事業・業務に関連する
令和３年度の行政事業レビューシートの事業番号を右肩に表示しています。

○ 令和２年度については、新型コロナウイルス感染症により、事業コスト等に影響が生じている場合
があります。

○ 令和元年度までは、試行的な取組としてフルコスト情報の開示を行っておりましたが、令和２年度
より、本格的な取組としてフルコスト情報を開示しております。その際、算出方法等を一部変更して
いるため、試行的取組と同一の事業であっても令和元年度の計数と単純な経年比較ができない場
合があります。

○ 単位当たりコストの「総人口」は、総務省統計局ホームページの人口推計に記載されている「日本
人人口」を指します。
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過年度分については、各省庁HPに掲載しているデータベース（Excel形式）で確認できます。
以下のURLから各省庁HPにアクセスできます。

【リンク先のURL】
https://www.mof.go.jp/policy/budget/report/public_finance_fact_sheet/fy2020/link.html

https://www.mof.go.jp/policy/budget/report/public_finance_fact_sheet/fy2020/link.html


【○○省】○○○○事業

事業の概要

本事業に関連する令和○年度の行政事業
レビューシートの事業番号（○○○○）

○○○○事業は、・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・です。

（イメージ写真・図）

単位当たりコスト
○○○１○当たりコスト： ○○円
（参考）単位：○○○○ ○○件

間接コスト率 又は 自己収入比率
○○％

○○型

主な保有資産
○○○○： ○.○億円
○○○○： ○.○億円

②

③

①

④

⑤

フルコスト情報（ダイジェスト版）の見方について

（事業スキーム図）
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うち国におけるフルコスト ○.○億円
（内訳）
人にかかるコスト ○.○億円
物にかかるコスト ○.○億円
庁舎等（減価償却費） ○.○億円
事業コスト ○.○億円

--------------------------------
（参考）自己収入 ○.○億円

資源配分額 ○.○億円
（現金給付等）

フルコスト ○.○億円

うち○○○（外部機関名）
におけるフルコスト ○.○億円
（内訳）

業務費用（人件費） ○.○億円
業務費用（人件費以外） ○.○億円
減価償却相当額 ○.○億円
減損損失相当額 ○.○億円
-------------------------------
（参考） 自己収入 ○.○億円

資源配分額 ○.○億円
（現金給付等）



⑤ 「主な保有資産」

フルコスト事業において保有している主な資産で、減価償却費を計上している資産又

は土地等の非償却資産のことです。

① 「○○事業型」

事業については、以下の３つの類型に分類され、該当するものを選択しています。

・ 「補助金・給付金事業型」

国が国以外の者に補助金その他の給付金等を交付等する事業

・ 「受益者負担事業型」

国等が特定の者に提供する公の役務に対する反対給付として手数料等を徴収す

ることとしている事業

・ 「その他事業型」

上記以外の事業

② 「フルコスト」

以下のコストを合計したものになります。

なお、独立行政法人などの外部機関を通じて事業を実施する場合には、外部機関の

コストについても併せて記載しています。

・ 「人にかかるコスト」

事業に従事している職員等の人件費（例：職員給与）

・ 「物にかかるコスト」

事業を実施するにあたって必要な事務費（例：光熱費等）

・ 「庁舎等（減価償却費）」

事業を実施している職員等が利用している庁舎等の減価償却費

・ 「事業コスト」

事業の実施に直接要する費用（例：委託費、事業資産に係る減価償却費）

③ 「単位当たりコスト」

フルコストをその行政サービスの利用者や提供日数といった単位で除して求める指標

です。

④ 「間接コスト率」、「自己収入比率」

・ 「間接コスト率」とは、事務費等の資源配分に要したコスト（間接コスト）をその資源

配分額で除して得た値のことです。

・ 「自己収入率」とは、受益者が負担する手数料等の自己収入額をフルコストで除し

て得た値のことです。

さらに、上記の事業類型において、国が直接実施する事業を「単独型」、国が独立行
政法人などの外部機関を通じて実施する事業を「外部機関利用型」に区分しています。
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国会
・ 衆議院業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 参議院業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 国立国会図書館業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 裁判官訴追委員会業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 裁判官弾劾裁判所業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

裁判所
・ 裁判所の業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

会計検査院
・ 会計検査業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

目 次
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・ 災害救助費等負担金に関する事業（内閣府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 原子力発電施設等緊急時安全対策交付金事業（内閣府） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 子供の未来応援地域ネットワーク形成支援事業（内閣府） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 地域女性活躍推進交付金交付業務（内閣府） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 沖縄科学技術大学院大学学園業務（内閣府） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 犯罪被害給付金事業（内閣府） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 都道府県警察費補助金事業（内閣府） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 地方消費者行政強化交付金事業（内閣府） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 電波遮へい対策事業（総務省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 無線システム普及支援事業（高度無線環境整備推進事業）（総務省） ・・・・・・・・・・・・・・・・

・ アジア友好促進補助金事業（外務省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 「北方領土復帰期成同盟」補助金事業（外務省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 外交・安全保障調査研究事業費補助金事業（外務省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 日本学校保健会補助事業（文部科学省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 日本私立学校振興・共済事業団補助事業（基礎年金等）（文部科学省） ・・・・・・・・・・・・・・

・ 大型放射光施設（ＳＰｒｉｎｇ－８）及びＸ線自由電子レーザー施設（ＳＡＣＬＡ）

の整備・共用事業（文部科学省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ スーパーコンピュータ「富岳」の開発事業（文部科学省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 国際宇宙ステーション開発事業（文部科学省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 日本スポーツ協会補助事業（文部科学省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 国宝・重要文化財建造物保存修理強化対策事業（文部科学省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 骨髄移植対策事業（厚生労働省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 労災保険給付業務（厚生労働省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 失業等給付関係業務（厚生労働省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 人材開発支援助成金事業（厚生労働省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 児童保護費等負担金事業（厚生労働省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 非正規雇用の労働者のキャリアアップ事業（厚生労働省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 自殺防止対策事業（SNS相談）（厚生労働省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 戦傷病者戦没者遺族等援護法施行業務（厚生労働省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 特別児童扶養手当給付事業（厚生労働省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 全国健康福祉祭事業（厚生労働省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 国保保険者標準事務処理システム事業（厚生労働省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（１） 単独型（５６件）

１． 補助金・給付金事業型【９８件】

１０

１０

１１

１１

１２

１２

１３

１４

１５

１６

１７

１８

１９

２０

２１

２２

２３

２４

２５

２６

２７

２８

２９

３０

３１

３２

３３

３４

３５

３６

３７

３８

３９

４０

４１

４２

４３

４４
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（２） 外部機関利用型（４２件）

・ 独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備費補助金事業（厚生労働省）・・・・・・・・

・ 獣医療提供体制整備推進総合対策事業（獣医師養成確保修学資金給

付事業）（農林水産省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 農業知的財産保護・活用支援事業（農林水産省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 戦略的輸出拡大サポート事業（商談会及び見本市への出展等サポート）

（農林水産省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 緊急食糧支援事業（農林水産省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 飼料穀物備蓄対策事業（農林水産省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 農業共済組合連合会等交付金事業（農林水産省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 農業共済事業事務費負担金事業（農林水産省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 農村地域防災減災事業（農林水産省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 治山事業（農林水産省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 水産業改良普及事業交付金事業（農林水産省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 工業用水道事業（経済産業省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 石油天然ガス権益・安定供給の確保に向けた資源国との関係強化支援

事業（経済産業省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 伝統的工芸品産業振興補助事業（経済産業省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 休廃止鉱山鉱害防止等工事費補助事業（経済産業省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 石油製品品質確保事業（経済産業省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 日本政策金融公庫補給事業（中小企業経営力強化資金融資補給除く）

（経済産業省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 地域公共交通確保維持改善事業（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 船舶の建造・運航における生産性向上事業（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 国際競争力の高いスノーリゾート形成促進事業（国際観光旅客税財源）

（国土交通省） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 循環型社会形成推進事業（環境省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 指定管理鳥獣捕獲等事業（環境省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 原子力被災者環境放射線モニタリング対策関連事業（環境省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 退職予定自衛官就職援護業務費補助金事業（防衛省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 騒音防止事業（住宅防音）（防衛省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 地域就職氷河期世代支援加速化事業（内閣府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 民間資金等活用事業調査等業務（内閣府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 沖縄振興特別推進交付金業務（内閣府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 恩給支給事業（総務省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 更生保護施設整備事業への補助業務（法務省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 学校臨時休業対策費補助事業（文部科学省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 奨学金貸与事業（文部科学省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 次世代研究者挑戦的研究プログラム（文部科学省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 科学研究費助成事業（文部科学省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 電源立地地域対策交付金、交付金事務等交付金業務（文部科学省）・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 医薬品副作用等被害救済事業費等補助事業（厚生労働省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 水道施設等整備事業（厚生労働省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 未払賃金立替払事業（厚生労働省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 65歳超雇用推進助成金関係業務（厚生労働省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 職業転換訓練費負担金事業（厚生労働省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 中小企業退職金共済等事業（厚生労働省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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・ 国立美術館（展示）事業（文部科学省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 国立文化財機構（展示）事業（文部科学省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 独立行政法人自動車事故対策機構適性診断業務（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（１） 単独型（１４件）

（２） 外部機関利用型（４件）

２． 受益者負担事業型【１８件】

・ 精神障害者医療保護入院費補助金事業（厚生労働省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 後期高齢者医療給付費等負担金事業（厚生労働省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 年金生活者支援給付金事業（厚生労働省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 輸出環境整備推進事業（証明書発給等の体制強化支援事業）（農林水産省）・・・・・・・・・

・ 野菜価格安定対策事業（指定野菜価格安定対策事業）（農林水産省）・・・・・・・・・・・・・・・

・ 加工原料乳生産者補給金等事業（農林水産省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 農業者年金事業（農林水産省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 多面的機能支払交付金事業（農林水産省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 「緑の雇用」新規就業者育成推進事業（農林水産省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 離島漁業再生支援等交付金事業（農林水産省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 技術協力活用型・新興国市場開拓事業（社会課題解決型共同開発事業）

（経済産業省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 研究開発型スタートアップ支援事業（経済産業省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 電気自動車・プラグインハイブリッド自動車の充電インフラ整備事業費補助

事業（経済産業省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 宇宙産業技術情報基盤整備研究開発事業（経済産業省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 燃料電池の利用拡大に向けたエネファーム等導入支援事業（経済産業省）・・・・・・・・・・・

・ 省エネルギー投資促進に向けた支援等補助事業（経済産業省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 燃料電池自動車の普及促進に向けた水素ステーション整備事業（経済産業省）・・・・・・・

・ 中小企業知的財産活動支援補助事業（海外知財訴訟保険事業）（経済産業省）・・・・・・・

・ 事業承継・世代交代集中支援事業（経済産業省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 小規模事業対策推進事業（経済産業省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 地域型住宅グリーン化事業（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 独立行政法人自動車事故対策機構介護料支給業務（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 集合住宅の省CO2化促進事業（環境省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 電動化対応トラック・バス導入加速事業（環境省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ エコリース促進事業（環境省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 環境研究総合推進費業務（環境省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 赤坂迎賓館参観事業（内閣府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 京都迎賓館参観事業（内閣府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 公認会計士試験事業（内閣府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 司法書士試験業務（法務省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 税理士試験業務（財務省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 薬剤師国家試験事業（厚生労働省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 獣医師国家試験業務（農林水産省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 計量士国家試験業務（経済産業省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 弁理士試験業務（経済産業省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 国営公園維持管理事業（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 海技資格制度運用事業（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 航空従事者技能証明業務（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 核燃料取扱主任者試験業務（環境省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 土壌汚染調査技術管理者試験業務（環境省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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・ 社会保障・税番号システム整備等業務（内閣府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 実用準天頂衛星システム事業の推進事業（内閣府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 福島生活環境整備・帰還再生加速事業（防犯・防災委託事業） （復興庁）・・・・・・・・・・・・・

・ 消防庁危機管理機能の充実・確保事業（総務省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 矯正業務（法務省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 人権相談業務（法務省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 訟務業務（法務省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 出入国在留管理業務（法務省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 外国報道関係者招へい事業（外務省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 外国メディア向けプレスツアー事業（外務省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 日本特集番組制作支援事業（外務省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 国税局電話相談センター運営事業（財務省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 通関業務（財務省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 輸出入通関業務（財務省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 国の財務書類作成業務（省庁別財務書類等を基礎として作成） （財務省）・・・・・・・・・・・・

・ 入国者に対する検疫業務（厚生労働省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 労働保険適用徴収業務（厚生労働省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 輸出入植物検疫業務（農林水産省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 輸出入動畜産物検疫業務（農林水産省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 不動産鑑定士試験事業（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 防災情報提供センター業務（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ ＣＯ２削減対策強化誘導型技術開発・実証事業（環境省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 地球環境保全試験研究事業（環境省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 防衛大学校の維持事業（防衛省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 防衛医科大学校の維持事業（防衛省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 防衛問題セミナー業務（防衛省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 国立公文書館業務（内閣府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 国民生活センター相談事業（内閣府）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 統計調査の実施等事業(経常調査等)（総務省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 地方への移住・交流の推進事業（総務省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 独立行政法人教職員支援機構研修事業（文部科学省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 教員資格認定試験事業（文部科学省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 独立行政法人国立青少年教育振興機構教育事業及び研修支援業務（文部科学省）・・・

・ 独立行政法人国立女性教育会館研修事業（文部科学省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所研究事業（文部科学省）・・・・・・・・・・・・・・・

・ 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所研修事業（文部科学省）・・・・・・・・・・・・・・・

・ 国立大学法人等業務（文部科学省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 養育費等相談支援センター事業（厚生労働省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 昭和館運営事業（厚生労働省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 水産資源調査・評価に係る業務（農林水産省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 海技教育機構海技大学校運営事業（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・ 地殻変動等調査業務（水準測量業務）（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（１） 単独型（２６件）

（２） 外部機関利用型（１６件）
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３． その他事業型【４２件】
・ 航空機操縦士養成事業（国土交通省）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２９

１３０

１３１

１３２

１３３

１３４

１３５

１３６

１３７

１３８

１３９

１４０

１４１

１４２

１４３

１４４

１４５

１４６

１４７

１４８

１４９

１５０

１５１

１５２

１５３

１５４

１５５

１５６

１５７

１５８

１５９

１６０

１６１

１６２

１６３

１６４

１６５

１６６

１６７

１６８

１６９

１７０

１７１

（参考）省庁別事業一覧・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７２



【国会】衆議院業務

単位当たりコスト
国民１人当たりコスト： 511円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

１日当たりコスト： 1.7億円
（参考）単位：年間日数 365日

フルコスト 630.2億円
（内訳）

人にかかるコスト 416.2億円
物にかかるコスト 16.5億円
庁舎等（減価償却費） 28.4億円
事業コスト 168.9億円

業務の概要

【国会】参議院業務

参議院は、全国民を代表する選挙された議員で構成され、参議院議員の定数は245人です。各議員は国会法
の定めによって、その職務の遂行を補佐する秘書2人を、また、このほかに主として議員の政策立案及び立法活
動を補佐する秘書1人を付することができることとなっています。
参議院には、議院の活動を直接補佐し事務を処理するために事務局が設置されており、また、議員の立法活

動を補佐するために法制局が置かれています。

業務の概要

国会議事堂

衆議院議場

参議院議場

第１委員会室

単位当たりコスト
国民１人当たりコスト： 321円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

１日当たりコスト： 1.0億円
（参考）単位：年間日数 365日

フルコスト 396.1億円
（内訳）

人にかかるコスト 256.5億円
物にかかるコスト 24.0億円
庁舎等（減価償却費） 16.2億円
事業コスト 99.4億円

衆議院は、全国民を代表する選挙された議員で構成され、衆議院議員の定数は465人です。各議員は国会法
の定めによって、その職務の遂行を補佐する秘書2人を、また、このほかに主として議員の政策立案及び立法活
動を補佐する秘書1人を付することができることとなっています。
衆議院には、議院の活動を直接補佐し事務を処理するために事務局が設置されており、また、議員の立法活

動を補佐するために法制局が置かれています。
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【国会】国立国会図書館業務

国立国会図書館は、「国会法」第 130 条及び「国立国会図書館法」に基づいて、納本制度等によって図書

その他の資料を収集し、国会議員の職務の遂行をサポートするとともに、行政及び司法の各部門に対して、
さらに一般国民に対して図書館サービスを提供するなど、国の中央図書館としての役目も果たしています。

業務の概要

【国会】裁判官訴追委員会業務

業務の概要

裁判官訴追委員会会議室

単位当たりコスト
国民１人当たりコスト： 173円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

１日当たりコスト： 0.5億円
（参考）単位：年間日数 365日

フルコスト 213.8億円
（内訳）

人にかかるコスト 97.9億円
物にかかるコスト 8.2億円
庁舎等（減価償却費） 19.0億円
事業コスト 88.6億円

単位当たりコスト
国民１人当たりコスト： 1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

１日当たりコスト： 34.7万円
（参考）単位：年間日数 365日

フルコスト 1.2億円
（内訳）

人にかかるコスト 1.2億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） ―億円
事業コスト ―億円

裁判官訴追委員会は、裁判官の罷免の訴追を行う機関であり、衆参両議院の議員の中から選挙された各
10人の訴追委員及び各5人の予備員によって構成され、国民からの訴追請求等に基づき、職務上あるいは

倫理上問題のある裁判官について調査及び審査を行い、罷免事由に該当すると判断したときには、裁判官
弾劾裁判所に対し、その裁判官の罷免の訴追を行うことになります。

東京本館 本館書庫

東京本館 本館目録ホール
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【国会】裁判官弾劾裁判所業務

業務の概要

裁判官弾劾裁判所法廷

単位当たりコスト
国民１人当たりコスト： 0.8円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

１日当たりコスト： 28.2万円
（参考）単位：年間日数 365日

フルコスト 1.0億円
（内訳）

人にかかるコスト 0.9億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） ―億円
事業コスト ―億円

裁判官弾劾裁判所は、罷免の訴追を受けた裁判官を裁判するために設置されており、衆参両議院の議員
の中から選挙された各7人の裁判員及び各4人の予備員によって構成されています。
裁判官弾劾裁判所は、裁判官が職務上の義務に著しく違反した、あるいは裁判官としての威信を著しく失う

非行があったなどとして、裁判官訴追委員会から罷免の訴追を受けた裁判官について、罷免又は不罷免の
裁判を行います。

【裁判所】裁判所の業務

業務の概要

裁判所の仕事は、個人間等の法律的な紛争を解決したり、罪を犯した疑いがある人が有罪か無罪かを判断し
たりすること等により、国民の権利を守り、国民生活の平穏と安全を保つことです。

単位当たりコスト
国民１人当たりコスト： 2,507円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

１日当たりコスト： 8.4億円
（参考）単位：年間日数 365日

フルコスト 3,090.7億円
（内訳）
人にかかるコスト 2,555.3億円
物にかかるコスト 219.9億円
庁舎等（減価償却費） 136.1億円
事業コスト 179.2億円

最高裁判所大法廷
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【会計検査院】会計検査業務

業務の概要

会計検査院は、内閣から独立した憲法上の機関として、国の収入支出の決算を全て毎年検査するほか、法律
に定める会計の検査を行い、これを常時実施することにより、会計経理を監督し、その適正を期し、かつ、是正を
図るとともに、検査の結果により、国の収入支出の決算を確認し、検査報告を作成して内閣を通じて国会に報告
しています。

単位当たりコスト
国民１人当たりコスト： 123円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

１日当たりコスト： 0.4億円
（参考）単位：年間日数 365日

フルコスト 151.8億円
（内訳）

人にかかるコスト 127.8億円
物にかかるコスト 10.8億円
庁舎等（減価償却費） 0.6億円
事業コスト 12.4億円

＜検査報告の総理手交＞

首相官邸ＨＰより転載

会計検査業務の流れ
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【内閣府】災害救助費等負担金に関する事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0067）

災害救助費等負担金に関する事業は、一定規模以上の災害が発生した場合（法第2条第1項）に、都道府県
知事等が災害救助法に基づき、被災者に対して行った応急救助に要した費用について補助（被災都道府県等
の財政力に対する救助に要した費用の割合に応じ、5割から約9割を国庫負担）を行うものです。

また、大規模な災害の発生のおそれのある段階において、国が災害対策本部を設置する場合（法第2条第2
項）、広域避難等の実施に必要となる避難所の供与等の救助を行うこととし（法第4条第2項）、救助に要した費
用を国庫負担するものです。

単位当たりコスト
支給自治体１件当たりコスト：

0.1億円
（参考）単位：支給自治体数 32件

国民１人当たりコスト： 3円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
2.8％

フルコスト（間接コスト） 4.8億円
（内訳）

人にかかるコスト 0.6億円
物にかかるコスト 3.7億円
庁舎等（減価償却費） 0.4億円
事業コスト －億円
---------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 169.0億円

災害救助費等負担金に関する事業の流れフルコスト

令和2年7月豪雨において住宅を被災した方々に応急仮設住宅を提供
上はムービングハウス（33戸）、下は木造仮設住宅（113戸）

（写真提供：熊本県）

＜法第４条第１項に規定の救助の種類＞

・避難所の設置
・応急仮設住宅の供与
・食品の給与
・飲料水の供給
・生活必需品の給与･貸与
・医療･助産

・被災者の救出
・住宅の応急修理
・学用品の給与
・埋葬
・遺体の捜索･処理
・障害物の除去

補助金・給付金事業型

（現金給付等）
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【内閣府】原子力発電施設等緊急時安全対策
交付金事業

事業の概要

原子力発電施設等緊急時安全対策交付金は、原子力発電施設等の立地道府県等が行う以下の事業に要す
る経費を定額交付するものです。
1．緊急時連絡網整備等事業、2．防災活動資機材整備事業、3．緊急時対策調査・普及等事業、4．緊急事態応
急対策等拠点施設整備事業

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 1.1億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.1億円
物にかかるコスト 0.8億円
庁舎等（減価償却費） 0.1億円
事業コスト －億円

------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 103.3億円

フルコスト

定額補助 交付申請

立地道府県等

国
（内閣府）

原子力発電施設等緊急時安全対策交付金事業の流れ

単位当たりコスト
道府県単位当たりコスト： 474.5万円
（参考）単位：交付決定先道府県数 24件

国民１人当たりコスト： 0.9円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
1.1％

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0069）

（現金給付等）
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【内閣府】子供の未来応援地域ネットワーク形成支援事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0119）

子供の未来応援地域ネットワーク形成支援事業（地域子供の未来応援交付金）は、多様かつ複合的な困難を
抱える子供たちに対しニーズに応じた支援を適切に行うため、子供たちと「支援」を実際に結びつける事業を実
施する過程を通じて、関係機関等による連携を深化し、地域における総合的な支援体制を確立（地域ネットワー
ク形成）する地方公共団体の取組を支援するものです。

地域子供の未来応援交付金を活用した事業例

単位当たりコスト
事業実施自治体１件当たりコスト：

109.5万円
（参考）単位：事業実施自治体 78件

国民１人当たりコスト： 0.6円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
58.0％

フルコスト（間接コスト） 8,542万円
（内訳）
人にかかるコスト 1,234万円
物にかかるコスト 6,537万円
庁舎等（減価償却費） 769万円
事業コスト －万円
---------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 1.4億円

フルコスト

交付金
交付申請 ・
事業実績報告

地方公共団体
（都道府県・市町村）

※地域子供の未来応援交付金を
活用し、子供の貧困対策を実施

国
（内閣府）

子供の未来応援地域ネットワーク形成支援事業の流れ

（子ども食堂）

（学習支援）

補助金・給付金事業型

（現金給付等）
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【内閣府】地域女性活躍推進交付金交付業務

業務の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0126）

地域女性活躍推進交付金は地域における女性の活躍を迅速かつ重点的に推進するため、地方公共団体が行
う多様な主体の連携体制の構築等による地域の実情に応じた取組に対し支援を行うものです。

地域女性活躍推進交付金交付業務の流れ

（公募）
（補助金の交付決定）

地方公共団体等

国
（内閣府男女共同参画局）

（内訳）
人にかかるコスト 1,440万円
物にかかるコスト 7,627万円
庁舎等（減価償却費） 878万円
事業コスト －万円

--------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 2.3億円

フルコスト（間接コスト） 9,946万円

単位当たりコスト
交付件数１件当たりコスト： 75.9万円
（参考）単位：交付件数 131件

国民１人当たりコスト： 0.8円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
42.1％

フルコスト

（事業応募申請）

補助金・給付金事業型

（現金給付等）

連携会議の様子

セミナーの様子

17



【内閣府】沖縄科学技術大学院大学学園業務

業務の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0095）

学校法人沖縄科学技術大学院大学学園が行う、次の業務に対して補助を行います。
① 沖縄科学技術大学院大学を設置し、これを運営すること
② 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康に関する相談その他の援助を行うこと
③ 学園以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の学園以外の者との連携による

教育研究活動を行うこと
④ 沖縄科学技術大学院大学における研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること
⑤ 科学技術に関する研究集会の開催その他の研究者の交流を促進するための業務を行うこと
⑥ ①～⑤の業務に附帯する業務を行うこと

単位当たりコスト
掲載論文数の割合当たりコスト：

1874.5万円
（参考）単位：全掲載論文数に対するHigh quality

82誌への掲載論文数の割合 20％

国民１人当たりコスト： 3円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
1.6％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 3.7億円
（内訳）

人にかかるコスト 0.5億円
物にかかるコスト 2.8億円
庁舎等（減価償却費） 0.3億円
事業コスト －億円
------------------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 224.3億円

フルコスト

補助金の交付

学校法人沖縄科学技術
大学院大学学園

国
（内閣府）

沖縄科学技術大学院大学学園業務の流れ

（学園全景）

（現金給付等）
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【内閣府】犯罪被害給付金事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0068）

犯罪被害給付金事業は、犯罪行為により不慮の重大な被害を受けたにもかかわらず、加害者から
の損害賠償が得られず、他の公的救助も受けられない犯罪被害者等に対して、国が社会連帯共助
の精神に基づき犯罪被害者等給付金を支給することで、その精神的・経済的打撃を早期に軽減する
とともに、これらの者が再び平穏な生活を営むことができるよう支援する事業です。

フルコスト（間接コスト） 4,372万円
（内訳）
人にかかるコスト 3,429万円
物にかかるコスト 232万円
庁舎等（減価償却費） 711万円
事業コスト －万円

------------------------------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 8.4億円

◎支給を受けられる人
障害が残った犯罪被害者本人

◎障害とは

負傷又は疾病が治ったとき（その症状が固定したときを含む。）における身体上の障害で、
障害等級第１級から第14級程度の障害をいう。

◎支給を受けられる人

犯罪行為によって、重傷病（加療１か月以上で、かつ、入院３日以上を要する負傷又は疾
病（精神疾患である場合には、加療１か月以上で、かつ、その症状の程度が３日以上労務に
服することができない程度であること））を負った犯罪被害者本人

◎支給を受けられる人
亡くなられた犯罪被害者の第一順位の遺族

◎支給を受けられる遺族の範囲と順位
１ ①配偶者（事実上婚姻関係と同様の事情にあった人を含む。）
２ 犯罪被害者の収入によって生計を維持していた犯罪被害者の

②子 ③父母 ④孫 ⑤祖父母 ⑥兄弟姉妹
３ ２に該当しない犯罪被害者の

⑦子 ⑧父母 ⑨孫 ⑩祖父母 ⑪兄弟姉妹

◎犯罪被害者が死亡前に療養を要した場合は、その負傷又は疾病から３年間における保
険診療による医療費の自己負担額と休業損害を考慮した額の合計額を加算し、支給され
る。

犯罪被害給付制度
遺族給付金

重傷病給付金

障害給付金

単位当たりコスト
給付件数： 12.3万円
（参考）単位：給付件数 353件

国民１人当たりコスト： 0.3円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
5.1％

補助金・給付金事業型

（現金給付等）
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【内閣府】都道府県警察費補助金事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0022）

都道府県警察費補助金は、警察事務が国家的性格と地方的性格を共に有することから治安責任を国と地方で
応分の負担をするなどの考え方の下、治安水準の均衡を図るため、都道府県警察に要する経費のうち都道府
県の支弁する経費につき、国がその一部を補助するものです（警察法第37条第3項）。具体的には、一般の犯罪
捜査・防犯活動・交通指導取締りに要する経費のほか、車両・船舶・航空機の維持費、大規模な災害等における
警備のための出動に係る機動隊の超過勤務手当等について補助しています。

補助金・給付金事業型

都道府県警察費補助金事業の流れ

都道府県警察

国
（警察庁）

単位当たりコスト
１都道府県当たりコスト： 26.0万円
（参考）単位：47都道府県

国民１人当たりコスト： 0.09円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.03％

フルコスト

内閣総理大臣から委任を受けた
警察庁長官が交付決定

犯罪捜査、防犯活動等、各種警察活動に必要な経費を執行

【補助金等交付】

国庫が支弁する経費
 警察事務として国家的性格を有するもの

（警備活動、国の公安に係る犯罪捜査に
要する経費など）

 全国的に統一性、斉一性、均質性を保た
なければならないもの（警察通信、警察
教養、警察装備など）

都道府県が単独で事業を行う経費
 地方公務員である警視以下の警察官等

の給料、諸手当等の人件費
 職員の設置に伴い必要となる一般庁費

国の補助の対象となる経費
 県単独事業として実施することとされて

いる人件費等の職員設置費以外のもの
（一般犯罪の捜査・防犯活動・交通指導
取締りに要する経費、車両・船舶・航空
機の維持費、機動隊超過勤務手当など）

都
道
府
県
が

支
弁
す
る
経
費

都道府県警察に要する経費

補助

都道府県警察費補助金

（現金給付等）

フルコスト（間接コスト） 1,224万円
（内訳）
人にかかるコスト 960万円
物にかかるコスト 64万円
庁舎等（減価償却費） 199万円
事業コスト －万円
-------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 310.0億円
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【内閣府】地方消費者行政強化交付金事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0015）

地方消費者行政強化交付金事業は、都道府県及び市町村等の消費者行政の強化及び推進のた
めに必要な経費を交付し、国として取り組むべき重要な消費者政策の推進のため、積極的に取り組
む地方公共団体を支援する事業及び消費生活相談体制の維持・充実、消費者問題解決力の高い地
域社会作り等による消費者行政推進に向けた地方公共団体の取組を支援する事業です。

単位当たりコスト
交付件数１件当たりコスト： 62.3万円
（参考）単位：交付件数 47件

国民１人当たりコスト： 0.2円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
1.0％

地方消費者行政強化交付金事業の流れ

フルコスト

消費者庁

都道府県

交付金の交付 交付申請

市区町村

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 2,929万円
（内訳）
人にかかるコスト 1,920万円
物にかかるコスト 1,008万円
庁舎等（減価償却費） －万円
事業コスト －万円
-------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 27.1億円

交付金の配分 交付申請

（現金給付等）
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【総務省】電波遮へい対策事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0126）

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 4,969万円
（内訳）
人にかかるコスト 3,978万円
物にかかるコスト 795万円
庁舎等（減価償却費） 95万円
事業コスト 100万円

------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 22.6億円

電波遮へい対策事業は、鉄道トンネル等の人工的な構築物により電波が遮へいされる場所におい
て、移動通信用中継施設を設置して携帯電話等を利用可能にすることにより、電波の適正な利用を
確保する事業です。

電波遮へい対策事業の流れ

総務省
鉄道トンネルや道路トンネル等の電波が遮へいされた場所においても携帯電話等が利用できるよ

うにするために必要な移動通信用中継施設の整備費用を補助。

申請 補助

（公社）移動通信基盤整備協会

鉄道トンネルや道路トンネル等の電波が遮へいされた場所においても携帯電話等が利用できるよ

うにするために必要な移動通信用中継施設を整備。

入札

民間企業

鉄道トンネルや道路トンネル等の電波が遮へいされた場所においても携帯電話等が利用できるよ

うにするために必要な移動通信用中継施設を整備。

交換局

【光基地局方式】

携帯基地局

アンテナ
光ファイバ

Ａ

C

Ｂ

電波が遮へい
無線設備

電源設備

新幹線トンネルの場合

注：無線局Aと無線局Bとの間の電波が遮へいされるため、無線局Cを
設置することによりトンネル内等での通信を可能とする。

単位当たりコスト
新幹線トンネル対策距離当たりコスト： 19.8万円
（参考）単位：新幹線トンネル対策距離 250 ㎞

道路トンネル対策距離当たりコスト：139.5万円
（参考）単位：高速道路及び直轄国道トンネル対策距離 35 ㎞

在来線トンネル対策距離当たりコスト：637.0万円
（参考）単位：在来線トンネル対策距離 7 ㎞

国民１人当たりコスト： 0.4円
（参考）単位：総人口 123,250,274 人

間接コスト率
2.1％

（現金給付等）
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【総務省】無線システム普及支援事業
（高度無線環境整備推進事業）

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0140）

条件不利地域等（過疎地、辺地、離島など）において、地方公共団体、電気通信事業者等が高速・大容量無線
通信の前提となる伝送路設備（光ファイバ）やそれに伴う局舎内設備を整備する場合に、国がそれらの整備費用
の一部を補助する。
また、地方公共団体が行う離島地域の光ファイバ等の維持管理に要する経費に関して、その一部を補助する。

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 7,198万円
（内訳）
人にかかるコスト 5,692万円
物にかかるコスト 1,135万円
庁舎等（減価償却費） 299万円
事業コスト 70万円

---------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 47.7億円

フルコスト

補助金交付 補助金交付申請

電気通信事業者等

国
（総務省）

高度無線環境整備推進事業の流れ

社団法人等

地方公共団体等

補助金交付 補助金交付申請

補助金交付 補助金交付申請

民間企業

補助金書類審査補助請負

単位当たりコスト
整備世帯数当たりコスト： 1,472円
（参考）単位：高度無線環境整備推進事業による

整備世帯数 48,894世帯

国民１人当たりコスト： 0.6円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
1.5％

（現金給付等）

※無線局エントランスまでの光ファイバを整備する場合に、その整
備費の一部を補助する。
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事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0007）

【外務省】アジア友好促進補助金事業

公益財団法人日本台湾交流協会は、1972年の日中国交正常化に伴い、日本と台湾の間の実務レ

ベルでの交流関係を維持するため、台湾在留邦人及び邦人旅行者の入域、滞在、子女教育及び日
台間の学術・文化交流等につき各種の便宜を諮ること、また我が国と台湾との貿易、経済、技術交流
等の諸関係を円滑に遂行することを目的として設立されました。

同協会は、我が国政府との緊密な連携の下、外交関係のない台湾との間で、邦人保護、査証発給、
経済・文化交流、台湾側各界との調整及び各種調査事業等、各種業務を行っております。

アジア友好促進補助金事業の流れフルコスト

国
（外務省）

補助金交付

公益財団法人日本台湾交流協会

文化交流

日本文化イベント、文
化関係者や青少年の
派遣・招へい、留学生
事業、日本語教育、
日本研究支援 等

貿易・経済交流

台湾との貿易・経済
関係の円滑な遂行へ
の協力やビジネス交
流の推進 等

領事*

邦人保護、旅券、証
明及び日本入国の査
証業務等

*領事業務は台北事務
所、高雄事務所のみ

事業の実施

事業例（日台若手研究者共同研究事業）

単位当たりコスト
台湾からの訪日者数１人当たりコスト： 22円
（参考）単位：台湾からの訪日者数 694,476人

国民１人当たりコスト： 0.1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
1.0％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 1,560万円
（内訳）
人にかかるコスト 480万円
物にかかるコスト 1,076万円
庁舎等（減価償却費） 3万円
事業コスト －万円

-----------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 14.7億円
（現金給付等）
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【外務省】「北方領土復帰期成同盟」補助金事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0035）

「北方領土復帰期成同盟」補助金事業は、北方領土問題の解決に関する国民世論の啓発と結
集を図る観点から設立された公益社団法人である北方領土復帰期成同盟による補助金事業を
通じ、北方領土問題解決のための環境整備の一環として、政府のロシアとの平和条約交渉を後
押しする国民世論の喚起及び統一、さらに国際世論の喚起を図ることを目的とした事業です。

この目的の達成のため、同団体を通じ、北方領土問題の解決に向けた運動の開催、北方領土
問題についての啓発宣伝事業、北海道内における北方四島交流推進事業等を実施しています。

（イメージ写真・図）

補助金・給付金事業型

「北方領土復帰期成同盟」補助金事業の流れ

国民等
公益社団法人

北方領土復帰期成同盟
啓発

国
（外務省）

単位当たりコスト
参加者１人当たりコスト： 27円
（参考）単位：対象人数 161,696人

国民１人当たりコスト： 0.03円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
16.0％

フルコスト

補助金交付

“北方領土を考える”高校生弁論大会

北方領土展

フルコスト（間接コスト） 445万円
（内訳）

人にかかるコスト 137万円
物にかかるコスト 307万円
庁舎等（減価償却費） 1万円
事業コスト －万円

---------------------------------
（参考）自己収入 －万円

資源配分額 2,775万円
（現金給付等）
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【外務省】外交・安全保障調査研究事業費補助金事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0048）

外交・安全保障調査研究事業費補助金事業は、外交・安全保障に関する我が国のシンクタンクの活動を支援
し、その情報収集・分析・発信・政策提案能力を高めることを通じて、日本の総力を結集した全員参加型の外交
を促進し、以て日本の国益の更なる増進を図ることを目的にした事業です。

補助金・給付金事業型

外交・安全保障調査研究事業費補助金
事業の流れ

補助事業者７法人（国内シンクタンク等）

・基礎的情報収集・調査研究
・諸外国有識者・シンクタンクとの相互理解の増進
・日本の主張の世界への発信と国際世論形成へ
の参画
・国民の外交・安全保障問題に関する理解増進の
ための活動

国（外務省）

・補助事業者の公募・審査・採択
・実施済み事業の中間・事後評価
・事業の実施に係る補助事業者との連絡・調整
・事業実施に係る会計業務

単位当たりコスト
研究成果１件当たりコスト： 65,905円
（参考）単位：報告書作成件数、研究会開催数等 710回）

国民１人当たりコスト： 0.3円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
8.8％

フルコスト

公募・補助金

代表例

政策提言、研究会

社会（国民、企業等）

人材育成・
研究会成果
の還元

日本国際フォーラム若手育成プログラム
「ライジングスタープログラム」

東大先端研 創発戦略研究オープンラボ(ROLES)

フルコスト（間接コスト） 4,679万円
（内訳）
人にかかるコスト 1,440万円
物にかかるコスト 3,229万円
庁舎等（減価償却費） 9万円
事業コスト －万円

-------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 5.2億円
（現金給付等）
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【文部科学省】日本学校保健会補助事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0093）

日本学校保健会補助事業は、学校保健のセンター的機関である日本学校保健会において、学校保健の重要
問題に関し、調査、研究、普及、指導を行うことにより、学校保健の向上に資するための事業です。

単位当たりコスト
１事業当たりコスト： 87.5万円
（参考）単位：事業実施数 3件

国民１人当たりコスト： 0.02円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
5.8％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 262万円
（内訳）

人にかかるコスト 137万円
物にかかるコスト 111万円
庁舎等（減価償却費） 13万円
事業コスト －万円

-------------------------------------
（参考）自己収入 －万円

資源配分額 4,474万円

日本学校保健会補助事業の流れフルコスト

学校保健の向上・発展

文部科学省
補助金交付

日本学校保健会
補助事業

健康増進事業
学校での保健活動の支援

 学校健康づくり啓発ポスターコンクール
 ブロック別学校保健研究大会の開催
 精神疾患に関する指導参考資料の作成
 就学時の健康診断研修会開催 等

調査研究事業
重要課題についての調査研究

 学校における感染症対策事例調査の実施

普及指導事業
学校保健に関する情報発信

 『学校保健』ポータルサイトを通じて学校
現場等へ学校保健に関する情報を発信

 事業の報告、成果の刊行等を通じて全国へ
事業成果を発信

（現金給付等）
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【文部科学省】日本私立学校振興・共済事業団
補助事業（基礎年金等）

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0173）

日本私立学校振興・共済事業団補助事業（基礎年金等）は、日本私立学校振興・共済事業団が、私立学校教
職員共済法の規定により行っている、以下の共済事業の費用の一部を国が補助することにより、私学共済制度
の加入者及び学校法人等の負担を軽減しているものです。
①国民年金法の規定により納付する基礎年金拠出金の一部（基礎年金拠出金の1/2）
②年金給付に要する費用の一部（昭和36年4月前の加入期間に係る分の19.82/100等）
③共済業務に係る事務に要する費用の一部（定額）
④特定健康診査等の実施に要する費用の一部（定額）

単位当たりコスト
年金受給者１人当たりコスト： 54円
（参考）単位：年金受給者数 554,763人

国民１人当たりコスト： 0.2円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.02％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 3,019万円
（内訳）

人にかかるコスト 1,577万円
物にかかるコスト 1,284万円
庁舎等（減価償却費） 157万円
事業コスト －万円

--------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 1,345.4億円

フルコスト

補助金等の交付 補助金等の交付申請・実績報告

日本私立学校振興・共済事業団

国
（文部科学省）

日本私立学校振興・共済事業団補助事業の流れ

国
（文部科学省）

日本私立学校振興・
共済事業団

学
校
法
人

及
び

加
入
者

年金受給者
厚生労働省
年金特別会計

一部補助

基礎年金拠出金 年金給付

保
険
料
・
掛
金

（現金給付等）
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【文部科学省】大型放射光施設（SPring-8）及び
Ｘ線自由電子レーザー施設（SACLA）の整備・共用事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0232）

大型放射光施設（ＳＰｒｉｎｇ－8）及びＸ線自由電子レーザー施設（ＳＡＣＬＡ）の整備・共用事業は、我が国の科
学技術の発展や国際競争力の強化に貢献するため、世界最高の明るさ・品質の放射光を利用して、物質の種類
や構造解析、様々な機能の解析や分析を可能にする大型放射光施設（ＳＰｒｉｎｇ－8）及び物質の原子レベルの
超微細構造や化学反応の超高速動態・変化を瞬時に計測・分析することを可能とするＸ線自由電子レーザー施
設（ＳＡＣＬＡ）について、必要な運転時間の確保及び利用環境の充実に努め、学術界・産業界の広範な分野の
研究者等の利用に供する事業です。

補助金・給付金事業型

大型放射光施設（ＳＰｒｉｎｇ－8）及びＸ線自由電子レーザー施設
（ＳＡＣＬＡ）の整備・共用事業の流れ

事業コスト
（事務経費の
財源の交付）

国民等国立研究開発法人
理化学研究所

単位当たりコスト
利用者数１名当たりコスト： 412円
（参考）単位：SPring-8利用者数5,906名

SACLA利用者数461名

稼働時間数１時間当たりコスト： 238円
（参考）単位：SPring-8稼働時間5,205時間

SACLA稼働時間5,798時間

間接コスト率
0.01％

フルコスト

国
（文部科学省）

大型放射光施設（ＳＰｒｉｎ
ｇ－8 ）及びＸ線自由電子

レーザー施設（ＳＡＣＬＡ）
利用機会の提供

ビーム利用料

大型放射光施設（SPring-8、画像上部）及び
X線自由電子レーザー施設（SACLA、画像下部）

フルコスト（間接コスト） 262万円
（内訳）

人にかかるコスト 137万円
物にかかるコスト 111万円
庁舎等（減価償却費） 13万円
事業コスト －万円

---------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 139.2億円
（現金給付等）
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【文部科学省】スーパーコンピュータ「富岳」の
開発事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0236）

幅広いアプリケーションを高い実行性能で利用できるシステムの開発と、我が国が直面する社会的・科学的課
題に対応するためのアプリケーションの開発を協調的に行う事業です。具体的には、理化学研究所計算科学研
究センターを開発主体としてシステムの設計・開発を進めるとともに、その性能を最大限引き出し、世界に先駆け
た成果を創出するために必要なアプリケーションの開発を一体的に行います。

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 1,444万円
（内訳）
人にかかるコスト 754万円
物にかかるコスト 614万円
庁舎等（減価償却費） 75万円
事業コスト －万円

------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 386.0億円

フルコスト

資源配分額

（財源の措置）

国立研究開発法人
理化学研究所

国
（文部科学省）

スーパーコンピュータ「富岳」の開発事業の流れ

スーパーコンピュータ「富岳」

単位当たりコスト
国民１人当たりコスト： 0.1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.03％

（現金給付等）

30



【文部科学省】国際宇宙ステーション開発事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0279）

新たな技術・科学的知見の獲得や国際協力の推進などを目的として、国際宇宙ステーション（ＩＳＳ）／日本実験棟「きぼう」の運
用・利用を確実に実施します。また、宇宙ステーション補給機「こうのとり」（HTV）及び新型宇宙ステーション補給機（HTV-X）の開発
及び運用を着実に実施します。具体的には、国際宇宙ステーションの運用を通じて国際協力を推進するとともに、「きぼう」における
様々な実験を着実に実施し、今後の宇宙開発利用に必要な新たな宇宙技術の獲得や社会的利益につながる科学的知見の獲得を
目指します。加えて、HTVの定期的な機体製造、打ち上げ及び運用やHTV-Xの開発を通じて、国内宇宙産業等の振興にも寄与し
ます。また、米国が提案する月周回有人拠点「ゲートウェイ」を含む国際宇宙探査への効率的かつ効果的な参画を目指し、我が国
が強みを有する技術（有人滞在技術等）による協力に必要な研究開発を着実に実施します。

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 2,494万円
（内訳）
人にかかるコスト 1,303万円
物にかかるコスト 1,060万円
庁舎等（減価償却費） 130万円
事業コスト －万円

--------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 391.4億円

フルコスト

国立研究開発法人
宇宙航空研究開発機構

国
（文部科学省）

国際宇宙ステーション開発事業の流れ

事業コスト
（財源の措置）

 

日本実験棟「きぼう」

単位当たりコスト
競争的資金獲得１件当たりコスト：75.5万円
（参考）単位：競争的資金獲得数 33件

国民１人当たりコスト： 0.2円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.06％

（現金給付等）
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【文部科学省】日本スポーツ協会補助事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0326）

日本スポーツ協会補助は、スポーツ基本法第33条第3項の規定に基づき、公益財団法人日本スポーツ協会
に対して、団体の自主性を尊重しつつ、当該事業に要する経費の一部を補助し、我が国のスポーツの振興に寄
与することを目的としている事業です。

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 155万円
（内訳）
人にかかるコスト 137万円
物にかかるコスト 18万円
庁舎等（減価償却費） －万円
事業コスト －万円

------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 8.4億円 子供の運動不足解消のための運動機会創出プラン事業

スポーツ指導者養成事業

日本スポーツ協会補助事業の流れ

講習会・イベント等への参加

公益財団法人日本スポーツ協会

実施事業

・スポーツ指導者養成事業
・アジア地区スポーツ交流事業
・海外青少年スポーツ振興事業
・子供の運動不足解消のための運動機会創出プラン事業 等

民間スポーツ振興費等補助金・政府開発援助補助金の配賦

フルコスト

講習会・イベント等の実施

講習会・イベント等参加者

国（文部科学省）

単位当たりコスト
事業数１件当たりコスト： 38.9万円
（参考）単位：事業数 4件

国民１人当たりコスト： 0.01円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.1％

（現金給付等）
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【文部科学省】国宝・重要文化財建造物
保存修理強化対策事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0395）

国宝・重要文化財建造物保存修理強化対策事業は、国宝・重要文化財（建造物）を次世代に

継承するための修理や、自然災害等から護るための防災設備の整備、耐震診断等に対する

補助を行う事業です。

補助金・給付金事業型

国宝・重要文化財建造物保存修理強化対策事業の流れ

単位当たりコスト
交付決定件数１件当たりコスト：26.6万円
（参考）単位：交付決定件数 288件

国民１人当たりコスト： 0.6円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.6％

フルコスト（間接コスト） 7,668万円
（内訳）
人にかかるコスト 4,183万円
物にかかるコスト 1,929万円
庁舎等（減価償却費） 1,555万円
事業コスト －万円

---------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 110.7億円

≪重要文化財（建造物）
輪王寺大猷院霊廟二天門≫

フルコスト

補助金の提供

地方公共団体 等

国
（文化庁）

（現金給付等）
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【厚生労働省】骨髄移植対策事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0245）

骨髄移植対策事業は、白血病等に対する有効な治療法の一つである造血幹細胞移植のうち、骨髄移植及び
末梢血幹細胞移植に関して、法に基づく「あっせん事業者」である公益財団法人日本骨髄バンクが、患者・ド
ナー・医療機関を結ぶコーディネート業務、ドナーを募るための普及啓発等を実施することにより、骨髄移植等の
円滑な推進を図るものです。

（イメージ写真・図）

補助金・給付金事業型

骨髄移植対策事業の流れ

単位当たりコスト
新規ドナー登録者数１人当たりコスト： 2,507円
（参考）単位：新規ドナー登録者数 27,218人

非血縁者間骨髄等移植実施数
１件当たりコスト： 62,276円
（参考）単位：非血縁者間骨髄等移植実施数 1,096件

間接コスト率
13.6％

令和２年度国庫補助額
498,927千円

（現金給付等）

フルコスト（間接コスト） 6,825万円
（内訳）
人にかかるコスト 1,097万円
物にかかるコスト 4,515万円
庁舎等（減価償却費） 1,212万円
事業コスト －万円
---------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 4.9億円

補助金の交付

公益財団法人
日本骨髄バンク

フルコスト

国
（厚生労働省）
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【厚生労働省】労災保険給付業務

業務の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0508）

労災保険給付は、労働基準法上の事業主の災害補償責任を担保するための制度であり、労働者災害補償保
険法に基づき、労働者の業務上又は通勤による負傷、疾病、障害、死亡等に対して迅速かつ公正な保護をする
ため必要な保険給付を行っています。

単位当たりコスト
保険給付１件当たりコスト： 9,022円
（参考）単位：保険給付支払件数 5,733,418件

国民１人当たりコスト： 419円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
7.1％

補助金・給付金事業型

主な保有資産
無形固定資産（システム）： 60.7億円

フルコスト（間接コスト） 517.2億円
（内訳）

人にかかるコスト 132.4億円
物にかかるコスト 4.9億円
庁舎等（減価償却費） 14.7億円
事業コスト 365.2億円

------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 7,275.2億円

フルコスト

国民等

国
（厚生労働省）

労災保険給付業務の流れ

労災保険給付の提供

（現金給付等）
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【厚生労働省】失業等給付関係業務

失業等給付は雇用保険法に基づき、労働者（被保険者）が失業した場合、労働者（被保険者）が自ら職業
に関する教育訓練を受けた場合及び労働者（被保険者）について雇用の継続が困難となる事由が生じた
場合に全国の544ヵ所のハローワークにおいて支給の手続を行っています。

フルコスト（間接コスト） 547.1億円
（内訳）
人にかかるコスト 99.6億円

物にかかるコスト 2.3億円
庁舎等（減価償却費） 6.7億円
事業コスト 438 .2億円

------------------------------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 14,119.3億円

業務の概要

失業等給付関係業務の流れ

フルコスト

給付

求職者

国
（厚生労働省）

（都道府県労働局）
（公共職業安定所）

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0675）

単位当たりコスト
被保険者１人当たりコスト： 1,233円
（参考）単位：被保険者数 44,351,503人

国民１人当たりのコスト： 443円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
3.8％

主な保有資産
無形固定資産（システム）： 78.8億円

補助金・給付金事業型

（現金給付等）
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【厚生労働省】人材開発支援助成金事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0686、0694）

人材開発支援助成金事業は、事業主等が雇用する労働者に対して、その職務に関連した専門的な知識及び
技能の習得をさせるための職業訓練等を計画に沿って実施した場合に、 訓練経費や訓練期間中の賃金の一部
等を助成するとともに、都道府県労働局及び公共職業安定所に事業主支援アドバイザーを配置し、助成金の活
用を検討する事業主等に対してニーズや実態に合った助言・指導等を行う事業です。

単位当たりコスト
支給決定１件当たりコスト： 48,493円
（参考）単位：令和2年度支給決定件数：33,914件

国民１人当たりのコスト： 13円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
8.0％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 16.4億円
（内訳）
人にかかるコスト 1 .8億円
物にかかるコスト 0 .9億円
庁舎等（減価償却費） 0 .3億円
事業コスト 13.3億円
---------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 204.8億円

フルコスト

助成金の支給

事業主等

国
（厚生労働省）

（都道府県労働局）
（公共職業安定所）

人材開発支援助成金事業の流れ

支給対象となる訓練等 助成対象
対象

労働者

① 特定訓練コース

雇用
保険
被保
険者
(有期
契約
労働
者等を
除く)

労働生産性の向上に資する訓練、若年者
に対する訓練、OJTとOff-JTを組み合わせ
た訓練等、効果が高い10時間以上の訓練
について助成

・事業主
・事業主
団体等

② 一般訓練コース

特定訓練コース以外の20時間以上の訓練
について助成

・事業主
・事業主
団体等

③ 教育訓練休暇付与コース

有給教育訓練休暇制度又は長期教育訓練
休暇制度を導入し、労働者がその休暇を取
得して訓練を受けた場合に助成

事業主

④ 特別育成訓練コース
有期
契約
労働
者等

有期契約労働者等を正規雇用労働者等に
転換または処遇を改善するための訓練を
実施した場合に助成

事業主

（現金給付等）

37



【厚生労働省】児童保護費等負担金事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0725）

児童保護費等負担金事業は、都道府県等が児童福祉法に基づき児童養護施設等へ入所等の措置を行った場
合、又は母子生活支援施設、助産施設及び児童自立生活援助事業（自立援助ホーム）の利用を希望する者の
申し込みにより都道府県等と契約して入所した場合等に、その措置等に要する費用及び母子保護の実施、助産
の実施若しくは児童自立生活援助の実施等に要する費用として、都道府県等が支弁した経費の一部を国が負
担するものである。

単位当たりコスト
措置児童１人当たりコスト： 3 04円
（参考）単位：措置児童数 47,359人

国民１人当たりコスト： 0 .1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.01％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 1,434万円
（内訳）

人にかかるコスト 1,166万円
物にかかるコスト 259万円
庁舎等（減価償却費） 8万円
事業コスト －万円

-------- ------- ------------- ---
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 1,272.8億円

フルコスト

負担金
国

（厚生労働省）

児童保護費等負担金事業の流れ

【里親制度の普及啓発リーフレット】

【支援の様子】

都道府県・指定都市・中核市・
児童相談所設置市

児童福祉施設等

保護者等 措置児童等

市町村立・私立
母子生活支援施設

市町村

負担金

支弁

支弁

都
道
府
県
負
担

徴収金

徴収金

入所

入所

措置（契約）

措置（契約）

（現金給付等）
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【厚生労働省】非正規雇用の労働者のキャリアアップ事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0557）

非正規雇用の労働者のキャリアアップ事業は、有期雇用労働者等の雇用管理の改善を行う「キャリアアップ管
理者」を事業所内に配置し、且つ、「キャリアアップ計画」の認定を受けた事業主に対して、当該キャリアアップ計
画に基づき、有期雇用労働者等のキャリアアップ（正社員化、処遇改善）を行った場合に、キャリアアップ助成金
を支給するとともに、都道府県労働局及び公共職業安定所に事業主支援アドバイザーを配置し、助成金の活用
を検討する事業主等に対してニーズや実態に合った助言・指導等を行う事業です。

単位当たりコスト
支給決定１件当たりコスト： 48,689円
（参考）単位：令和2年度支給決定件数：69,161件

国民１人当たりコスト： 27円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
5.9％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 33.6億円
（内訳）

人にかかるコスト 3.5億円
物にかかるコスト 1.7億円
庁舎等（減価償却費） 0.6億円
事業コスト 27.7億円

-------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 570.4億円

フルコスト

助成金の支給

事業主

国
（厚生労働省）

（都道府県労働局）
（公共職業安定所）

非正規雇用の労働者のキャリアップ事業の流れ

コース名・内容

正
社
員
化
支
援

正社員化
コース

有期雇用労働者等を正規雇用労働者等に転
換又は直接雇用

処
遇
改
善
支
援

賃金規定等改定
コース

全て又は一部の有期雇用労働者等の基本給
の賃金規定等を改定し、２％以上増額

健康診断制度
コース

有期雇用労働者等を対象に「法定外の健康
診断制度」を新たに規定し、４人以上実施

賃金規定等共通化
コース

有期雇用労働者等と正社員との共通の賃金
規定等を新たに規定・適用

諸手当制度共通化
コース

有期雇用労働者等と正社員との共通の諸手
当制度を新たに規定・適用

選択的適用拡大
導入時処遇改善

コース

選択的適用拡大の導入に伴い、短時間労働
者の意向を適切に把握し、被用者保険の適用
と働き方の見直しに反映させるための取組の
実施

短時間労働者
労働時間延長

コース

有期雇用労働者等の週所定労働時間を5時間
以上延長し、社会保険を適用

人
材
育
成
支
援

人材育成コース
※ 30年度から
「人材開発支援
助成金」に統合

有期契約労働者等に次のいずれかの訓練を実
施
・一般職業訓練（OFF-JT）
・有期実習型訓練（「ジョブ・カード」を活用した
OFF-JT+OJT）

有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者（以下「有期用労働者等」）といっ
たいわゆる非正規雇用労働者の企業内のキャリアアップを促進するため、 正
社員化、処遇改善の取組を実施した事業主に対して包括的に助成

（現金給付等）
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【厚生労働省】自殺防止対策事業（SNS相談）

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0788）

自殺防止対策事業（SNS相談）では、日常生活における悩みや不安を抱え、お困りの方々に対し
て、SNSやチャットによる自殺防止のための相談活動、相談内容等から必要に応じて対面相談・電
話相談の支援、又は関係する公的機関等へのつなぎ支援を実施している民間団体に交付金を助
成しています。

（相談窓口）

単位当たりコスト
SNS相談１件当たりコスト： 343円
（参考）単位：SNS相談件数 71,290件

国民１人当たりコスト： 0.2円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
3.4％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 2,447万円
（内訳）
人にかかるコスト 411万円
物にかかるコスト 1,693万円
庁舎等（減価償却費） 337万円
事業コスト 5万円

-----------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 7.0億円

自殺防止対策事業（SNS相談）事業の流れ

交付金の助成
（SNS相談実施に
係る経費の交付）

国民等SNS相談実施民間団体

SNS
相談

国
（厚生労働省）

フルコスト

SNS
相談

（相談イメージ図）

（現金給付等）
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【厚生労働省】戦傷病者戦没者遺族等援護法施行業務

業務の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0806）

戦傷病者戦没者遺族等援護法（援護法）は、国と雇用関係又は雇用類似の関係にあった者（軍人、軍属、準軍
属）が公務等により負傷・り病又は死亡したことに対し、国が国家補償の精神に基づき援護を行うことを目的とし
た法律です。
同法に基づき、障害の状態になった戦傷病者本人に対して障害年金の給付、戦没者遺族に対して遺族年金・

遺族給与金、弔慰金の給付を行っています。

単位当たりコスト
受給者１人当たりコスト：97,153円
（参考）単位：令和2年度末支給者数：3,144人

国民１人当たりコスト： 2円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
5.1％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 3.0億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.3億円
物にかかるコスト 1.3億円
庁舎等（減価償却費） 0.4億円
事業コスト 0.8億円

------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 59.1億円

フルコスト

障害年金、遺族年金・遺族給与金、
弔慰金の給付

国民等

国（厚生労働省）
※一部業務は都道府県へ委託

戦傷病者戦没者遺族等援護法施行業務の流れ

戦傷病者・戦没者等

文官、軍人 （軍人（恩給法非該当者））、
軍属、準軍属

恩給法（総務省所管）

公務扶助料
（戦没者等の遺族）

傷病恩給等
（戦傷病者）

援護法

遺族年金・遺族給与金
（戦没者等の遺族）

障害年金
（戦傷病者）

【給付内容】

○ 障害年金 障害の状態になった戦傷病者本人に給付
給付額：9,729,100円～743,000円（障害の程度による）

○ 遺族年金・遺族給与金 配偶者等の遺族に対して給付
給付額：1,966,800円～335,000円（公務性の程度による）

○ 弔慰金 配偶者等の遺族に対して給付
給付額：50,000円（一律）

（現金給付等）
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【厚生労働省】特別児童扶養手当給付事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0835）

特別児童扶養手当給付事業は、精神又は身体に障害を有する児童の福祉の増進を図るために、「特別児童

扶養手当等の支給に関する法律」に基づいて、20歳未満で精神又は身体に一定以上の障害を有する児童を家
庭で監護、養育している父母又はその養育者に対して手当を支給しています。

単位当たりコスト
受給者(延べ)数１人当たりコスト： 50円
（参考）単位：受給者(延べ)数 2,948,865件

国民１人当たりコスト： 1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.1％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 1.4億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.2億円
物にかかるコスト 0.8億円
庁舎等（減価償却費） 0.1億円
事業コスト 0.2億円

-----------------------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 1,309.4億円

特別児童扶養手当給付事業の流れ(概要)

（現金給付等）

当該事業の概要図については 「特別児童扶
養手当給付事業の流れ（概要）」を参照してく
ださい。

[手当支給額]
１級 ５２，５００円 ２級 ３４，,９７０円（令和

２年度手当月額＜令和２年度８月定時払いよ
り適用＞）

※ 原則として毎年４月、８月、１２月に、それ
ぞれの前月分までを支給。なお、受給者もしく
はその配偶者又は扶養義務者の前年の所得
が一定の額以上であるときは支給停止。
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【厚生労働省】全国健康福祉祭事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0897）

全国健康福祉祭事業は、健康及び福祉に関する積極的かつ総合的な普及啓発活動の展開を通じ、高齢者を

中心とする国民の健康の保持・増進、社会参加、生きがいの高揚等を図り、ふれあいと活力ある長寿社会の形

成に寄与することを目的に、開催地である都道府県が行う全国健康福祉祭（スポーツ交流大会、美術展、地域

文化伝承館、シンポジウム等）を支援しています。

補助金・給付金事業型

全国健康福祉祭事業の流れ

補助金の交付

高齢者等開催都道府県

全国健康福祉祭の開催

国
（厚生労働省）

フルコスト（間接コスト） 5,458万円
（内訳）
人にかかるコスト 891万円
物にかかるコスト 3,668万円
庁舎等（減価償却費） 898万円
事業コスト －万円

--------------------------------
（参考）自己収入 －万円

資源配分額 6,577万円

単位当たりコスト
参加延べ人数１人当たりコスト： 97円
（参考）単位：参加延べ人数（参考値） 559,600人

※令和2年度は、岐阜県において全国健康福祉祭を
開催予定だったが、新型コロナウイルス感染症の
影響により開催を延期したため、令和元年度の和
歌山大会の人数を参考値として記載。

国民１人当たりコスト： 0.4円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
82.9％

フルコスト

令和元年度和歌山大会 総合開会式等

参加

（現金給付等）

（令和２年度は開催延期に係る費用を補助）
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【厚生労働省】国保保険者標準事務処理システム事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0368）

持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律（平成27年法律第31
号）の成立に伴い、平成30年度以降、都道府県は当該都道府県内の市町村とともに国民健康保険事務を行うこ
とから、都道府県及び市町村が行う国民健康保険事務の効率的な執行等を資するための標準的な電算処理シ
ステム（国保保険者標準事務処理システム）の開発を行ったところです。国保保険者事務処理システム事業は、
円滑な事務処理の実施に必要となる国保保険者標準事務処理システムの機能改善・運用保守等を行うために
必要な経費を事業の実施主体である国民健康保険中央会へ補助する事業です。

（イメージ写真・図）

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 4,282万円
（内訳）
人にかかるコスト 685万円
物にかかるコスト 2,821万円
庁舎等（減価償却費） 774万円
事業コスト －万円

---------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 26.2億円

フルコスト

国民健康保険中央会

国
（厚生労働省保険局）

国保保険者標準事務処理システム事業の流れ

■ 標準事務処理システムとは

都道府県及び市町村が行う国保事務を支援するため、以下のよ
うな標準的な電算処理システムを開発。

① 国保事業費納付金等算定標準システム

都道府県による市町村ごとの国保事業費納付金の額の

決定や、市町村ごとの標準保険料率の算定業務を支援するた

めのシステム

② 国保情報集約システム

市町村ごとに保有する資格情報等を都道府県単位で集約

し、被保険者が同一都道府県内で転居した場合に高額療養

費の多数回該当に係る該当回数を引継ぐなど、市町村間の情

報連携等を支援するためのシステム

③ 市町村事務処理標準システム

市町村が行う資格管理、賦課、徴収・出納、給付業務を支

援するための標準的な事務処理システム

単位当たりコスト
被保険者１人当たりコスト： 1円
（参考）単位：国民健康保険被保険者 27,107,497人

国民１人当たりコスト： 0.3円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
1.6％

（現金給付等）
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事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（1037）

独立行政法人労働政策研究・研修機構の本部及び労働大学校の整備又は改修のための経費です。
独立行政法人労働政策研究・研修機構での業務の確実かつ円滑な遂行を図るため、施設の老朽化等を勘案

し、計画的に改修、更新を行うことを目的とする事業です。

フルコスト（間接コスト） 153万円
（内訳）

人にかかるコスト 137万円
物にかかるコスト 14万円
庁舎等（減価償却費） 2万円
事業コスト －万円
-----------------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 1.3億円

フルコスト

補助金交付

独立行政法人
労働政策研究・研修機構

国
（厚生労働省）

独立行政法人労働政策研究・研修機構
施設整備費補助金事業の流れ

補助金・給付金事業型

単位当たりコスト
補助件数１件当たりコスト： 153.6万円
（参考）単位：補助件数 1件

国民１人当たりコスト： 0.01円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
1.1％

【厚生労働省】独立行政法人労働政策研究・研修機構
施設整備費補助金事業

（現金給付等）
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【農林水産省】獣医療提供体制整備推進総合対策事業
（獣医師養成確保修学資金給付事業）

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0085）

獣医師養成確保修学資金給付事業は、産業動物獣医師を志す獣医系大学の学生や獣医系大学に入学する
高校生等を対象とした修学資金及び入学金等の給付を実施しています。事業実施主体に対し、修学資金及び入
学金等の1/2以内及び事務費の一部を補助します。

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 962万円
（内訳）
人にかかるコスト 617万円
物にかかるコスト 344万円
庁舎等（減価償却費） 1万円
事業コスト －万円
----------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 1.3億円

フルコスト

補助金（1/2以内、
定額）の交付等

補助金の交付
申請等

民間団体等

高校生・獣医学生等と修学資金の給付契約の締結
及び給付に関する事務

国
（農林水産省）

事業実施主体の公募・選定、事業計画の承認、交付申請の承認、概算払いの承認、精算額の確定に関する事務

獣医師養成確保修学資金給付事業の流れ

高校生・獣医学生等

都道府県
獣医師

修学資金の利用
（経済的な支え）

産業動物
診療獣医師

単位当たりコスト
交付件数１件当たりコスト： 45.8万円
（参考）単位：交付件数 21件

国民１人当たりコスト： 0.07円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
7.0％

（現金給付等）
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【農林水産省】農業知的財産保護・活用支援事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0044）

農業知的財産保護・活用支援事業は、農産物の輸出促進に向けた海外における我が国知的財産権の保護強
化を図るため、農業知的財産管理支援機関による情報収集や情報提供により、品種開発者やグローバル産地
が連携した我が国としての一元的な海外での育成者権の取得及び保護・侵害対策を支援するほか、農業分野で
の特許・商標の取得及び活用に向けた取組を支援する事業です。

（イメージ写真・図）

単位当たりコスト
交付件数１件当たりコスト：212.8万円
（参考）単位：交付件数 1件

国民１人当たりコスト： 0.01円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
3.3％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 212万円
（内訳）
人にかかるコスト 137万円
物にかかるコスト 75万円
庁舎等（減価償却費） 0万円
事業コスト －万円
---------------------------------
（参考）自己収入 －万円

資源配分額 6,277万円

フルコスト

補助金の交付

農業知的財産
管理支援機関

国
（農林水産省）

農業知的財産保護・活用支援事業の流れ

日本

品種登録

【農業知的財産管理支援機関】
・国内で開発された品種の海外での
品種登録の状況を一元的に把握

・海外における市場規模や侵害
リスクを把握し、情報提供

・海外における侵害を監視・把握し
効果的な侵害対策についての助言

・海外における農業知的財産の
保護・活用に関する助言・支援

・海外における市場規模や侵害リス
クの把握・分析
・現地における侵害監視・把握

無断栽培された
農産物が輸出されず
有利販売を実現

日本からの輸出

・無断栽培に対して
一元的な情報収集

・実効性のある侵害
対応を実現

（現金給付等）
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【農林水産省】戦略的輸出拡大サポート事業
（商談会及び見本市への出展等サポート）

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0017）

戦略的輸出拡大サポート事業は、独立行政法人日本貿易振興機構への補助を通じて、海外にお

ける日本産農林水産物・食品の輸出に取り組む事業者を支援しています。その支援の一つとして、
海外見本市への出展支援及び国内外での商談会の開催により、海外市場へ商流構築を目指す事業
者にオンラインも含め商談機会を提供しています。

戦略的輸出拡大サポート事業
（商談会及び見本市への出展等サポート）の流れフルコスト

商談機会の提供・支援

国（農林水産省）

独立行政法人日本貿易振興機構

海外見本市への出展及び国内外での商談会の開催

農林水産物・食品の輸出に取り組む事業者

補助金の交付

参加・商談

（海外見本市のみ）
出品料の支払い

海外見本市でのジャパンパビリオンの設置

海外バイヤーとの商談

補助金・給付金事業型

単位当たりコスト
交付件数１件当たりコスト： 159.6万円
（参考）単位：交付件数 2件

商談会・見本市１回当たりコスト： 66,511円
（参考）単位：商談会・見本市回数 48回（中止含む）

国民１人当たりコスト： 0.02円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.9％

フルコスト（間接コスト） 319万円
(内訳）

人にかかるコスト 205万円
物にかかるコスト 113万円
庁舎等（減価償却費） 0万円
事業コスト －万円
-------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 3.4億円
（現金給付等）
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【農林水産省】緊急食糧支援事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0095）

本事業は、大規模かつ国際的な緊急食糧支援ニーズに円滑に対応することを目的とする事業です。

我が国は、国連世界食糧計画(以下「WFP」という。)からのアピール等を受け、人道支援の観点から、平成10年度
にインドネシアに70万トン、平成12・13年度にWFPの実施する北朝鮮緊急食糧支援事業のために50万トンの政府保
有米の貸付けを実施しました。 この貸付けの償還が国際価格で行われており、貸付時の国内評価額との差額が生
じることから、現在は、当該差額を補てんする事業を実施しています。

単位当たりコスト
交付件数１件当たりコスト： 426.6万円
（参考）単位：交付件数 1件

国民１人当たりコスト： 0.03円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.05％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 426万円
（内訳）

人にかかるコスト 274万円
物にかかるコスト 150万円
庁舎等（減価償却費） 1万円
事業コスト －万円

------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 84.5億円

フルコスト

「国内価格－国際価格」
の差額相当額を補助

償還（国内価格）

実施機関
(公社）国際農林業協働協会

国
（農林水産省）

緊急食糧支援事業の流れ

被援助国政府等

償還（国際価格）

食糧支援のイメージ写真

（現金給付等）
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【農林水産省】飼料穀物備蓄対策事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0092）

飼料穀物備蓄対策事業は、配合飼料製造業者等が、不測の事態に備えて策定している事業継続計画（BCP）
に基づき実施する、飼料穀物の備蓄、緊急運搬、関係者の連携体制の強化等の取組を支援することにより、配
合飼料の安定供給を確保し、畜産経営の安定及び国民への畜産物の安定供給を図ります。

単位当たりコスト
交付件数１件当たりコスト： 39.8万円
（参考）単位：交付件数 32件

国民１人当たりコスト： 0.1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.6％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 1,276万円
（内訳）

人にかかるコスト 823万円
物にかかるコスト 452万円
庁舎等（減価償却費） 1万円
事業コスト －万円

--------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 18.4億円

フルコスト

補助金の交付

事業実施主体（飼料穀物の備蓄等を行う者）

国
（農林水産省）

飼料穀物備蓄対策事業の流れ

飼料工場・サイロ

東日本
大震災

被
災

ハリケーン

干ばつ 新型コロナ

（現金給付等）
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【農林水産省】農業共済組合連合会等交付金事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0099）

農業共済組合連合会等交付金事業は、農業者が災害その他の不慮の事故によって受けることのある損失を
補填して農業経営の安定を図るため、農業保険法に基づく農業共済事業を推進する中で、農作物共済、家畜共
済、果樹共済、畑作物共済及び園芸施設共済の共済掛金国庫負担金（農業者が支払う共済掛金の一定割合
（原則50％））を農業共済組合連合会等へ交付する事業です。

単位当たりコスト
交付件数１件当たりコスト： 71,258円
（参考）単位：交付件数 886件

国民１人当たりコスト： 0.5円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.1％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 6,313万円
（内訳）

人にかかるコスト 5,830万円
物にかかるコスト 483万円
庁舎等（減価償却費） －万円
事業コスト －万円
-------------------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 382.1億円

フルコスト

共済掛金

農業共済組合
連合会等

国
（農林水産省）

農業共済組合連合会等交付金事業の流れ

農業共済組合
連合会等交付金

災害（風水害（倒伏））

申請書内容審査

農業者

共済金

（現金給付等）
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【農林水産省】農業共済事業事務費負担金事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0099）

農業共済事業事務費負担金事業は、国の災害対策の基幹である農業共済制度の迅速、適正かつ円滑な実
施を確保するため、その実務を行っている農業共済団体（農業共済組合、農業共済組合連合会）に対し、事業運
営に係る基幹的経費（人件費、旅費、庁費、委員手当等）を国から直接交付（定額）する事業です。

補助金・給付金事業型

農業共済事業事務費負担金事業の流れ

事務費負担金交付申請

農業共済団体

国
（農林水産省）

単位当たりコスト
交付件数１件当たりコスト： 32.7万円
（参考）単位：交付件数 68件

国民１人当たりコスト： 0.1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.06％

フルコスト

事務費負担金交付

フルコスト（間接コスト） 2,228万円
（内訳）
人にかかるコスト 2,057万円
物にかかるコスト 170万円
庁舎等（減価償却費） －万円
事業コスト －万円

--------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 336.7億円

事務費負担金
交付申請内容審査

（現金給付等）
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【農林水産省】農村地域防災減災事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0143）

農村地域防災減災事業は、地震・集中豪雨等による災害を防止し、農村地域の防災力の向上を図るための
総合的な防災・減災対策を実施する事業です。

単位当たりコスト
交付件数１件当たりコスト： 35.9万円
（参考）単位：交付件数 455件

国民１人当たりコスト： 1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.1％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 1.6億円
（内訳）

人にかかるコスト 1.4億円
物にかかるコスト 0.1億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト －億円
---------------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 842.5億円

農村地域防災減災事業の流れ

国
（農林水産省）

フルコスト

地方公共団体等

ため池整備

農業用用排水施設の整備

補助金の交付

（現金給付等）
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【農林水産省】 治山事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0235）

治山事業は、国土の保全、水源の涵養、生活環境の保全等の森林の有する公益的機能の確保が必要な保
安林等において、荒廃地の復旧や海岸防災林の造成、流木防止対策等を実施する事業です。

単位当たりコスト
交付件数１件当たりコスト： 11.0万円
（参考）単位：交付件数 552件

国民１人当たりコスト： 0.4円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.1％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 6,099万円
（内訳）

人にかかるコスト 2,949万円
物にかかるコスト 3,093万円
庁舎等（減価償却費） 56万円
事業コスト －万円

---------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 394.5億円

フルコスト

補助金の交付

地方公共団体

国
（農林水産省）

治山事業の流れ

山地災害危険地区のうち、特に緊急度の高いエリアにおける治山施設の整備

流木捕捉工の設置

土砂流出を防止する
治山ダム群の整備

筋工・柵工と組み
合わせた保安林
整備

土砂の流出・侵食を
防止し、森林の保水
機能を向上

（現金給付等）
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【農林水産省】水産業改良普及事業交付金事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0285）

水産業改良普及事業交付金事業は、道府県の自主性を発揮しつつ、水産業を巡る諸情勢の変化に即応して、
国の重要施策の現場展開や新たな技術・知識の導入等を国と道府県が協同して実施するため、道府県に水産
業改良普及事業の運営に要する基礎的経費を交付するものです。

（イメージ写真・図）単位当たりコスト
交付件数１件当たりコスト： 21.0万円
（参考）単位：交付件数 36件

水産業普及指導員１人当たりコスト： 17,476円
（参考）単位：道府県水産業普及指導員 433人

国民１人当たりコスト： 0.06円
（参考）単位：総人口123,250,274人

間接コスト率
11.1％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 756万円
（内訳）

人にかかるコスト 548万円
物にかかるコスト 206万円
庁舎等（減価償却費） 1万円
事業コスト －万円

---------------------------------
（参考）自己収入 －万円

資源配分額 6,813万円

フルコスト

交付金（定額）の交付

道府県
（36道府県）

国
（農林水産省）

水産業改良普及事業交付金事業の流れ

沖縄総合事務局
（沖縄県分）

（現金給付等）
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【経済産業省】工業用水道事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0171）

工業用水道事業は、地盤沈下防止による国土保全及び地域経済活性化を図るための産業基盤として、地方
公共団体等が布設する工業用水道施設の整備や、今後も安定供給を確保し、産業競争力の維持・強化を支え、
更に施設の更新及び強靱化（耐震化・浸水対策・停電対策）への適切な対応を促すため、工業用水道施設の更
新・耐震化・浸水対策・停電対策の一部を補助する事業です。

単位当たりコスト
補助事業数１件当たりコスト：57,689円
（参考）単位：補助事業数 120件

国民１人当たりコスト： 0.05円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.2％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 692万円
（内訳）

人にかかるコスト 480万円
物にかかるコスト 168万円
庁舎等（減価償却費） 27万円
事業コスト 15万円
------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 34.5億円

フルコスト

補助

地方公共団体

国
（経済産業省）

工業用水道事業の流れ

工業用水道事業施設整備事業の実施

【耐震化の例】

【工業用水道施設】

管路の耐震補強

（現金給付等）
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【経済産業省】石油天然ガス権益・安定供給の
確保に向けた資源国との関係強化支援事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0213）

石油天然ガス権益・安定供給の確保に向けた資源国との関係強化支援事業は、資源分野のみならず、教育や
医療など、幅広い分野における協力事業を実施するとともに、民間企業の参加するミッション派遣、国際セミナー
の開催・出展、投資促進協議会の開催等に対して支援する事業です。

（イメージ写真・図）
単位当たりコスト
企業進出数１件当たりコスト： 12,704円
（参考）単位：産油・産ガス国への企業進出数

（中東地域・ロシア）（件） 1,141件

国民１人当たりコスト： 0.1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
1.6％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 1,449万円
（内訳）

人にかかるコスト 1,028万円
物にかかるコスト 361万円
庁舎等（減価償却費） 59万円
事業コスト －万円

---------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 8.7億円

フルコスト

公募・補助金等

民間事業者等

国
（経済産業省）

石油天然ガス権益・安定供給の確保に向けた資源国との
関係強化支援事業の流れ

関係強化支援事業の実施

（現金給付等）
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【経済産業省】伝統的工芸品産業振興補助事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0046）

伝統的工芸品産業振興補助事業は、伝統的工芸品のブランド価値を高め、我が国の伝統的工芸品産業全体
の振興を図るため、伝統的工芸品の国内外への普及啓発や需要開拓、産地指導や伝統工芸士認定事業など、
個別産地では対応が困難、あるいは非効率となる全国規模の事業への支援を行う事業です。

単位当たりコスト
国民１人当たりコスト： 0.1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
2.1％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 1,449万円
（内訳）

人にかかるコスト 1,028万円
物にかかるコスト 361万円
庁舎等（減価償却費） 59万円
事業コスト －万円

---------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 6 .8億円

フルコスト

伝統的工芸品産業振興事業の実施

補助

一般財団法人伝統的工芸
品産業振興協会

国
（経済産業省）

伝統的工芸品産業振興補助事業の流れ

（現金給付等）
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【経済産業省】休廃止鉱山鉱害防止等工事費
補助事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0090）

休廃止鉱山鉱害防止等工事費補助事業は、採掘活動を終了した金属鉱山等における鉱害の防止を図るため、
地方公共団体等が行う鉱害防止工事、坑廃水処理を行う事業等に要する経費の一部を補助する事業です。

単位当たりコスト
補助事業数１件当たりコスト：81.7万円
（参考）単位：補助事業数 95件

国民１人当たりコスト： 0.6円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
2.8％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 7,765万円
（内訳）

人にかかるコスト 6,858万円
物にかかるコスト 894万円
庁舎等（減価償却費） 11万円
事業コスト －万円

--------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 27.4億円

休廃止鉱山鉱害防止等工事費補助事業の流れ

フルコスト

補助金等

地方公共団体、
民間事業者等

国
（経済産業省）

休廃止鉱山鉱害防止等事業の実施

セメント工場セメント工場セメント工場セメント工場

集積場

坑廃水処理場

（中和処理）

集積場浸透水

処理水

殿物処理場へ

坑内水

休廃止鉱山

（現金給付等）
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【経済産業省】石油製品品質確保事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0201）

石油製品品質確保事業は、消費者の安全確保を目的として、ガソリン・軽油等が「揮発油等の品質の確保等に
関する法律」（以下、品確法）に定められている品質規格に適合しているか確認するため、全国のサービスス
テーション（SS）において訪問・購入（試買）し、品質分析を行います。

補助金・給付金事業型

石油製品品質確保事業の流れ

【公募・補助】

一般社団法人 全国石油協会
全国のサービスステーションにおいて訪問・購入（試買）を行い、

品質の分析を実施。

国
（経済産業省）

品確法に定められている品質規格に適合しているか確認するため、
全国のサービスステーション（SS）において訪問・購入（試買）し、品

質分析を行う費用を補助

単位当たりコスト
試買件数１件当たりコスト： 591円
（参考）単位：試買件数 116,077件

国民１人当たりコスト： 1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
6.6％

フルコスト

フルコスト（間接コスト） 6,858万円
（内訳）

人にかかるコスト 480万円
物にかかるコスト 829万円
庁舎等（減価償却費） 5,548万円
事業コスト －万円

--------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 10 .3億円
（現金給付等）
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【経済産業省】日本政策金融公庫補給事業
（中小企業経営力強化資金融資補給除く）

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0151）

日本政策金融公庫補給事業は、株式会社日本政策金融公庫に対し、金利引下げ分を財政措置することによっ
て重点政策課題に取り組む中小企業や、社会的・経済的環境の変化等の影響を受けている中小企業などに対
し、資金繰りの円滑化を図る事業です。

単位当たりコスト
中小企業等向け貸出件数
１件当たりコスト： 3,138 円
（参考）単位：中小企業等向け貸出件数 3,254件

国民１人当たりコスト： 0.08円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.07％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 1,021万円
（内訳）

人にかかるコスト 617万円
物にかかるコスト 404万円
庁舎等（減価償却費） －万円
事業コスト －万円

------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 141.7億円

フルコスト

貸付業務の実施

補給金

株式会社
日本政策金融公庫

国
（経済産業省）

日本政策金融公庫補給事業の流れ

（現金給付等）

国

補給金

(株)日本政策金融公庫

融
資

（１）特別利率による
融資等における金利
引下げ分の補填

（２）担保を徴しない
場合の上乗せ金利
引下げ分の補填

中小企業・小規模事業者
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【国土交通省】地域公共交通確保維持改善事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0343）

地域公共交通確保維持改善事業は、生活交通の存続が危機に瀕している地域等において、地域の特性・実
情に最適な移動手段が提供され、また、バリアフリー化やより制約の少ないシステムの導入等移動に当たっての
様々な障害（バリア）の解消等がされるよう、地域公共交通の確保・維持・改善を支援する事業です。

（イメージ写真・図）
単位当たりコスト
補助事業１件当たりコスト：99.5万円
（参考）単位：補助対象事業者数 2,875機関

国民１人当たりコスト： 23円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
6.7％

補助金・給付金事業型

フルコスト

補助金交付

補助金交付申請書及び
完了実績報告書の提出

交通事業者等

国
（国土交通省）

地域公共交通確保
維持改善事業の流れ

地域公共交通確保維持事業
（地域の実情に応じた生活交通の確保維持）

地域公共交通バリア解消促進等事業
（快適で安全な公共交通の実現）

地域公共交通調査等事業
（持続可能な地域公共交通の実現に向けた計画の策定）

線
路
側

ホ
ー
ム
側

＜支援の内容＞
○高齢者等の移動円滑化のためのノンステップバス、
福祉タクシーの導入、 鉄道駅における内方線付点状
ブロック等の整備

○地域鉄道の安全性向上に資する設備の更新等

＜支援の内容＞

○幹線バス交通や地域内交通の運行

・地域間交通ネットワークを形成する幹線バス交通の
運行や車両購入等を支援

・過疎地域等のコミュニティバス、デマンドタクシー、
自家用有償旅客運送等の運行や車両購入、貨客混
載の導入を支援

・旅客運送サービス継続のためのダウンサイジング等
の取組を支援

○離島航路・航空路の運航
・離島住民の日常生活に不可欠な交通手段である
離島航路・航空路の運航等を支援

＜支援の内容＞
○公共交通のマスタープランである「地域公共交通計画」
の策定に資する調査等

○バリアフリー化を促進するためのマスタープラン・基本
構想の策定に係る調査

フルコスト（間接コスト） 28.6億円
（内訳）
人にかかるコスト 8.7億円
物にかかるコスト 19.8億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト －億円

---------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 423.0億円
（現金給付等）

各地方運輸局等

報告・進達
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【国土交通省】船舶の建造・運航における生産性向上事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0448）

船舶の建造・運航における生産性向上事業は、AI・IoT等の活用により、抜本的な生産性向上を図るため、船
舶・舶用機器の生産・運航におけるIoTやビッグデータ解析等を活用した先進的な技術・システムの開発等を実
施する事業に要する経費を支出（国→民間法人等）することにより、技術研究開発等を促進するものです。（補助
金は補助率１/2以内（技術・システムの開発等に係る基礎的な調査に要する経費については、定額））

単位当たりコスト
補助事業１件当たりコスト： 62.6万円
（参考）単位：補助事業実施件数 25件

国民１人当たりコスト： 0.1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
2.3％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 1,565万円
（内訳）

人にかかるコスト 1,371万円
物にかかるコスト 138万円
庁舎等（減価償却費） 32万円
事業コスト 23万円

---------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 6.6億円

フルコスト

③補助金交付

事業者等

国
（国土交通省）

船舶の建造・運航における生産性向上事業の流れ

①公募

②交付申請

（現金給付等）
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【国土交通省】国際競争力の高いスノーリゾート形成促進
事業（国際観光旅客税財源）

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0279）

スノーリゾートは地方での長期滞在や消費拡大に向けての有力なコンテンツです。スキー・スノーボードを楽し
む訪日外国人旅行者が増加する中、スノーリゾートへのインバウンド需要をタイムリーかつ的確に取り込むため、
インバウンド需要を取り込む意欲・ポテンシャルの高い地域における国際競争力の高いスノーリゾート形成のた
めの取組を促進します。

単位当たりコスト
支援対象地域１地域当たりコスト： 29.0万円
（参考）単位：支援対象地域数 18地域

国民１人当たりコスト： 0.04円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.5％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 525万円
（内訳）
人にかかるコスト 480万円
物にかかるコスト 16万円
庁舎等（減価償却費） －万円
事業コスト 28万円

------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 9.5億円

〔取組例〕

アフタースキーを楽
しめる環境を整備し

外国人観光客の長
期滞在を促進

グリーンシーズン
も楽しめる環境を
整備し、通年での
誘客を促進

索道の再編や搬器
の大型化・高速化に
より、混雑を改善し、
快適性・満足度を向
上

高機能な降雪機の
導入により、営業期
間を最大化・明確化

・補助対象事業：

地域の関係者が一体となって策定した「国際競争力の高いスノーリゾー

ト形成計画」に位置づけられた以下の取組

○アフタースキーのコンテンツ造成

○グリーンシーズンのコンテンツ造成

○受入環境の整備（多言語対応、Wi-Fi整備、キャッシュレス対応、公衆トイレ
の洋式化等）

○外国人対応可能なインストラクターの確保

○二次交通の確保（スキー場間の周遊等のためのバス運行の実証実験）

○情報発信（プロモーション資材の作成等）

○スキー場インフラの整備（索道施設（ゴンドラ・リフト）の撤去、搬器の更新

（機能向上分）、 高機能な降雪機の導入、ICゲートシステムの導入）

※訪日外国人旅行者の誘客に地域一丸となって取り組む地域に絞って支援

・補助対象者：観光地域づくり法人（DMO）、民間事業者等
※インバウンド需要を取り込む意欲・ポテンシャルが高い地域の「国際競争力の
高いスノーリゾート形成計画」に位置づけられた事業の実施主体に限る。

・補助率：事業費の１/２

（現金給付等）

フルコスト 国際競争力の高いスノーリゾート形成促進事業（国際観光旅客税財源）の流れ

③形成計画に位置づけられ
た取組を支援（補助金交付）

国
（国交省）
①公募

②形成計画の提出
（補助金申請）
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【環境省】循環型社会形成推進事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0169）

循環型社会形成推進事業は、市町村等が広域的な地域について作成する循環型社会形成推進地域計画に
基づき実施される事業（廃棄物の資源化を行うマテリアルリサイクル推進施設、発電や熱回収等を行うエネル
ギー回収型廃棄物処理施設、し尿と生活雑排水を併せて処理する個別分散型汚水処理施設である浄化槽等の
整備）を支援する事業です。

補助金・給付金事業型

循環型社会形成推進事業の流れ

その他のコスト
（交付申請に係る
指導監督金の交付）

交付金の交付

市町村等
都道府県

交付金額
の確定通
知等

国
（環境省）

単位当たりコスト
交付件数１件当たりコスト： 29,015円
（参考）単位：交付件数 1,230件

国民１人当たりコスト： 0.2円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.04％

フルコスト

フルコスト（間接コスト） 3,568万円
（内訳）

人にかかるコスト 2,263万円
物にかかるコスト 1,293万円
庁舎等（減価償却費） 12万円
事業コスト －万円

---------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 842.1億円

【ごみ焼却施設】

【し尿施設】 【合併処理浄化槽】

（参考）その他コスト：指導監督金 0.1億円

（現金給付等）
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【環境省】指定管理鳥獣捕獲等事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0235）

指定管理鳥獣捕獲等事業は、令和5年度末までにニホンジカ・イノシシの個体数を半減させる目標の達成及び
豚熱ウイルスの拡散防止を目的とした野生イノシシの捕獲強化に向けて、都道府県等が行うニホンジカ・イノシシ
の捕獲事業等を交付金により支援する事業です。

単位当たりコスト
交付件数１件当たりコスト： 32.6万円
（参考）単位：交付件数 43件

国民１人当たりコスト： 0.1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.6％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 1,405万円
（内訳）
人にかかるコスト 891万円
物にかかるコスト 509万円
庁舎等（減価償却費） 4万円
事業コスト －万円
----------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 20.5億円

フルコスト

交付金の交付

都道府県等

指定管理鳥獣捕獲等事業の流れ

○実施計画の策定

○ニホンジカ・イノシシの捕獲

○豚熱発生地域における野生イノシシ
の捕獲の強化

○捕獲手法の技術開発、広域的な捕
獲の強化

○認定鳥獣捕獲等事業者等の育成

半減目標の達成・豚熱の拡散防止

交
付
金
に
よ
る
支
援

都道府県等

ニホンジカ・イノシシの捕獲促進

国

狩猟者に対する支援

○ジビエ利用拡大等に関する取組

国
（環境省）

（現金給付等）
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【環境省】原子力被災者環境放射線モニタリング対策関連事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0158）

原子力被災者環境放射線モニタリング対策関連事業は、福島県及び市町村が住民のニーズを踏まえ、放
射線モニタリングに関する使途等を柔軟に選択・実施できるよう、福島県に対し必要な経費を交付します。
福島県は交付金をもとに基金を創設し、住空間周辺の空間線量率の測定など、住民のニーズに応じたモ

ニタリングを実施します。

補助金・給付金事業型

原子力被災者環境放射線モニタリング対策関連事業の流れ

基金の造成に必要な経費を交付

福島県、福島県内の市町

基金を財源として、県・市町村が環境放射線モニタリング事業等を実施

国
（環境省）

福島県
【福島県民健康管理基金】

フルコスト

単位当たりコスト
放射線モニタリングの調査地点数
１地点当たりコスト： 95円
（参考）単位：放射線モニタリングの調査地点数 34,015地点

国民１人当たりコスト： 0.03円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.4％ 空間線量率の測定中の様子

放射能濃度分析中の様子

フルコスト（間接コスト） 324万円
（内訳）
人にかかるコスト 205万円
物にかかるコスト 117万円
庁舎等（減価償却費） 1万円
事業コスト －万円
---------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 8.0億円
（現金給付等）
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【防衛省】退職予定自衛官就職援護業務費補助金事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0213-00）

自衛官の就職援護は、全国50ヶ所の地方協力本部と各幕・部隊等に援護担当者約1,400名を配置し、退職予
定自衛官の求職情報及び企業等からの求人情報の収集並びに当該情報の（一財）自衛隊援護協会への取次
等をはじめとした就職援護業務を行っています。
一方、防衛省・自衛隊は、求人企業に退職予定自衛官を個別に斡旋（マッチング）する権限を有していないため、

職業安定法及び船員職業安定法の規定に基づき、厚生労働大臣及び国土交通大臣から無料職業紹介事業の
許可を得て自衛官に個別の斡旋を行う（一財）自衛隊援護協会（本部､全国７支部（札幌､仙台､東京､名古屋､大
阪､広島及び福岡））に対し補助金を交付しています。

単位当たりコスト
就職決定者１人当たりコスト： 11,719円
（参考）単位：就職決定者数 2,668人

国民１人当たりコスト： 0 .2円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
8.4％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 3,126万円
（内訳）

人にかかるコスト 2,263万円
物にかかるコスト 708万円
庁舎等（減価償却費） 154万円
事業コスト －万円

---------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 3.6億円

退職予定自衛官就職援護業務費補助金事業の流れフルコスト

求人依頼

退職予定自衛官の
紹介（マッチング）

（一財）自衛隊援護協会

国
（防衛省）

求人情報

企業等

求人・求職情報
の取次

求人情報
の提供

（現金給付等）
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【防衛省】騒音防止事業（住宅防音）

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0285）

騒音防止事業（住宅防音）は、自衛隊等の航空機の離陸、着陸等の頻繁な実施により生ずる音響等に起因す
る障害が著しいと認めて防衛大臣が指定する第一種区域の指定の際現に所在する住宅等を対象に、自衛隊等
の航空機の音響等に起因する障害を防止又は軽減するため住宅の所有者等が行う防音工事に対し、助成を行
う事業です。

補助金・給付金事業型

騒音防止事業（住宅防音）の流れ

補助金の交付補助金の申請

住宅の所有者等

国
（防衛省）

単位当たりコスト
当該年度実績１世帯当たりコスト

：120,232円
（参考）単位：当該年度実績 25,538世帯

国民１人当たりコスト： 24円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
5.4％

フルコスト

【住宅防音事業】
フルコスト（間接コスト） 30.7億円

（内訳）
人にかかるコスト 11.4億円
物にかかるコスト 3.5億円
庁舎等（減価償却費） 0.7億円
事業コスト 14.9億円

-----------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 559.7億円

防音天井
防音壁に改造空調機器の取付

防音サッシの
取付

（現金給付等）
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【内閣府】地域就職氷河期世代支援加速化事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0166）

就職氷河期世代支援は、地方公共団体において、就職氷河期世代の方々の実態やニーズを踏まえ、地域の
経済団体、就労、福祉等の関係機関、支援団体等と連携しながら取組を進め、先進的・積極的に就職氷河期世
代への支援に取り組む地方公共団体等を強力に後押しするとともに、優良事例を横展開する事業です。

単位当たりコスト
１事業当たりコスト： 511.0万円
（参考）単位：事業数 100件

国民１人当たりコスト： 4円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
76.9％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 5.1億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.7億円
物にかかるコスト 3.8億円
庁舎等（減価償却費） 0.4億円
事業コスト 0.0億円
---------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 6.6億円

フルコスト

補助金の交付 交付金計画の提出

都道府県・指定都市
（市町村・支援団体、企業等

の事業のとりまとめ）

国
（内閣府）

地域就職氷河期世代支援加速化事業の流れ

国民
（就職氷河期世代）

支援の実施

（現金給付等）
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【内閣府】民間資金等活用事業調査等業務

業務の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0014）

本業務は、本格的な人口減少社会の中で、増加する維持更新費等からその持続可能性が課題となって いる
公共施設等にPPP/PFIを早急に導入することが重要であり、先行案件を組成するための強力な政策的インセン
ティブを講じることで地方を支援します。

補助金・給付金事業型

民間資金等活用事業調査等業務の流れ

選定・業務委託

応募・業務実施

民間事業者等地方公共団体等

国
（内閣府）

（内訳）
人にかかるコスト 274万円
物にかかるコスト 1,452万円
庁舎等（減価償却費） 171万円
事業コスト －万円

--------------------------------
（参考） 自己収入 －億円

資源配分額 1.5億円

フルコスト（間接コスト） 1,898万円
単位当たりコスト
地方公共団体に対する補助１件当たりコスト：

75.9万円
（参考）単位：地方公共団体に対する補助等の実施数 25件

国民１人当たりコスト： 0.1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
12.4％

フルコスト

定額補助
(上限1,000万円)

導
入
可
能
性
調
査

デ
ュ
ー
デ
リ
ジ
ェ
ン
ス

実
施
方
針
の
公
表

特
定
事
業
の
選
定

第
一
次
審
査

募
集
要
項
等
の
公
表

競
争
的
対
話

第
二
次
審
査

準備手続

優
先
交
渉
権
者
選
定

実
施
契
約
締
結

運
営
権
設
定

運
営
準
備

運
営
開
始

PFI法の手続開始 事業者選定手続

【公共施設等運営事業の検討プロセス（例）】

（現金給付等）
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【内閣府】沖縄振興特別推進交付金業務

業務の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0073）

沖縄特別推進交付金事業は、沖縄県が沖縄の振興に資する事業等を自主的に選択して作成した沖縄振興交
付金事業計画に基づく事業等の実施に要する経費に充てるため、国が沖縄県に交付金を交付することにより、
沖縄の実情に即した事業の的確かつ効率的な実施を図ることを目的とする事業です。

単位当たりコスト
交付決定事業１件当たりコスト： 49.4万円
（参考）単位：交付決定事業数 864件

国民１人当たりコスト： 3円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.8％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 4.2億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.6億円
物にかかるコスト 3.2億円
庁舎等（減価償却費） 0.3億円
事業コスト －億円
-------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 516.6億円

フルコスト

交付金の交付

沖縄県

国
（内閣府）

沖縄振興特別推進交付金業務の流れ

離島児童生徒支援セン
ター整備事業

農林水産物流通条件不
利性解消事業

高校のない離島出身者の経
済的負担の軽減を図るため、
寄宿舎を整備。

遠隔地であることによる不利
性を解消するため、直近他
県までの輸送コストを補助。

【活用事業例】

（現金給付等）
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【総務省】恩給支給事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0166）

単位当たりコスト
受給者当たりコスト： 5,049 円
（参考）単位：受給者数 212,050人

国民１人当たりコスト： 8 円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.4％

補助金・給付金事業型

恩給支給事業は、国家のために身命を賭して尽くされた旧軍人等の方々とそのご遺族に対して、国が国家補
償を基本として恩給受給者の生活の支えとなる恩給等を支給する事業です。

フルコスト（間接コスト） 10.7億円
（内訳）

人にかかるコスト 3.4億円
物にかかるコスト 0.4億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト 6.7億円

------------------------------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 2,300.8億円

恩給支給事業の流れ

銀 行
信用金庫
農 協

等

金融機関

恩給請求者

恩給受給者

都道府県

厚生労働省

各省庁

受 付

審 査

裁 定

・
支
払
通
知
書

交
付

・
支
給
金
計
算

・
恩
給
証
書

交
付

総務省

（遺 族）

（
一
般
文
官
）

恩
給
請
求

財
務
省
会
計
セ
ン
タ
ー

日
本
銀
行

（恩給証書・支払通知書）

（資
金
・支
払
デ
ー
タ
）

支
給
金

【本属庁】 【裁定庁】

↓

※フルコストの範囲は「 」で示す部分。

（
旧
軍
人
）

※総務省は裁定庁であるため、恩給の請求は本属庁を経由して行います。
旧軍人の恩給請求については、退職当時の本籍地の都道府県を経て厚生労働省に進達されたのち、総

務省が受付、審査・裁定、支給を行います。

（現金給付等）
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国は、振興財団が行う助成事業に要する費用の一部について、補助
※上限額は補助対象経費の2/3

【法務省】更生保護施設整備事業への補助業務

業務の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0027）

更生保護法人が設置する更生保護施設（全国に約100施設）について、施設の老朽化等を背景とする建物・設
備の改築・補修等の実施に当たり、国が当該施設整備事業費の3分の2を交付限度として補助するものとなりま
す。
なお、更生保護施設の施設整備を計画的に推進するため、平成6年度に「第一次更生保護施設整備5か年計

画」を策定して以降、平成11年度、平成16年度、平成21年度、平成26年度、令和元年度と当該5か年計画を更新
しています。

単位当たりコスト
事業数１件当たりコスト： 447.3万円
（参考）単位：実施事業数 18件

国民１人当たりコスト： 0.6円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
23.2％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 8,052万円
（内訳）
人にかかるコスト 3,841万円
物にかかるコスト 257万円
庁舎等（減価償却費） 347万円
事業コスト 3,606万円

--------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 3.4億円

フルコスト 更生保護施設整備事業への補助業務の流れ（概要）

更生保護施設の外観 各都道府県１以上設置

更生保護施設の処遇の様子

○補助金に係る予算要
求

○振興財団からの申請
受理、補助金の交付
決定等

○補助金の精算

○事業実施法人に対す
る指導・監督等

法務省

○更生保護施設（更生
保護法人）からの要
望・申請受理

○国（法務省）への申請

○対象事業の審査・検
査

○助成金の精算

更生保護事業振興財団

○振興財団への要望・
申請

○施設整備事業の実施

○振興財団への報告

更生保護施設

補助金 助成金

申請・報告 申請・報告

○ 更生保護施設整備事業は、国（法務省）が、更生保護法人更生保護事業振興財団を通して、
各更生保護施設（更生保護法人）に助成する間接保護事業と位置づけられています。

（補助金＋振興財団予算）

（現金給付等）
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【文部科学省】学校臨時休業対策費補助事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0092）

全国学校給食連合会を補助する学校臨時休業対策費補助金は、学校の臨時休業に伴い、学校給食費を返
還等するための経費を支援する事業及び学校給食調理業者に対して衛生管理の徹底・改善を図るために地方
公共団体が職員研修や設備等の購入に係る経費を支援する事業です。

補助金・給付金事業型

学校臨時休業対策費補助事業の流れ

補助金交付

学校の設置者/地方自治
体等全国学校給食連合会

交付決定

国
（文科省）

うち国におけるフルコスト 0.1億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.0億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト －億円

--------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト（間接コスト） 1.9億円

うち全国学校給食連合会
におけるフルコスト 1.8億円
（内訳）
業務費用（人件費） 1.0億円
業務費用（人件費以外） 0.8億円
減価償却相当額 －億円
減損損失相当額 －億円
-------------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 182.4億円

フルコスト

単位当たりコスト
間接補助事業者数１件当たりコスト： 11.1万円
（参考）単位：間接補助事業者数 1,745件

国民１人当たりコスト： 1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
1.0％

（現金給付等）（現金給付等）
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【文部科学省】奨学金貸与事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0169）

奨学金貸与事業は、経済的理由により修学に困難がある優れた学生等に対する学資の貸与を行う事業です。
利息の付かない第一種奨学金 と、利息の付く第二種奨学金があります。

補助金・給付金事業型

うち国におけるフルコスト 0.2億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.1億円
物にかかるコスト 0.1億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト －億円

--------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト（間接コスト） 689.3億円

うち（（独））日本学生支援機構
におけるフルコスト 689.0億円
（内訳）
業務費用（人件費） 29.4億円
業務費用（人件費以外） 659.5億円
減価償却相当額 0.0億円
減損損失相当額 －億円
-------------------------------

（参考）自己収入 320.5億円
資源配分額 17,854.1億円

単位当たりコスト
貸与人数１人当たりコスト： 11,177円
（参考）単位：貸与人数 6,166,724人

国民１人当たりコスト： 559円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
3.8％

（現金給付等） （現金給付等）
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【文部科学省】次世代研究者挑戦的研究プログラム

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0220）

次世代研究者挑戦的研究プログラムは、我が国の科学技術・イノベーションの将来を担う優秀な志ある博士後
期課程学生による、既存の枠組みにとらわれない自由で挑戦的・融合的な研究を支援するため、博士後期課程
学生への経済的支援の強化と博士人材が幅広く活躍するための多様なキャリアパスの整備を一体として推進す
る大学の取組を国として支援する事業です。

補助金・給付金事業型

次世代研究者挑戦的研究プログラムの流れ

うち国におけるフルコスト 892万円

（内訳）

人にかかるコスト 466万円

物にかかるコスト 379万円

庁舎等（減価償却費） 46万円

事業コスト －万円

-------------------------------------

（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

うち国立研究開発法人科学技術振興機構

におけるフルコスト 147万円

（内訳）

業務費用（人件費） 119万円

業務費用（人件費以外） 19万円

減価償却相当額 9万円

減損損失相当額 －万円

--------------------------------------

（参考）自己収入 －億円

資源配分額 173.6億円

○補助金交付

国
（文部科学省）

フルコスト

国立研究開発法人
科学技術振興機構

大学

博士後期課程学生

○大学の採択・助成

○支援対象学生の選抜
○研究奨励費等の支給
○キャリア開発・育成コンテンツの提供等

単位当たりコスト
国民１人当たりコスト： 0.08 円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

支援学生１人当たりコスト： －円
（参考）単位：支援人数 -人 ※

間接コスト率
0.05％
※本事業は令和2年度においては大学の公募等に向けて必要な
準備を実施。 大学の採択や支援対象学生の選抜、当該学生へ
の支援は令和3年度に実施。

フルコスト（間接コスト） 1,040万円

（現金給付等） （現金給付等）
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【文部科学省】科学研究費助成事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0221）

科学研究費助成事業（以下、「科研費」という）では、大学等の研究者に広く公募を行っており、応募された研究課題
については、8,000人以上の研究者による専門分野ごとのピアレビュー（専門分野の近い複数の研究者による審査）
を行い、研究者に研究費を支給しています。
また、研究者の能力や研究の深まりに応じた応募が可能となるよう、研究期間や規模により様々な応募区分（研究

種目）を設定しています。
さらに、平成23年度から複数年度研究費の改革（基金化）を行い、一部の研究種目において、年度の区分にとらわ

れない研究費の使用など柔軟な使用を可能としています。

補助金・給付金事業型

科学研究費助成事業の流れ

研究者等独立行政法人
日本学術振興会

国
（文部科学省）

うち国におけるフルコスト 2.2億円
（内訳）

人にかかるコスト 1.0億円
物にかかるコスト 0.8億円
庁舎等（減価償却費） 0.1億円
事業コスト 0.2億円

--------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト（間接コスト） 26.1億円

うち（独）日本学術振興会
におけるフルコスト 23.9億円
（内訳）
業務費用（人件費） 4.9億円
業務費用（人件費以外） 18.9億円
減価償却相当額 －億円
減損損失相当額 －億円
-------------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 2,401.5億円

単位当たりコスト
科学研究費助成件数
１件当たりコスト： 15,464円
（参考）単位：科学研究費助成件数 169,010件

国民１人当たりコスト： 21円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
1.0％

フルコスト

応募・交付申請手続等

各種交付通知等

資源配分額
（財源の措置）

＜科研費の研究種目体系＞

（現金給付等）

（現金給付等）
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【文部科学省】電源立地地域対策交付金、
交付金事務等交付金業務

業務の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0295）

電源立地地域対策交付金、交付金事務等交付金業務は、発電用施設等の設置及び運転の円滑化に資することを
目的に、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構が設置する原子力発電施設等の所在都道府県・市町村等に対
して、これらの地域における地元住民の福祉の向上を目的として行われる公共用施設の整備や各種の事業活動など、
ハード・ソフト両面にわたる事業に要する費用に充てられるための交付金を交付するものです。

補助金・給付金事業型

電源立地地域対策交付金、交付金事務等交付金業務の流れ

交付金の交付

地方公共団体等

国
（文部科学省）

単位当たりコスト
交付先１件当たりコスト： 183.7万円
（参考）単位：交付先件数 10件

国民１人当たりコスト： 0.1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.2％

フルコスト

フルコスト（間接コスト） 1,837万円
（内訳）
人にかかるコスト 960万円
物にかかるコスト 781万円
庁舎等（減価償却費） 95万円
事業コスト －万円

-------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 80.3億円

小学校の改修事業

公設病院の維持運営事業

（現金給付等）
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【厚生労働省】医薬品副作用等被害救済事業費等補助事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0278）

健康被害救済制度（医薬品副作用被害救済制度・生物由来製品感染等被害救済制度）は、独立行政法人医
薬品医療機器総合機構法に基づき、迅速な救済を図ることを目的として、医薬品等が適正に使用されたにもか
かわらず、医薬品の副作用等によって健康被害を受けた方に対して、独立行政法人医薬品医療機器総合機構
（ＰＭＤＡ）が医療費や障害年金などの救済給付の支給手続を行っています。

補助金・給付金事業型

医薬品副作用等被害救済事業費等補助事業の流れ

うち国におけるフルコスト 0.0億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.0億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト －億円

-----------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト（間接コスト） 10.6億円

うち（独）医薬品医療機器総合機構
におけるフルコスト 10.5億円
（内訳）
業務費用（人件費） 2.9億円
業務費用（人件費以外） 7.6億円
減価償却相当額 －億円
減損損失相当額 －億円
-----------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 24.2億円

単位当たりコスト
審査件数当たりコスト： 66.9万円
（参考）単位：審査件数 1,595件

国民１人当たりコスト： 8円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
44.1％

フルコスト

種類 区分 給付額

医療費
健康保険等による給付の額を除い
た自己負担分

医療
手当

通院のみの場合
（入院相当程度の通院治
療を受けた場合）

1ヵ月のうち
3日以上

月額 37,000円

1ヵ月のうち
3日未満

月額 35,000円

入院の場合

1ヵ月のうち
8日以上

月額 37,000円

1ヵ月のうち
8日未満

月額 35,000円

入院と通院がある場合 月額 37,000円

障害
年金

1級の場合
年額 2,809,200円
（月額 234,100円）

2級の場合
年額 2,247,600円
（月額 187,300円）

障害児
養育
年金

1級の場合
年額 878,400円

（月額 73,200円）

2級の場合
年額 703,200円

（月額 58,600円）

遺族
年金

年金の支払は10年間（※）
年額 2,457,600円
（月額 204,800円）

遺族
一時金

7,372,800円

葬祭料 212,000円

厚
生
労
働
大
臣

被
害
を
受
け
た
方

⑥支給

①請求
医
薬
品
医
療
機
器

総
合
機
構
（
Ｐ
Ｍ
Ｄ
Ａ
）

薬
事
・
食
品
衛
生
審
議
会
（
副

作
用
・
感
染
等
被
害
判
定
部
会
）

②判定の申出

⑤判定の通知

③諮問

④答申

製薬企業厚生労働省

■事務費の１／２を補助

■ＰＭＤＡは事前に事
実関係を調査・整理
（外部専門家の意見聴
取）

■審議会は、救済給付の
支給に係る判定に必要な
事項を、医学的薬学的な
見地から調査審議

■拠出金

※ただし、死亡した本人が障害年金を受けたことがある場合、その
期間が7年に満たないときは10年からその期間を控除した期間、そ
の期間が7年以上のときは3年間

（現金給付等） （現金給付等）
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【厚生労働省】水道施設等整備事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0431）

水道施設等整備事業は、清浄にして豊富低廉な水の供給を図り、もって公衆衛生の向上と生活環境の改善、
また安全で質が高く災害に強い水道を確保するため、水道事業又は水道用水供給事業を経営する地方公共団
体に対し、その事業に要する費用のうち一部を補助する事業です。

単位当たりコスト
補助件数１件当たりコスト： 14.3万円
（参考）単位：補助件数 364件

国民１人当たりコスト： 0.4円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.1％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 5,219万円
（内訳）
人にかかるコスト 4,321万円
物にかかるコスト 794万円
庁舎等（減価償却費） 103万円
事業コスト －万円
------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 503.9億円

補助金・交付金の交付

地方公共団体等

フルコスト

国
（厚生労働省）

水道施設等整備事業

配水池

取水
施設

浄水
施設

導
水
管

送
水
管

配
水
管

（給
水
管
）

配水
管網

（現金給付等）
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【厚生労働省】未払賃金立替払事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0514）

未払賃金立替払事業は、企業が倒産したために賃金が支払われないまま退職した労働者に対して、その未払
賃金の一部を政府が事業主に代わって立替払するものです。
本事業は、労働保険特別会計労災勘定の社会復帰促進等事業として実施しており、立替払に必要な額を「未

払賃金立替払事業費補助金」として独立行政法人労働者健康安全機構に交付しています。

補助金・給付金事業型

うち国におけるフルコスト 9.7億円
（内訳）
人にかかるコスト 1.0億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト 8.5億円

--------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト（間接コスト） 10.6億円

うち（独）労働者健康安全機構
におけるフルコスト 0.8億円
（内訳）
業務費用（人件費） 0.4億円
業務費用（人件費以外） 0.4億円
減価償却相当額 －億円
減損損失相当額 －億円
-------------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 59.9億円

単位当たりコスト
労働者１人当たりコスト： 17円
（参考）単位：労働者数 59,730,000人

国民１人当たりコスト： 8円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
17.6％

未払賃金立替払事業の流れ

労働者
（独）労働者健康安全機構

立替払の支払

国
（厚生労働省）

（現金給付等） （現金給付等）

フルコスト
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【厚生労働省】65歳超雇用推進助成金関係業務

業務の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0664）

65歳超雇用推進助成金は、高年齢者が意欲と能力のある限り年齢に関わりなく働くことができる生涯現役社会
を実現するため、65歳以上への定年引上げや高年齢者の雇用管理制度の整備等、高年齢の有期契約労働者
の無期雇用への転換を行う事業主に対して助成するものです。

（イメージ写真・図）
単位当たりコスト
雇用保険適用事業所数１所当たりコスト： 197円
（参考）単位：雇用保険適用事業所数 2,303,427所

国民１人当たりのコスト： 3円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
26.0％

補助金・給付金事業型

フルコスト

①計画申請 ③支給申請

事業主

国
（厚労省）

65歳超雇用推進助成金関係業務の流れ

独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構

⑤支給
②計画認定 ④支給決定

補助金支給適宜、報告

※一部、計画申請は不要で申請可能

うち国におけるフルコスト 0.3億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.0億円
物にかかるコスト 0.2億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト －億円

-----------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

うち（独）高齢・障害・求職者雇用支援
機構におけるフルコスト 4.1億円
（内訳）
業務費用（人件費） 1.4億円
業務費用（人件費以外） 2.6億円
減価償却相当額 0.1億円
減損損失相当額 －億円
------------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 17.4億円

フルコスト（間接コスト） 4.5億円

（現金給付等） （現金給付等）
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【厚生労働省】職業転換訓練費負担金事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0705）

労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律に
基づく職業転換給付金制度の給付金の一つとして、障害者、母子家庭の母等の就職困難者が、
公共職業安定所長の受講指示に基づき公共職業訓練を受講する場合に、訓練受講期間中の生
活の安定を図り、また訓練の受講を容易にするため、都道府県により訓練手当を支給しています。
職業転換訓練費負担金事業において、その要する費用の1/2を負担しています。

訓練手当支給額

単位当たりコスト
受給者数１人当たりコスト： 3,087円
（参考）単位：訓練手当支給者数 2,226人

国民１人当たりのコスト： 0.06円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.8％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 687万円
（内訳）
人にかかるコスト 411万円
物にかかるコスト 201万円
庁舎等（減価償却費） 74万円
事業コスト －万円
-------------------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 8 . 5億円

職業転換訓練費負担金事業の流れ

その他のコスト

訓練受講者都道府県

支給決定

国
（厚生労働省）

フルコスト

交付申請

支給申請

交付決定
（１/2負担）

基本手当
１級地 4,310円
２級地 3,930円
３級地 3,530円

日額 500円
（但し、40 日分を限度）受講手当

通所手当

①交通機関利用者（月額）
最高限度額 42,500円

②自動車等利用者（月額）
10km 未満 3,690円
10km 以上 5,850円
うち、3 級地で15km 以上

8,010円

寄宿手当 月額 10,700円

（現金給付等）
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【厚生労働省】中小企業退職金共済等事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0567、0568）

中小企業退職金共済制度は、独立行政法人勤労者退職金共済機構において、中小企業及び特定業種（従業
員の相当数が複数の事業主間を移動して雇用される業種として厚生労働大臣が指定した業種）を対象として退
職金共済事業を運営するものです。事業主の相互扶助の仕組みと国の援助によって、独力では退職金制度を
設けることが困難な中小企業者等に退職金制度を確立しようとするものです。

補助金・給付金事業型

中小企業退職金共済等事業の流れ

従業員（独）勤労者退職金共済機構
退職金

国
（厚生労働省）

フルコスト

事業主

補助金（掛金助成・事務費）

単位当たりコスト
支給決定１件当たりコス ト ： 4 円

（参考）単位：中退共被共済者数：3,536,953件

国民１人当たりコスト： 0.1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.1％

うち（独）勤労者退職金共済機構
におけるフルコスト 905万円
（内訳）
業務費用（人件費） 717万円
業務費用（人件費以外） 187万円
減価償却相当額 －万円
減損損失相当額 －万円
------------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 84.3億円

フルコスト（間接コスト） 1,592万円

うち国におけるフルコスト 687万円
（内訳）
人にかかるコスト 411万円
物にかかるコスト 201万円
庁舎等（減価償却費） 74万円
事業コスト －万円

-----------------------------
（参考）自己収入 －万円

資源配分額 －万円
（現金給付等） （現金給付等）
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【厚生労働省】精神障害者医療保護入院費補助金事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0843）

精神障害者医療保護入院費補助金は、沖縄の本土復帰の際、琉球政府当時の精神衛生法第26条又は第45
条の規定により琉球政府の負担によって精神障害者の医療を受けていた者が、復帰後も引き続き当該精神障
害について医療を受けた場合の医療費につき、沖縄の復帰に伴う厚生省関係法令の適用の特別措置等に関す
る政令の規定により、沖縄県が支弁した費用の8/10を補助する制度です。

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 744万円
（内訳）

人にかかるコスト 137万円
物にかかるコスト 564万円
庁舎等（減価償却費） 43万円
事業コスト －万円

-----------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 2 .7億円

フルコスト

補助金の交付

沖縄県

国
（厚生労働省）

精神障害者医療保護入院費補助金事業の流れ

単位当たりコスト
受給者１人当たりコスト： 24,748円
（参考）単位：受給者数 301人

国民１人当たりコスト： 0.1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
2.6％

補助金の交付

沖縄県

国
（厚生労働省）

（現金給付等）
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【厚生労働省】後期高齢者医療給付費等負担金事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0321）

後期高齢者医療制度において、高齢者医療を社会全体で支える観点に立って、75歳以上の医療給付費につ
いて、現役世代からの支援金（約4割）と公費（約5割）で約9割を賄っています。
高齢者の医療の確保に関する法律（昭和五十七年法律第八十号）に基づく75歳以上の医療給付費の公費のう

ち国が負担する負担金等を交付する事業です。

（イメージ写真・図）

単位当たりコスト
被保険者１人当たりコスト： 9円
（参考）単位：後期高齢者被保険者 18,067,653人

国民１人当たりコスト： 1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.004％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 1.7億円

うち国におけるコスト 0.0億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.0億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト －億円
----------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

うち都道府県におけるコスト 1.6億円
（内訳）
業務費用（人件費） 1.0億円
業務費用（人件費以外） 0.6億円
減価償却相当額 －億円
減損損失相当額 －億円
----------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 40,454.2億円

フルコスト

都道府県
後期高齢者医療広域連合

国
（厚生労働省保険局）

後期高齢者医療給付費等負担金事業の流れ

■後期高齢者医療給付等負担金の内容

①後期高齢者医療給付費負担金
（高確法第93条第1項）

後期高齢者医療給付費（現役並み所得者分を除く。）
の3/12を負担。
※その他、都道府県1/12、市町村1/12、

国1/12（後期高齢者医療財政調整交付金）、
保険者5/12、残りの1/12は広域連合が保険料
にて負担。

②高額医療費等負担金
（高確法第93条第2項）

レセプト１件当たり80万円を超える後期高齢者医療
給付費 （現役並み所得者分を除く。）の1／4を負担。
※その他、都道府県1／4、残りの1／2は広域連合
が保険料にて負担。

③財政安定化基金負担金
（高確法第116条第6項・附則第14条）

保険料未納や給付費増による財政不足に対して、
都道府県に設置する財政安定化基金から、資金の
貸付・交付を行う財源に必要な経費の1／3を負担。
※その他、都道府県1／3、残りの1／3は広域連合が
保険料にて負担。

都道府県

※後期高齢者医療給付費負担金、高額医療費等負担金

（現金給付等）

（現金給付等）
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【厚生労働省】年金生活者支援給付金事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0878、0892）

年金生活者支援給付金は、年金を含めても所得が低い者の生活を支援するために、年金に上乗せして支給す
る制度であり、その支給に必要な請求書や各種通知書の作成・発送業務、システム改修、市町村から支給対象
者の判定に必要な所得情報等の提供、広く制度の周知を目的としてホームページやインターネット広告、病院等
のサイネージ広告、ポスター・チラシの作成等を行っています。

補助金・給付金事業型

年金生活者支援給付金事業の流れ

交付金や補助金
の交付

・給付金給付
・制度の周知広報

支給対象者日本年金機構等

請求書、通知
書の送付

国
（厚生労働省）

うち国におけるフルコスト 13.3億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.3億円
物にかかるコスト 1.4億円
庁舎等（減価償却費） 0.2億円
事業コスト 11.3億円

--------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 3,809.1億円

フルコスト（間接コスト） 65.8億円

うち日本年金機構
におけるフルコスト 52.4億円
（内訳）
業務費用（人件費） 28.3億円
業務費用（人件費以外） 23.9億円
減価償却相当額 0.2億円
減損損失相当額等 0.0億円
-------------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 －億円

単位当たりコスト
支払件数１件当たりコスト： 144円
（参考）単位：支払件数 45,456,628件

国民１人当たりコスト： 53円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
1.7％

フルコスト

請求書提出

「年金生活者支援給付金チラシ」

「年金生活者支援給付金請求書
（ハガキ形式）送付用封筒」

（現金給付等） （現金給付等）
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【農林水産省】輸出環境整備推進事業
（証明書発給等の体制強化支援事業）

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0012）

証明書発給等の体制強化支援事業は、農林水産物・食品の輸出に必要な輸出証明書の発給や輸出施設の
認定等を担う地方自治体や民間検査機関等に対して、研修等による実務担当者の能力向上や検査機器の更
新・導入を支援し、輸出手続きの円滑化や迅速化を図る事業です。

補助金・給付金事業型

証明書発給等の体制強化支援事業の流れ

事務経費の
財源の交付

民間検査機関等
（公社）日本食品衛生協会

補助金
交付申請

国
（農林水産省）

フルコスト

例1 食肉衛生検査員向け実技研修
食肉を米国に輸出する際には、国内規
制に上乗せで病原微生物の検査が求め
られており、食肉検査を行う地方自治体
の食肉衛生検査員の技量向上が必要。

例2 検査機器導入による証明書発行の
迅速化
検査機器を新たに設置することにより、
検査から証明書発行までにかかる期間
を短縮（7日間→3日間）。

公募、審査、
補助金交付等

単位当たりコスト
１機関当たりコスト： 120.3万円
（参考）単位：体制強化を行った採択機関数 14機関

国民１人当たりコスト： 0.1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
13.1％

うち国におけるフルコスト 638万円
（内訳）
人にかかるコスト 411万円
物にかかるコスト 226万円
庁舎等（減価償却費） 0万円
事業コスト －万円

---------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト（間接コスト） 1,684万円

うち（公社）日本食品衛生協会
におけるフルコスト 1,045万円
（内訳）
業務費用（人件費） 420万円
業務費用（人件費以外） 565万円
減価償却相当額 59万円
減損損失相当額 －万円

-------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 1.2億円
（現金給付等） （現金給付等）
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【農林水産省】野菜価格安定対策事業
（指定野菜価格安定対策事業）

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0159）

指定野菜価格安定対策事業は、国民生活上重要な野菜である指定野菜14品目の価格が著しく低下した場合
に交付金を交付することで、野菜農業者の経営を下支えし、野菜の生産・出荷を安定させ、消費者への安定供
給を図るための事業です。

補助金・給付金事業型

指定野菜価格安定対策事業の流れ

野菜生産団体等
独立行政法人

農畜産業振興機構

交付金交付

国
（農林水産省）

うち国におけるフルコスト 0.3億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.2億円
物にかかるコスト 0.1億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト －億円

---------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト（間接コスト） 3.0億円

うち（独）農畜産業振興機構
におけるフルコスト 2.7億円
（内訳）
業務費用（人件費） 1.7億円
業務費用（人件費以外） 0.9億円
減価償却相当額 －億円
減損損失相当額 0.0億円

-------------------------------
（参考）自己収入 0.8億円

資源配分額 116.3億円

単位当たりコスト
予約申込数量１トン当たりコスト： 113円
（参考）単位：予約申込数量 2,714,398トン

国民１人当たりコスト： 2円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
2.6％

フルコスト

補助金の交付：定額

積立金積立、交
付申請

［基本の仕組み］

価格

平均販売価額

平均価格
(100%)

この一部につき補給金を交付

保証基準額
(90%)

最低基準額
(60%)

［指定野菜（14品目）：
国民消費生活上重要な野菜］
キャベツ、きゅうり、さといも、だいこ
ん、トマト、なす、にんじん、ねぎ、
はくさい、ピーマン、レタス、たまねぎ、
ばれいしょ、ほうれんそう

（現金給付等） （現金給付等）
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【農林水産省】加工原料乳生産者補給金等事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0158）

加工原料乳生産者補給金等事業は、生乳の再生産の確保等を図ることを目的に、加工原料乳（脱脂粉乳・バ
ター等向け、チーズ向け及び生クリーム等の液状乳製品向けの生乳）について、生産者補給金を交付するととも
に、条件不利地域における集送乳が安定的に行われるよう集送乳調整金を交付する事業です。

単位当たりコスト
対象事業者１事業者当たりコスト： 166.6万円
（参考）単位：対象事業者数 90件

国民１人当たりコスト： 1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
0.4％

補助金・給付金事業型

フルコスト

交付金の交付

対象事業者

国
（農林水産省）

加工原料乳生産者補給金等事業の流れ

独立行政法人農畜産業振興機構

加工原料乳生産者補給金・集送乳調整金の交付

乳業者の支払分
（買取価格）

加工原料乳生産者補給金制度

政府からの交付分

補給金単価、集送
乳調整金単価及び
総交付対象数量は
毎年度決定

生
産
者
の
手
取
り

乳
価
（取
引
価
格
）

補給金

生
ク
リ
ー
ム
等

チ
ー
ズ

バ
タ
ー
・

脱
脂
粉
乳
等

集送乳調整金

【補給金の要件】
○毎年度、生乳の年間販売計画を提出
すること

○年間を通じた用途別の需要に基づく
安定取引という要件を満たすこと

【集送乳調整金の要件】
○集送乳経費がかさむ地域を含む都道
府県単位以上（一又は二以上の都道
府県）の区域内で集乳を拒否しない

○集送乳経費の算定方法等を基準に従
い規定

フルコスト（間接コスト） 1.5億円

うち国におけるフルコスト 0.1億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.0億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト －億円

---------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

うち（独）農畜産業振興機構
におけるフルコスト 1.3億円
（内訳）
業務費用（人件費） 0.9億円
業務費用（人件費以外） 0.4億円
減価償却相当額 －億円
減損損失相当額 －億円

-------------------------------
（参考）自己収入 0.0億円

資源配分額 358.0億円
（現金給付等） （現金給付等）
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【農林水産省】農業者年金事業

事業の概要

農業者年金は、厚生年金が適用されない個人経営の農業者等を対象に、国民年金（基礎年金）に上乗せして
支給される政策年金として昭和46年に発足しました。平成14年以降は、以下の仕組みで実施しています。
① 農業者の減少・高齢化等に対応した安定的な制度とするため、将来の年金原資を自ら積み立てる制度（新

制度）とし、担い手となる若い農業者の保険料負担を軽減し、その経営を支援します。
② 平成13年以前の制度（旧制度）による年金は、国庫の負担により給付します。

補助金・給付金事業型

単位当たりコスト
受給権者等１人当たりコスト： 5,816円
（参考）単位：受給権者等数 428,374人

国民１人当たりコスト： 20円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
3.0％

フルコスト

国
(農林水産省)

被保険者
・

受給権者
等

新制度

農業者
老齢年金等

特例付加年金

旧制度

旧年金等

特例付加
年金助成
補助金 (

独)

農
業
者
年
金
基
金

農業者
年金

給付費等
負担金

年金給付

年金給付

年金給付
死亡一時金給付

保険料

国 民 年 金
（ 基 礎 年 金 ）

農業者
年金

国庫補助
(特例付加年金)

上
乗
せ
部
分

１
階
部
分

厚

生

年

金

農業者年金の位置づけ

農業者年金事業の流れ

運営費
交付金

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0105）

うち国におけるフルコスト 0.0億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.0億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト －億円

---------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト（間接コスト） 24.9億円
うち（独）農業者年金基金
におけるフルコスト 24.8億円
（内訳）
業務費用（人件費） 5.3億円
業務費用（人件費以外） 19.5億円
減価償却相当額 －億円
減損損失相当額 －億円

-------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 823.5億円
（現金給付等） （現金給付等）
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【農林水産省】多面的機能支払交付金事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0228）

多面的機能支払交付金事業は、地域共同で行う、多面的機能を支える活動や、地域資源（農地、水路、農道
等）の質的向上を図る活動を支援する事業です。

単位当たりコスト
活動組織１組織当たりコスト：67,645円
（参考）単位：活動組織数 26,233組織

国民１人当たりコスト： 14円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
3.7％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 17.7億円
（内訳）

人にかかるコスト 1.5億円
物にかかるコスト 0.1億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト 16.0億円
---------------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 470.5億円

フルコスト

事業実施主体（活動組織等）

国
（農林水産省）

多面的機能支払交付金事業の流れ

地方公共団体等

交付金の交付 実績報告

交付金の交付 実績報告

水路の泥上げ農地法面の草刈り

水路のひび割れ補修 ため池の外来種駆除

（現金給付等）

事業コスト
（事務経費の財源
の交付）
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【農林水産省】 「緑の雇用」新規就業者育成推進事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0257）

「緑の雇用」新規就業者育成推進事業は、 林業への新規就業者の確保に向けた就業ガイダンス、新規就業
者を林業作業士（フォレストワーカー）として育成するための３年間の体系的な研修等を支援する事業です。

補助金・給付金事業型

「緑の雇用」新規就業者育成推進事業の流れ

補助金の交付

林業経営体全国森林組合連合会

国
（農林水産省）

うち国におけるフルコスト 0.1億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.0億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト －億円

---------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト（間接コスト） 3.1億円

うち全国森林組合連合会
におけるフルコスト 2.9億円
（内訳）
業務費用（人件費） 1.9億円
業務費用（人件費以外） 1.0億円
減価償却相当額 －億円
減損損失相当額 －億円
-------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 28.1億円

単位当たりコスト
研修実施者１人当たりコスト： 16.2万円
（参考）単位：研修実施者数 1,937人

国民１人当たりコスト： 2円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
11.1％

フルコスト

助成金の交付

伐採作業に必要な技能等を習得する実習

林業の基本的な知識を習得する集合研修（現金給付等） （現金給付等）
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【農林水産省】離島漁業再生支援等交付金事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0308）

離島漁業再生支援等交付金事業は、離島漁業を維持・再生させるため、離島の漁業集落における漁場の生
産力向上のための取組及び漁業の再生に関する実践的な取組等を支援する事業です。

【モズクの新規養殖】

単位当たりコスト
取組件数１件当たりコスト： 57,765円
（参考）単位：漁業集落の取組数 1,251件

離島漁業者１人当たりコスト： 4,443円
（参考）単位：離島漁業就業者数 16,262人

国民１人当たりコスト： 0.5円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
5.7％

補助金・給付金事業型

フルコスト（間接コスト） 7,226万円
（内訳）

人にかかるコスト 2,194万円
物にかかるコスト 827万円
庁舎等（減価償却費） 4万円
事業コスト 4,199万円
-------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 12.5億円

フルコスト

交付金の交付

都道県（18都道県）

国
（農林水産省）

離島漁業再生支援等交付金事業の流れ

交付金の交付

市町村

事業実施主体（離島漁業の再生活動に取り組む漁業集落）

交付金の交付

【イカ産卵礁の整備】

沖縄総合事務局
（沖縄県分）

事業コスト
（事務経費の財源
の交付）

（現金給付等）
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【経済産業省】技術協力活用型・新興国市場開拓
事業（社会課題解決型共同開発事業）

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0116）

技術協力活用型・新興国市場開拓事業（社会課題解決型共同開発事業）は、日本企業の新興国市場の獲得と
新興国の経済発展の同時達成を図るため、中堅・中小企業が新興国の企業・大学等と共同で進める現地の社
会課題の解決のための製品・サービスの開発や現地事業創出支援等を実施する事業です。

補助金・給付金事業型

技術協力活用型・新興国市場開拓事業（社会課題解決型共同開発事業）の流れ

うち国におけるフルコスト 967万円
（内訳）
人にかかるコスト 685万円
物にかかるコスト 241万円
庁舎等（減価償却費） 39万円
事業コスト 1万円

--------------------------------
（参考）自己収入 －万円

資源配分額 －万円

フルコスト（間接コスト） 7,359万円

うちアイ・シー・ネット株式会社
におけるフルコスト 6,391万円
（内訳）
業務費用（人件費） 3,632万円
業務費用（人件費以外） 2,759万円
減価償却相当額 －万円
減損損失相当額 －万円
-------------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 1.7億円

単位当たりコスト
共同開発実施件数１件当たりコスト： 525.6万円
（参考）単位：共同開発実施件数 14件

国民１人当たりコスト： 0.5円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
41.2％

その他のコスト
（事務経費の
財源の交付）

フルコスト

公募

民間機関等

民間機関等

補助

国
（経済産業省）

「社会課題解決型国際共同開発事業」の実施

社会課題：使用済み自動車に係る環境問題

解決方法：環境配慮型の自動車リサイクルビジネス

（現金給付等） （現金給付等）
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【経済産業省】研究開発型スタートアップ支援事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0009）

研究開発型スタートアップ支援事業は、提案時から概ね3年で継続的な売り上げをたてる具体的な計画がある
研究開発型スタートアップ（Product Commercialization Alliance。以下「PCA」という。）を対象とした助成を実施す
る事業です。

補助金・給付金事業型

研究開発型スタートアップ支援事業の流れ

うち国におけるフルコスト 676万円
（内訳）
人にかかるコスト 480万円
物にかかるコスト 168万円
庁舎等（減価償却費） 27万円
事業コスト －万円

--------------------------------
（参考）自己収入 －万円

資源配分額 －万円

フルコスト（間接コスト） 2,323万円

うち国立研究開発法人新エネルギー・
産業技術総合開発機構
におけるフルコスト 1,646万円
（内訳）
業務費用（人件費） 800万円
業務費用（人件費以外） 829万円
減価償却相当額 16万円
減損損失相当額 －万円
-------------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 11.2億円

単位当たりコスト
PCA採択件数１件当たりコスト： 232.3万円
（参考）単位：PCA採択件数 10件

国民１人当たりコスト： 0.1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
2.0％

その他のコスト
（事務経費の
財源の交付）

フルコスト

補助

民間団体等

（国研）新エネルギー・産業技術総合開発機構

補助

国
（経済産業省）

「研究開発型スタートアップ支援事業」の実施

（現金給付等） （現金給付等）

VC等
（認定VC
を含む）

研究開発型
スタートアップ

ＮＥＤＯ

応募

事業会社

研究
機関

共同
研究
等

連携
出資

出資
株式譲渡

申請・確認
（橋渡し研究機
関の場合）

採択
・

交付決定
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【経済産業省】電気自動車・プラグインハイブリッド
自動車の充電インフラ整備事業費補助事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0260）

電気自動車・プラグインハイブリッド自動車の充電インフラ整備事業費補助事業は、電気自動車（EV）やプラ
グインハイブリッド自動車（PHV）の普及を通じて、運輸部門におけるCO2の排出抑制や石油依存度の低減を図
るために、普及に不可欠な充電インフラの整備に必要な費用の一部を補助します。

（イメージ写真・図）

補助金・給付金事業型

うち国におけるフルコスト 0.1億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.0億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト －億円

--------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト（間接コスト） １.6億円

うち一般社団法人 次世代自動車振興
センターにおけるフルコスト 1.5億円
（内訳）
業務費用（人件費） 1.0億円
業務費用（人件費以外） 0.4億円
減価償却相当額 －億円
減損損失相当額 －億円
-------------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 2.8億円

単位当たりコスト
補助事業数１件当たりコスト： 97.9万円
（参考）単位：補助事業数 166件

国民１人当たりコスト： 1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
57.5％

電気自動車・プラグインハイブリッド自動車の
充電インフラ整備事業費補助事業の流れ

【公募・補助】

（一社）次世代自動車振興センター

【公募・補助】

EV・PHVの充電インフラの充電設備を設置す

る民間事業者の公募・選定、実施結果の報

告・管理義務

国
（経済産業省）

EV・PHVの充電インフラの充電設備を設置する民間事業者に資金を補助

EV・PHVの充電インフラの充電

設備を設置

民間事業者

フルコスト

（現金給付等） （現金給付等）
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【経済産業省】宇宙産業技術情報基盤整備研究
開発事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0032）

宇宙産業技術情報基盤整備研究開発事業は、我が国の宇宙活動の自立性を維持していくため、部品の宇宙
空間での正常な動作確認のための軌道上実証支援を行う事業です。

○軌道上実証の支援スキーム

補助金・給付金事業型

宇宙産業技術情報基盤整備研究開発事業の流れ

うち国におけるフルコスト 483万円
（内訳）
人にかかるコスト 342万円
物にかかるコスト 120万円
庁舎等（減価償却費） 19万円
事業コスト －万円

--------------------------------
（参考）自己収入 －万円

資源配分額 －万円

フルコスト（間接コスト） 1,726万円

うち.（一社） 環境共創イニシアチブに
おけるフルコスト 1,243万円
（内訳）
業務費用（人件費） 125万円
業務費用（人件費以外） 1,117万円
減価償却相当額 －万円
減損損失相当額 －万円
-------------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 1.7億円

単位当たりコスト
補助事業数１件当たりコスト： 246.7万円
（参考）単位：補助事業数 7件

国民１人当たりコスト： 0.1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
9.9％

その他のコスト
（事務経費の
財源の交付）

フルコスト

公募

民間機関等

民間機関等

補助

国
（経済産業省）

宇宙用部品等の軌道上実証の実施

国（経済産業省）

民間機関等を通じ、
人工衛星の打ち上
げ費用等を補助

人工衛星の宇宙空間での
動作確認

民間事業者等

（現金給付等） （現金給付等）
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【経済産業省】燃料電池の利用拡大に向けた
エネファーム等導入支援事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0274）

燃料電池の利用拡大に向けたエネファーム等導入支援事業は、省エネルギーとCO２削減効果の高い「家庭用
燃料電池システム（エネファーム）」及び業務・産業用燃料電池の普及を促進するため、設置者に対し導入費用
の一部を補助します。

補助金・給付金事業型

うち国におけるフルコスト 1.6億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.1億円
物にかかるコスト 0.2億円
庁舎等（減価償却費） 1.3億円
事業コスト －億円

--------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト（間接コスト） 5.3億円

うち.（一社） 燃料電池普及促進協会に
おけるフルコスト 3.6億円
（内訳）
業務費用（人件費） 2.4億円
業務費用（人件費以外） 1.2億円
減価償却相当額 －億円
減損損失相当額 －億円
-------------------------------

（参考）自己収入 0.2億円
資源配分額 16.7億円

単位当たりコスト
補助事業数１件当たりコスト： 19,993円
（参考）単位：補助事業数 26,687件

国民１人当たりコスト： 4円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
31.8％

エネファーム
(集合住宅
用)

エネファーム
(戸建住宅用)

エネファーム
模式図

燃料電池の利用拡大に向けたエネファーム等
導入支援事業の流れ

フルコスト

民間事業者
省エネルギーとCO２削減効果の高い「家庭用

燃料電池システム（エネファーム）」及び業務・
産業用燃料電池の設置

一般社団法人燃料電池普
及促進協会

国
（経済産業省）

省エネルギーとCO２削減効果の高い「家庭用燃料電池システム（エネファーム）」及び業務・産業
用燃料電池の普及を促進するため、設置者に対し導入費用の一部を補助

【公募・補助】【公募・補助】

省エネルギーとCO２削減効果の高い「家
庭用燃料電池システム（エネファーム）」
及び業務・産業用燃料電池の設置する

民間事業者の公募・選定、実施結果の報
告・管理義務

（現金給付等） （現金給付等）
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【経済産業省】省エネルギー投資促進に向けた
支援等補助事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0282）

工場等における省エネルギー性能の高い設備への入替等を促進するため、導入経費の一部を補助します。ま
た、住宅・建築物におけるネット・ゼロ・エネルギー化を目指すべく、ＺＥＨ・ＺＥＢの実証を支援するとともに、次世
代省エネ建材を用いた住宅の断熱リフォームを支援します。
※ＺＥＨ / ＺＥＢ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス / ビル） ：年間の1次エネルギー消費量がネットでゼロとなる住
宅 / 建築物

補助金・給付金事業型

うち国におけるフルコスト 3.0億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.2億円
物にかかるコスト 0.3億円
庁舎等（減価償却費） 2.4億円
事業コスト －億円

--------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト（間接コスト） 36.3億円

うち. (一社)環境共創イニシアチブ
におけるフルコスト 33.3億円
（内訳）
業務費用（人件費） 4.5億円
業務費用（人件費以外） 28.8億円
減価償却相当額 －億円
減損損失相当額 －億円
-------------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 369.4億円

単位当たりコスト
補助事業数１件当たりコスト： 84.3万円
（参考）単位：補助事業数 4,313件

国民１人当たりコスト： 29円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
9.8％

省エネルギー投資促進に向けた支援等補助事業の流れ

フルコスト

【公募・補助】

（一社）環境共創イニシアチブ

国
（経済産業省）

【公募・補助】

民間事業者

（現金給付等） （現金給付等）
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【経済産業省】燃料電池自動車の普及促進に
向けた水素ステーション整備事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0277）

燃料電池自動車の普及促進に向けた水素ステーション整備事業は、燃料電池車（FCV）の普及に不可欠な水
素ステーションの整備を進めるため、水素ステーションの整備者に対し当該整備費用の一部を補助します。
また、FCVの普及拡大や新規事業者の水素供給ビジネスへの参入促進を図るため、水素ステーションを活用し

た普及啓発活動やFCVユーザーの情報の収集・共有等、FCVの需要を喚起するための活動に必要な費用の一部
を補助します。

補助金・給付金事業型

うち国におけるフルコスト 1.6億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.1億円
物にかかるコスト 0.2億円
庁舎等（減価償却費） 1.3億円
事業コスト －億円

--------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト（間接コスト） 3.6億円

うち.（一社） 燃料電池普及促進協会に
おけるフルコスト 1.9億円
（内訳）
業務費用（人件費） 1.5億円
業務費用（人件費以外） 0.4億円
減価償却相当額 －億円
減損損失相当額 －億円
-------------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 60.3億円

単位当たりコスト
補助事業数１件当たりコスト： 240.3万円
（参考）単位：補助事業数 152件

国民１人当たりコスト： 2円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
6.0％

SS併設型
水素ステーション

コンビニ併設型
水素ステーション

FCバス対応
水素ステーション

【公募・補助】

フルコスト

（一社）次世代自動車振興センター

国
（経済産業省）

FCV普及に不可欠な水素ステーションの整備を行
う民間事業者に資金を補助

水素ステーションを整備する民間事業者の公募・
選定、実施結果の報告・管理業務

民間事業者

水素ステーションの整備

【公募・補助】

燃料電池自動車の普及促進に向けた
水素ステーション整備事業の流れ

（現金給付等） （現金給付等）
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【経済産業省】中小企業知的財産活動支援補助事業
（海外知財訴訟保険事業）

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0428）

中小企業知的財産活動支援補助事業（海外知財訴訟保険事業）は、中小企業者等が海外において知的財産
侵害を理由とする係争への対抗措置を取ることができるようにするため、日本商工会議所等の全国規模の中小
企業等を会員とした団体を運営主体とし、知財訴訟費用を賄う海外知財訴訟費用保険制度について、加入者の
掛金負担を補助し、保険への加入を促進するものです。

補助金・給付金事業型

うち国におけるフルコスト 635万円
（内訳）
人にかかるコスト 411万円
物にかかるコスト 216万円
庁舎等（減価償却費） 7万円
事業コスト －万円

--------------------------------
（参考）自己収入 －万円

資源配分額 －万円

フルコスト（間接コスト） 1,259万円

うち日本商工会議所、全国商工会連
合会、全国中小企業団体中央会
におけるフルコスト 624万円
（内訳）
業務費用（人件費） 274万円
業務費用（人件費以外） 349万円
減価償却相当額 －万円
減損損失相当額 －万円
-------------------------------
（参考）自己収入 －万円

資源配分額 423万円

単位当たりコスト
補助事業数１件当たりコスト： 39.3万円
（参考）単位：補助事業数 32件

１日当たりコスト： 34,505円
（参考）単位：年間日数 365日

間接コスト率
297.2％

フルコスト
海外知財訴訟保険事業の流れ

中小企業を会員とする全国団体（３団体）

引受保険会社

特許庁

補助

補助

中小企業
(加入者)

日本商工
会議所

全国商工
会連合会

全国中小
企業団体
中央会

引受保険
会社
損害保険ジ
ャパン
東京海上日

動火災保険
三井住友海
上火災保険

取扱代
理店

掛
金

（のうち自
己負担分）

掛
金

加入依頼書

中小企業の
確認書等

補
助
金

保険の
申込み
※ 掛金
の1/2を
払い込
み

※2年目以
降の更新の
場合は2/3を
払い込み

国

加入依頼書

中小企業の
確認書等

（現金給付等）（現金給付等）
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その他のコスト
（事務経費の
財源の交付）

フルコスト

公募

民間事業者等

（一社）サービスデザイン
推進協議会（令和２年度）

補助

国
（経済産業省）

【経済産業省】事業承継・世代交代集中支援事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0127）

事業承継・世代交代集中支援事業は、事業承継を契機として、経営革新や事業転換に挑戦する中小企業者に
対し、設備投資・販路拡大・既存事業の廃業等に必要な経費を支援する事業です。

補助金・給付金事業型

うち国におけるフルコスト 0.0億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.0億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） －億円
事業コスト －億円

--------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト（間接コスト） 3.6億円

うち(一社）サービスデザイン推進協議
会におけるフルコスト 3.6億円
（内訳）
業務費用（人件費） 0.0億円
業務費用（人件費以外） 3.6億円
減価償却相当額 －億円
減損損失相当額 －億円
-------------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 13.0億円

単位当たりコスト
補助事業数１件当たりコスト： 84.6万円
（参考）単位：補助事業数 436件

国民１人当たりコスト： 2円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
28.3％

事業承継・世代交代集中支援事業の流れ

（現金給付等） （現金給付等）
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【経済産業省】小規模事業対策推進事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0123）

小規模事業対策推進事業は、地域における需要に応え、雇用を担うなど、極めて重要な存在である小規模事
業者に対し、経営改善普及事業等に取り組む商工会・商工会議所等地域機関に対する全国機関の指導事業を
支援するとともに、全国機関を通じて地域機関による中小・小規模企業政策の普及推進する事業です。

補助金・給付金事業型

小規模事業対策推進事業の流れ

うち国におけるフルコスト 0.0億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.0億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） －億円
事業コスト －億円

--------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト（間接コスト） 2.4億円

うち全国商工会連合会及び日本商工
会議所におけるフルコスト 2.3億円
（内訳）
業務費用（人件費） 0.1億円
業務費用（人件費以外） 2.1億円
減価償却相当額 －億円
減損損失相当額 －億円
-------------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 22.9億円

単位当たりコスト
補助事業数１件当たりコスト： 16.9万円
（参考）単位：補助事業数 1,429件

国民１人当たりコスト： 1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
10.5％

その他のコスト
（事務経費の
財源の交付）

フルコスト

補助

商工会、商工会連合会、
商工会議所

日本商工会議所、
全国商工会連合会

補助

国
（経済産業省）

（現金給付等） （現金給付等）
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【国土交通省】地域型住宅グリーン化事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0119）

中小住宅生産者が地域の住宅関連事業者（原木供給者、建材流通事業者、建築士等）と連携して、耐久性等
に優れた長期優良住宅や省エネルギー性に特に優れたゼロエネルギー住宅、性能向上計画認定住宅、認定低
炭素住宅・建築物といった良質な住宅・建築物を供給する場合及び省エネ改修を行う場合に、通常の住宅を建
設する場合の工事費と比較した掛かり増し費用の1/2以下等について支援を行う事業です。

補助金・給付金事業型

地域型住宅グリーン化事業の流れ

民間事業者
木造の長期優良住宅、ゼロ・エネルギー住宅、性能向上計画認定住宅、認定低炭素住宅・建築物の整備及び
省エネ改修を実施

（一社）木を活かす建築推進協議会
木造の長期優良住宅、ゼロ・エネルギー住宅、性能
向上計画認定住宅、認定低炭素住宅・建築物の整備
及び省エネ改修に係る事業の提案の評価を行う事業
を実施

国
（国土交通省）

流通事業者、建築士、中小工務店等が連携して取り組む木造の長期優良住宅、ゼロ・エネルギー住宅、性能向上
計画認定住宅、認定低炭素住宅・建築物の建設及び省エネ改修に対し、国がその費用の一部を補助

うち国におけるフルコスト 0.0億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.0億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト －億円

--------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト（間接コスト） 4.2億円

うち（一社）木を活かす建築推進協議会
・ （一社）すまいづくりまちづくりセンター
連合会におけるフルコスト 4.1億円
（内訳）
業務費用（人件費） 2.3億円
業務費用（人件費以外） 1.7億円
減価償却相当額 －億円
減損損失相当額 －億円
-------------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 115.4億円

単位当たりコスト
補助対象住宅・建築物の完了実績
１件当たりコスト： 42,318円
（参考）単位：補助対象住宅・建築物の完了実績件数 9,984件

国民１人当たりコスト： 3円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
3.6％

フルコスト

設備の高効率化

劣化対策

耐震性

維持管理・更新の容易性

外皮の
高断熱化

補助対象（住宅）のイメージ

（一社）すまいまちづくりセンター連合会
木造の長期優良住宅、ゼロ・エネルギー住宅、性能
向上計画認定住宅、認定低炭素住宅・建築物の整備
及び省エネ改修を行う民間事業者等に対する補助金
交付等の事務事業を実施

【公募・補助】 【公募・補助】

【公募・補助】

（現金給付等）（現金給付等）
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【国土交通省】独立行政法人自動車事故対策
機構介護料支給業務

介護料支給業務では、自動車事故が原因で、脳、脊髄又は胸腹部臓器を損傷し、重度の後遺障害を持つた
め、移動、食事及び排泄など日常生活動作について常時又は随時の介護が必要な状態の方に介護料の支給
等を実施しています。

業務の概要

単位当たりコスト

延べ受給者１人当たりコスト：24,682円
（参考）単位：介護料延べ受給者数 18,646人

国民１人当たりコスト： 3円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
11.7％

うち国におけるフルコスト 0.1億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.0億円
物にかかるコスト 0.1億円
庁舎等（減価償却費） －億円
事業コスト －億円

-----------------------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0198-00）

うち（独）自動車事故対策機構
におけるフルコスト 4.4億円
（内訳）
業務費用（人件費） 2.0億円
業務費用（人件費以外） 2.4億円

減価償却相当額 －億円
減損損失相当額 －億円

-------------------------------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 39.2億円

フルコスト（間接コスト） 4.6億円

補助金・給付金事業型

• 特Ⅰ種
Ⅰ種該当者のうち、自力移動や自力摂食がで
きない等の障害がある方
月額 85,310円 ～ 211,530円

• Ⅰ種
自動車事故により脳損傷、脊髄損傷又は胸腹
部臓器損傷で常時介護を要する方
（自賠法施行令別表第一第１級の認定者）
月額 72,990円 ～ 166,950円

• Ⅱ種
自動車事故により脳損傷、脊髄損傷又は胸腹
部臓器損傷で随時介護を要する方
（自賠法施行令別表第一第２級の認定者）
月額 36,500円 ～ 83,480円

【支給対象及び支給額】

※療護施設に入院、労災・介護保険等法令に基づく介護
補償給付を受給、主たる生計維持者の合計所得金額
が年間1千万円を超える場合等は支給対象外。

（現金給付等） （現金給付等）

国
（国土交通省）

独立行政法人
自動車事故対策機構

国民
（受給者等）

補助金・運営費交付金
の交付

介護料の請求

フルコスト

独立行政法人自動車事故対策機構介護料支給業務の流れ

補助金・運営費交付金
の交付申請

介護料の支給
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【環境省】集合住宅の省CO2化促進事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0087）

集合住宅の省CO2化促進事業は、2030年度の家庭部門からのCO2排出量約4割削減（2013年度比）に貢献す
るために、新築集合住宅におけるZEH-Mの普及拡大、既存住宅における断熱リフォームの普及拡大、低炭素化
に資する素材や再エネ熱活用を促進することにより住宅における省CO2化を促進する事業です。

補助金・給付金事業型

フルコスト

国
（環境省）

集合住宅の省CO2化促進事業の流れ

ZEH-Mへの支援

CNF（セルロースナノファイ
バー）
※木材等をナノ単位まで細分化して得
られる素材で、鋼鉄の５分の１の軽さ
で５倍の強度があり、次世代素材とし
て期待されている。

集合住宅における高
性能建材導入支援事
業

非営利法人

公募・補助

執行事務

住宅を建築・改修す
る者等

公募・間接補助

住宅の建築・改修

うち（一社）環境共創イニシアチブ等における
フルコスト 3.8億円

（内訳）
業務費用（人件費） 0.3億円
業務費用（人件費以外） 3.5億円
減価償却相当額 －億円
減損損失相当額 －億円

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 32.1億円

うち国におけるフルコスト 0.0億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.0億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト －億円

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト（間接コスト） 3.9億円

単位当たりコスト
補助件数１件当たりコスト： 244.4万円
（参考）単位：補助件数 162件

国民１人当たりコスト： 3円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
12.3％

（現金給付等）

（現金給付等）
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【環境省】電動化対応トラック・バス導入加速事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0061）

電動化対応トラック・バス導入加速事業は、2030年目標達成に向け、運輸部門のCO2排出量の3割を占めるト
ラック・バスの低炭素化を推進するため、一定の燃費性能を満たすＨＶトラック・バスや、ＥＶトラック・バスの購入
に対して、標準的な車両との差額分を支援するとともに、これらのトラック・バス導入とセットで、充電インフラ整備
への補助を行うものです。

補助金・給付金事業型

電動化対応トラック・バス導入加速事業の流れ

事業者等
公益財団法人

日本自動車輸送技術協会
補助金
交付

国
（環境省）

うち国におけるフルコスト 757万円

（内訳）
人にかかるコスト 480万円
物にかかるコスト 274万円
庁舎等（減価償却費） 2万円
事業コスト －万円

--------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト（間接コスト） 2,975万円

うち（公財）日本自動車輸送技術協会
におけるフルコスト 2,218万円
（内訳）
業務費用（人件費） 1,451万円
業務費用（人件費以外） 767万円
減価償却相当額 －万円
減損損失相当額 －万円
-------------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 5.6億円

単位当たりコスト
補助件数１件当たりコスト： 32.3万円
（参考）単位：補助件数 92件

国民１人当たりコスト： 0.3円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
5.2％

フルコスト

申請

事務経費の交付

（現金給付等） （現金給付等）
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【環境省】エコリース促進事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0004）

脱炭素社会の実現に向け、脱炭素機器の普及を図る必要がありますが、導入時に多額の初期投資費用（頭
金）が必要となる点が障壁となっています。そのため、頭金が特に負担となる家庭や中小企業等に対して、頭金
を必要としない「リース」という金融手法を活用し、脱炭素機器の普及を促進します。

補助金・給付金事業型

エコリース促進事業の流れ

うち国におけるフルコスト 540万円

（内訳）
人にかかるコスト 342万円
物にかかるコスト 195万円
庁舎等（減価償却費） 1万円
事業コスト －万円

--------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト（間接コスト） 6,657万円

うち（一社）環境金融支援機構
におけるフルコスト 6,116万円
（内訳）
業務費用（人件費） 3,813万円
業務費用（人件費以外） 2,303万円
減価償却相当額 －万円
減損損失相当額 －万円
-------------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 7.6億円

単位当たりコスト
補助件数１件当たりコスト： 59,070円
（参考）単位：補助件数1,127件

国民１人当たりコスト： 0.3円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
8.6％

（一
社
）環
境
金
融
支
援
機
構

指
定
リ
ー
ス
事
業
者

国

（
環
境
省
）

利用申込書提出
補助金の

交付 機
器
利
用
者

（中
小
企
業
等
）

補助金の
交付申請

補助金の交
付申請

実績報告

補助金の交
付決定

補助金額の
確定・交付

特約に基づき
リース料低減

対象製品イメージ

フルコスト

（現金給付等） （現金給付等）
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【環境省】環境研究総合推進費業務

業務の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0324-02）

環境研究総合推進費業務は、環境省が必要とする研究テーマを提示して公募を行い、広く産学官の研究機関

の研究者から提案を募り、評価委員会の審査を経て採択された課題を実施する、環境政策貢献型の競争的資
金です。独立行政法人環境再生保全機構へ一部業務を移管し、研究成果の最大化に向けた運営体制の強化を
図っています。

補助金・給付金事業型

うち国におけるフルコスト 0 .9億円

（内訳）
人にかかるコスト 0.1億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト 0.6億円

--------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト（間接コスト） 3.9億円

うち（独）環境再生保全機構
におけるフルコスト 2.9億円
（内訳）
業務費用（人件費） 0.8億円
業務費用（人件費以外） 2.1億円
減価償却相当額 －億円
減損損失相当額 －億円
-------------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 50.4億円

単位当たりコスト
助成件数１件当たりコスト： 205.5万円
（参考）単位：助成件数 191件

国民１人当たりコスト： 3円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

間接コスト率
7.7％

環境研究総合推進費業務の流れ

＜研究課題の実施例＞

研究代表機関
（研究代表者）

共同実施機関
（ｻﾌﾞﾃｰﾏﾘｰﾀﾞｰ）

共同実施機関
（ｻﾌﾞﾃｰﾏﾘｰﾀﾞｰ）

契約 契約

環
境
省

（１）基本方針を検討・策定

（２）環境省から行政が必要としている
研究テーマ等を提示

（４）配分・契約(支払)業務
（５）研究者支援・研究体制強化

（６）環境政策への活用、
推進費制度全体の管理・評価

（３）新規研究課題の公募及び審査
（事前審査、中間審査及び事後審査）

（４）配分・契約業務

（５）研究者支援・研究体制強化

募集

応募

審査・採択

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑｵﾌｨｻｰ
(PO)

実施支援

運営費
交付金

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑアドバイザー
(PＡ) ※民間委託

独立行政法人 環境再生保全機構

提 示

※青点線部分
→独法における｢間接コスト｣

※緑塗部分
→国における「間接コスト」

資金交付

※赤点線部分
→｢現金の給付｣

成果報告

報告

研究開発成果の例

PM2.5削減とCO2濃度増加により地球温暖化は急
拡大することを解明

—大気汚染物質・温室効果ガス両者の排出量同
時削減が必須—

(九州大学報道発表資料より)

容器包装プラの家庭および産業における利用
実態を解明

(東京大学報道発表資料より)

フルコスト

（現金給付等） （現金給付等）
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【内閣府】赤坂迎賓館参観事業

赤坂迎賓館は国公賓等の接遇のための施設としての性質上、非公開を原則とする一方、国公賓等
が利用していない一定期間に限り、無料で特別に公開してきたところです。本事業は、平成28年度よ

り、国有財産を有効に活用する観点から、現役の迎賓施設として歴史的・文化的価値を維持しつつ、
その魅力を広く国民及び世界へ発信し、観光立国にも資することを目的に一般公開を有料で行って
いるものです。

事業の概要

単位当たりコスト
参観者１人当たりコスト： 8,805円
（参考）単位：参観者 59,222人

国民１人当たりコスト： 4円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

自己収入比率
14.1％

フルコスト 5.2億円
（内訳）
人にかかるコスト 0 . 0億円

物にかかるコスト 0 .4億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト 4 . 6億円

------------------------------
（参考）自己収入 7,361万円

資源配分額 －万円
（イメージ写真・図）

赤坂迎賓館参観事業の流れ

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0135）

受益者負担事業型

（現金給付等）
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【内閣府】京都迎賓館参観事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0136）

京都迎賓館は国公賓等の接遇のための施設として、性質上非公開を原則とする一方、国公賓等が利用してい
ない一定期間に限り、無料で特別に公開してきたところです。本事業は、平成28年度より、国有財産を有効に活
用する観点から、現役の迎賓施設として歴史的・文化的価値を維持しつつ、その魅力を広く国民及び世界へ発
信し、観光立国にも資することを目的に一般公開を有料で行っているものです。

（イメージ写真・図）
単位当たりコスト
参観者１人当たりコスト： 10,625円
（参考）単位：参観者数 24,229人

国民１人当たりコスト： 2 円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

自己収入比率
18.9％

受益者負担事業型

フルコスト 2.5億円
（内訳）

人にかかるコスト 0.2億円
物にかかるコスト 1.1億円
庁舎等（減価償却費） 0.1億円
事業コスト 1.0億円
---------------------------------
（参考）自己収入 4,866万円

資源配分額 －万円
（現金給付等）

京都迎賓館参観事業の流れ

113 



【内閣府】公認会計士試験事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0014）

公認会計士試験は、公認会計士になろうとする者に必要な学識及びその応用能力を有するかどうかを判定す
ることを目的とし、短答式及び論文式による筆記の方法により行うものです。また、公認会計士試験は、公認会
計士・監査審査会が行うこととされ、同審査会の下部組織である試験委員会議において試験問題の作成、採点
等が行われています。
公認会計士試験事業は、試験委員会議等の運営を行うとともに、受験願書の受付、短答式及び論文式試験

の実施に係る事務等を行う事業です。

単位当たりコスト
出願者１人当たりコスト： 32,826円
（参考）単位：出願件数 14,192件

国民１人当たりコスト： 3円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

自己収入比率
59.4％

受益者負担事業型

フルコスト 4.6億円
（内訳）

人にかかるコスト 0.6億円
物にかかるコスト 3.4億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト 0.4億円
---------------------------------

（参考）自己収入 2.7億円
資源配分額 －億円

公認会計士試験事業の流れ

※令和2年度においては、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大に伴う試験実施スケジュールの変更による影
響が生じていることに留意。

財務局 金融庁（事務局） 試験委員会議

第１回
受験願書受付

第２回
受験願書受付

・願書の書面受付 ・願書のWeb受付 ・試験問題の作成

第１回
短答式試験実施

第２回
短答式試験実施

・試験の実施

・試験答案の採点

第１回
短答式試験合格発表

第２回
短答式試験合格発表

・合格発表

・試験問題の作成

・試験の実施

・試験答案の採点

・合格発表

【公認会計士試験スケジュール】 【事業の流れ】

論文式試験実施

論文式試験合格発表

フルコスト

委任 運営

（現金給付等）
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【法務省】司法書士試験業務

業務の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0002）

司法書士試験は、司法書士に必要な知識及び能力を有するかどうかについて筆記及び口述試験を行うもので
あり、合格者に司法書士の国家資格を付与することで、司法書士の業務の適性化を図ることによって、登記・供
託に関する手続の適正かつ円滑な実施に資し、もって、国民の権利の保護・明確化に寄与しています。

単位当たりコスト
出願者数１人当たりコスト： 10,169円
（参考）単位：出願者数 14,431人

国民１人当たりコスト： 1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

自己収入比率
78.6％

受益者負担事業型

フルコスト 1.4億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.5億円
物にかかるコスト 0.8億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト ―億円
---------------------------------
（参考）自己収入 1.1億円

資源配分額 ―億円

フルコスト
司法書士試験業務の流れ

口述試験

最終合格者発表

合格証書交付

筆記試験

受験申請受付令和２年８月

令和２年度試験スケジュール

令和２年９月

令和２年12月

令和３年１月

令和３年２月

筆記試験結果発表

筆記試験合格通知書
（口述試験通知書）発送

国

（法務省）

司法書士試験委員

国

（法務局・地方法務局）

任命 受験申請受付

筆記試験の実施

口述試験の実施

最終合格者発表

筆記試験結果発表

筆記試験合格通知書
（口述試験通知書）発送

合格証書交付

試験問題作成

試験問題採点

（現金給付等）
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【財務省】税理士試験業務

業務の概要

税理士試験は、税理士となるのに必要な学識及びその応用能力を有するかどうかを判定することを目的とし、
税法及び会計学に属する科目について、筆記の方法により行うものです。

また、税理士試験は、国税審議会が行うこととされ、同審議会（税理士分科会）に属する試験委員によって、試
験問題の作成、採点等が行われています。

税理士試験業務は、国税審議会（税理士分科会）の運営を行うとともに、受験願書の受付等の税理士試験の
実施に係る庶務を行うものです。

単位当たりコスト
受験申込者１人当たりコスト：8,627円
（参考）単位：受験申込者数 35,135人

（注） 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、令和
元年度に比べ単位当たりコストが大幅に増加している。

国民１人当たりコスト： 2円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

自己収入比率
56.0％

受益者負担事業型

フルコスト 3.0億円
（内訳）

人にかかるコスト 0.4億円
物にかかるコスト 2.2億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト 0.3億円
---------------------------------

（参考）自己収入 1.6億円
資源配分額 －億円

フルコスト
税理士試験業務の流れ

受験者

国税審議会（税理士分科会）

試験委員
（試験問題の作成、採点等）

税理士試験の実施

受験機会の提供等 受験手数料等

試験科目の
免除決定

試験科目の
免除申請

税理士試験スケジュール（令和２年度（第70回））

受験申込受付
5/7（木）～ 5/19（火）

税理士試験実施
8/18（火）～ 8/20（木）

合格発表
12/18（金）

（現金給付等）
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【厚生労働省】薬剤師国家試験事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0088）

薬剤師国家試験事業は、薬剤師になろうとする者が薬剤師として必要な学識及びその応用能力を有するかど
うかを判定することを目的とし、試験委員会の事務局として、委員会の運営、試験問題の作成、受験願書の受付
及び筆記試験を実施しています。

単位当たりコスト
出願者１人当たりコスト： 22,139円
（参考）単位：出願者数 15,680人

国民１人当たりコスト： 2円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

自己収入比率
30.7％

受益者負担事業型

フルコスト 3.4億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.1億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト 3.3億円
---------------------------------
（参考）自己収入 1.0億円

資源配分額 －億円

薬剤師国家試験事業の流れ

受験願書受付

筆記試験

合格発表

合格証書作成・交付

免許申請

薬剤師名簿登録・
免許証交付

フルコスト

国
（厚生労働省）

薬剤師国家試験
委員会

運営

・受験願書の受付

・筆記試験の実施

・合格発表

・合格証書作成・交付

・試験問題の作成

（現金給付等）
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【農林水産省】獣医師国家試験業務

獣医師国家試験は、獣医師免許を取得しようとする者について、獣医師として必要となる知識等を

有する者であるかの確認を行うものです。試験は獣医事審議会が実施することとされており、その下
部組織である獣医事審議会試験部会において、試験問題の作成、受験者の合否判定が行われてい
ますが、本業務では、試験部会の運営や受験願書の受付等、試験実施に係る運用全般を実施して
います。

業務の概要

フルコスト 3,459万円
（内訳）

人にかかるコスト 685万円
物にかかるコスト 2,772万円
庁舎等（減価償却費） 1万円
事業コスト －万円

------------------------------------------------------------
（参考）自己収入 1,702万円

資源配分額 －万円

獣
医
師
国
家
試
験

・作成委員の選定と任命
・会場選定等の事務手続き
・問題の作成
・願書受付
・獣医師国家試験の実施
・合格発表

獣医事審議会試験部会（事務局）
業務内訳

フルコスト

獣
医
師
免
許
申
請

獣
医
師
名
簿
登
録
・
免
許
証
交
付

獣医師国家試験業務の流れ

受
験
願
書
の
受
付

合
格
発
表

受益者負担事業型

単位当たりコスト
申込者１人当たりコスト： 29,418円
（参考）単位：申込者数 1,176人

国民１人当たりコスト： 0.2円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

自己収入比率
49.2％

（現金給付等）
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【経済産業省】計量士国家試験業務

業務の概要

計量士国家試験は、計量士になろうとする者が計量士として必要な知識等を有するかどうか、計量法に基づき
毎年一回（12月）、五肢択一式により試験を実施するものです。
計量士国家試験業務は、試験問題の作成等を行う計量士国家試験委員会の事務局として委員会の運営を行

うとともに、受験願書の配布・受付及び試験の実施に係る業務を行うものです。

（イメージ写真・図）
単位当たりコスト
出願者数１人当たりコスト： 10,149円
（参考）単位：出願者数 4,923人

国民１人当たりコスト： 0.4円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

自己収入比率
83.7％

受益者負担事業型

フルコスト 4,996万円
（内訳）

人にかかるコスト 685万円
物にかかるコスト 241万円
庁舎等（減価償却費） 39万円
事業コスト 4,030万円
--------------------------------------

（参考）自己収入 4,184万円
資源配分額 －万円

計量士国家試験業務概要

フルコスト

経済産業省の業務 民間事業者の業務

出願者/受験者（国民）

①試験実施方針及び合格者の決
定業務

②計量士国家試験委員会全体の
運営業務（委員任命を含む）

③試験案内及び試験結果の公表
業務

④請負民間事業者の指導・監督
業務

請負業務契約

出願・受験、受験料納付 試験実施

請負業務実施

① 試験会場の確保等業務
② 試験案内・願書作成、配布業務
③ 受験願書受付、審査業務
④ 出願データ作成、試験室の割付業務
⑤ 受験票等の作成・送付業務
⑥ 会場責任者等の確保及び割付業務
⑦ 会場準備業務
⑧ 試験運営マニュアル等の作成業務
⑨ 試験問題・回答用紙の印刷等業務
⑩ 試験会場の運営業務
⑪ 回答データの作成等業務
⑫ 合格証書作成、発送業務
⑬ 受験者等からの照会対応業務
⑭ 試験問題作成分科会の運営業務
⑮ 過年度の願書・答案用紙の保管業務

（現金給付等）
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【経済産業省】弁理士試験業務

業務の概要

単位当たりコスト
志願者１人当たりコスト： 27,647円
（参考）単位：志願者数 3,563人

１日当たりコスト： 26.9万円
（参考）単位：年間日数 365日

自己収入比率
43.4％

受益者負担事業型

フルコスト 9,850万円
（内訳）

人にかかるコスト 2,194万円
物にかかるコスト 1,145万円
庁舎等（減価償却費） 40万円
事業コスト 6,470万円
---------------------------------
（参考）自己収入 4,275万円

資源配分額 －万円
（現金給付等）

弁理士試験は、弁理士になろうとする者が弁理士として必要な学識及びその応用能力を有するかどうかを
判定することを目的とし、短答式、論文式筆記及び口述により試験を行うものです。

弁理士試験業務は、試験問題の作成、採点等を行う工業所有権審議会弁理士審査分科会試験部会の事
務局として、部会の運営を行うとともに受験願書の受付及び各試験の実施にかかる事務を行うものです。

・願書の受付 ・試験問題の作成

・試験（短答式・論文）の採点

・試験（短答式筆記・論文式筆記・口述）の実施

・合格発表

・実務修習の実施

・弁理士登録

弁理士試験業務の流れ

【試験等の流れ】

国（特許庁（事務局））
工業所有権審議会

弁理士審査分科会試験部会

実施

【業務の流れ】

設置
受験願書受付

口述試験

論文筆記試験

合格発表

短答式筆記試験

合格発表

最終合格発表

実務修習の受講・修了

弁理士登録

指定研修機関（日本弁理士会）

フルコスト合計
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【国土交通省】国営公園維持管理事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0053）

国営公園維持管理事業は、我が国固有の優れた文化的資産の保存・活用等を図るため、又は一の都府県の
区域を越える広域的な見地から設置する国営公園において、公園施設の維持修繕・保守点検、植物管理、巡
視・利用案内など公園利用者の安全・安心の確保及びサービスの提供等を行うものです。

単位当たりコスト
年間入園者数１人当たりコスト：797円
（参考）単位：年間入園者数 20,078,883人

国民１人当たりコスト： 129円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

自己収入比率
8.3％

フルコスト 160.1億円
（内訳）

人にかかるコスト 6.1億円
物にかかるコスト 1.2億円
庁舎等（減価償却費） －億円
事業コスト 152.8億円

---------------------------------
（参考）自己収入 13.3億円

資源配分額 －億円

フルコスト

サービスの提供 公園の利用

国民等

国
（国土交通省）

国営公園維持管理事業の流れ

国営吉野ヶ里歴史公園

国営みちのく杜の湖畔公園 国営常陸海浜公園

国営昭和記念公園

受益者負担事業型

（現金給付等）
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【国土交通省】海技資格制度運用事業

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0159）

受益者負担事業型

海技資格制度運用事業の流れ

国民等
（海技試験受験者、海技免状等申請・更新者、船舶所有者 等）

国
（国土交通省海事局海技課）

フルコスト

各地方運輸局 等
（海上安全環境部船員労働環境・海技資格課 等）

 予算の配賦
 指導・監督 等

 報告・進達
 問い合わせ 等

 試験実施・免許等の交付
 窓口対応 等

 手数料（試験・免許等の申請）
 届出・問い合わせ 等

事業の概要

海技資格制度運用事業は、「船舶職員及び小型船舶操縦者法」等に基づき、大型船舶（２０トン以上）に船
長・機関長等の船舶職員として乗り組むために必要な海技免許、小型船舶（２０トン未満）を操縦するために必要
な小型船舶操縦士免許などの海技資格制度に関する国家試験の実施、免状（免許証）の発行、原簿（名簿）の
データ管理等を適切に運用することにより、船舶の航行の安全を確保することを目的としています。

単位当たりコスト
海技免状等資格受有者数
１人当たりコスト： 199円
（参考）単位：海技免状、小型船舶操縦免許証等

受有者 4,127,026人

国民１人当たりコスト： 6円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

自己収入比率
47.0％

フルコスト 8.2億円
（内訳）
人にかかるコスト 6.1億円
物にかかるコスト 0.5億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト 1.4億円
---------------------------------
（参考）自己収入 3.8億円

資源配分額 －億円

資
格
取
得
希
望
者

登録船舶職員養成施設

乗船履歴取得

就職 筆
記
試
験

口
述
試
験

身
体
検
査

口
述
試
験

身
体
検
査

国 家 試 験

免許講習

免
許
申
請

（
各
地
方
運
輸
局
等
の
窓
口
）

海技免状交付

海技免許の取得フロー図

（現金給付等）
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【国土交通省】航空従事者技能証明業務

業務の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0171-00）

航空従事者技能証明業務は、操縦士や整備士等の航空業務に従事しようとする者に必要な知識及び技量を
有していると判定するため、学科試験及び実地試験を実施し、試験の合格者に航空従事者技能証明書を交付す
るものになります。

単位当たりコスト
申請者数当たりコスト： 45,687円
（参考）単位：申請者数 7,015人

国民１人当たりコスト： 2円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

自己収入比率
37.9％

受益者負担事業型

フルコスト 3.2億円
（内訳）

人にかかるコスト 2.3億円
物にかかるコスト 0.2億円
庁舎等（減価償却費） －億円
事業コスト 0.6億円
---------------------------------

（参考）自己収入 1.2億円
資源配分額 －億円

フルコスト

試験の実施・技能証明書の交付 受験申請・手数料

申請者

国
（国土交通省）

航空従事者技能証明業務の流れ

学科試験

実地試験 技能証明書交付

（現金給付等）
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【環境省】核燃料取扱主任者試験業務

業務の概要

核燃料取扱主任者試験業務には、核燃料取扱主任者免状を取得するための試験に係る問題作成、申
請受付、試験実施等の業務があります。

核燃料取扱主任者とは、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の求めに応じ、核燃
料物質等の取扱いに関する保安の監督を行う技術者のことです。

（イメージ写真・図）
単位当たりコスト
受験者１人当たりコスト： 20.0万円
（参考）単位：受験者数 51人

国民１人当たりコスト： 0.08円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

自己収入比率
23.7％

受益者負担事業型

フルコスト 1,023万円
（内訳）

人にかかるコスト 548万円
物にかかるコスト 313万円
庁舎等（減価償却費） 2万円
事業コスト 158万円
---------------------------------

（参考）自己収入 243万円
資源配分額 －万円

フルコスト

試験の実施 手数料

国民等

国
（環境省）

核燃料取扱主任者試験業務の流れ

（現金給付等）
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【環境省】土壌汚染調査技術管理者試験業務

業務の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0147）

土壌汚染調査技術管理者試験事業は、土壌汚染対策法に基づく土壌汚染状況調査等を実施する指定調査機
関が、土壌汚染状況調査等の技術上の管理をつかさどる者として選任する必要がある技術管理者になるための
国家資格試験を実施する業務です。

単位当たりコスト
申込者１人当たりコスト： 67,439円
（参考）単位：受験申込者 1,033件

国民１人当たりコスト： 0.5円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

自己収入比率
9.4％

受益者負担事業型

フルコスト 6,966万円
（内訳）

人にかかるコスト 685万円
物にかかるコスト 391万円
庁舎等（減価償却費） 3万円
事業コスト 5,885万円
---------------------------------
（参考）自己収入 661万円

資源配分額 －万円

土壌汚染調査技術管理者試験業務の流れ
フルコスト

手数料等

国民等

試験実施機関

国
（環境省）

業務委託

試験関連サービ
スの提供

土壌汚染対策法に基づく指定調査機関は、土壌汚染状況調
査等の技術上の管理をつかさどる者として技術管理者を選任し、
土壌汚染状況調査等に従事する他の者を監督する。

当該技術管理者は環境大臣が実施する土壌汚染調査技術管
理者試験に合格し、環境大臣が交付する技術管理者証の交付
を受ける必要がある。

（現金給付等）
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【文部科学省】国立美術館（展示）事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0415）

フルコスト 18.0億円

国立美術館（展示）事業は、学術的意義、国民の関心、国際文化交流の推進等に配慮しつつ、国立美
術館ならではの多様な美術作品の鑑賞機会を国内外の幅広い人々に提供する事業です。所蔵作品展で
は、各館のコレクションの特色を発揮したものとし、最新の研究成果を基に美術に関する理解の促進に寄
与することを目指しています。また、企画展では、我が国の作家や芸術的動向を紹介する展覧会、メディ
アアートやアニメ、建築など我が国が世界から注目される新しい芸術表現を取り上げた展覧会、過去の埋
もれていた作家・作品・動向の発見や再評価に繋がる展覧会に取り組んでいます。

国立美術館（展示）事業の流れフルコスト

国（文部科学省）

展示事業の実施

東京国立近代美術館、京都国立近代美術館、国立西洋美術館、国立国際美
術館及び国立新美術館における所蔵作品展の運営（国立新美術館を除く）、
企画展等の開催

独立行政法人国立美術館

国民等（入場者・利用者）

展示及び
関連イベント等の実施

・観覧
・利用

運営費交付金
施設整備費補助金の配賦

ロンドン・ナショナルギャラリー展

あやしい絵展 人間国宝 森口邦彦展

佐藤可士和展

うち（独）国立美術館
におけるフルコスト 18.0億円
（内訳）
業務費用（人件費） 4.4億円
業務費用（人件費以外） 12.2億円
減価償却相当額 1.3億円
減損損失相当額 0.0億円
-------------------------------
（参考）自己収入 7.8億円

資源配分額 －億円

うち国におけるフルコスト 0 .0億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.0億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト －億円

--------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

単位当たりコスト
入場者１人当たりコスト： 1,352円
（参考）単位：入場者数 1,333,604人

国民１人当たりコスト： 14円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

自己収入比率
43.7％

受益者負担事業型

（現金給付等） （現金給付等）
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【文部科学省】国立文化財機構（展示）事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0417）

国立文化財機構（展示）事業は、常に来館者のニーズ、最新の学術的動向などを踏まえ、かつ国際文化交流
にも配慮しながら質の高い展示、魅力ある展覧会を開催することにより、日本及びアジア諸地域の歴史・伝統文
化についての理解が深められるよう、国内外への情報発信を行う事業です。また、来館者に親しまれる施設を目
指し、夜間開館の拡充、施設の多言語化、バリアフリー化、各種案内の充実など、より良い観覧環境の整備とお
客様の声を伺いながら管理運営の見直し改善を行うなど、常に来館者の立場に立った事業実施に努めています。

受益者負担事業型

国立文化財機構（展示）事業の流れ

事業コスト
（運営費交付金及び施設
整備費補助金の交付）

国民等独立行政法人
国立文化財機構

展示事業及び
関連イベント等
の実施

国
（文部科学省）

うち国におけるフルコスト 0.0億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.0億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト －億円

--------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト 40.2億円

うち（独）国立文化財機構
におけるフルコスト 40.2億円
（内訳）
業務費用（人件費） 10.9億円
業務費用（人件費以外） 22.7億円
減価償却相当額 6.5億円
減損損失相当額 0.0億円
-------------------------------

（参考）自己収入 5.2億円
資源配分額 －億円

単位当たりコスト
入場者１人当たりコスト： 4,694円
（参考）単位：入場者数 858,177人

国民１人当たりコスト： 32円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

自己収入比率
12.9％

フルコスト

観覧・利用

（現金給付等） （現金給付等）
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【国土交通省】独立行政法人自動車事故対策
機構適性診断業務

適性診断業務は、運送事業の運転者を中心に、ドライバーの性格、安全運転態度、認知・処理機能・
視覚機能などについて、心理及び生理の両面から個人の特性を把握し、安全運転に役立つようきめ細か
いアドバイス、カウンセリングを行っております。

また、特定の運転者（初任運転者、高齢運転者及び事故惹起運転者）に対して義務付けられている適
性診断を実施しています。

業務の概要

単位当たりコスト

受診者１人当たりコスト： 4,533円
（参考）単位：受診者数 411,473人

国民１人当たりコスト： 15円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

自己収入比率
83.7％

うち国におけるフルコスト 0.1億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.0億円
物にかかるコスト 0.1億円
庁舎等（減価償却費） －億円
事業コスト －億円

-----------------------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0198-00）

うち（独）自動車事故対策機構
におけるフルコスト 18.5億円
（内訳）
業務費用（人件費） 6.8億円
業務費用（人件費以外） 11.6億円

減価償却相当額 －億円
減損損失相当額 －億円

-------------------------------------------------------
（参考）自己収入 15.6億円

資源配分額 －億円

フルコスト 18.6億円

各種測定

受診後のカウンセリング適性診断結果

受益者負担事業型

（現金給付等） （現金給付等）

手数料収入

運営費交付金の交付

適性診断業務の実施

独立行政法人自動車事故対策機構適性診断業務の流れ

国
（国土交通省）

独立行政法人
自動車事故対策機構

フルコスト

国民
（受診者）

運営費交付金
の交付申請

受診の申込
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【国土交通省】航空機操縦士養成事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0174-00、0175-
00）

航空機操縦士養成事業は、航空機の操縦に関する学科及び技能を教授し、航空機の操縦に従事する者を養成
することにより、安定的な航空輸送の確保を図ることを目的とした事業です。

受益者負担事業型

航空機操縦士養成事業の流れ

授業料等

学生

独立行政法人航空大学校

うち国におけるフルコスト 0.1億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.1億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト －億円

--------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト 41.7億円

うち航空大学校
におけるフルコスト 41.6億円
（内訳）
業務費用（人件費） 12.1億円
業務費用（人件費以外） 28.8億円
減価償却相当額 0.6億円
減損損失相当額 0.0億円
-------------------------------

（参考）自己収入 13.4億円
資源配分額 －億円

単位当たりコスト
年間教育人数１人当たりコスト ： 0.1億円
（参考）単位：年間教育人数 216人

国民１人当たりコスト ： 33円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

自己収入比率
32.0％

フルコスト

学科・操縦教育

航空会社
就職

負担金

国（国土交通省）

運営費交付金・施設整備費補助金の配賦

（現金給付等） （現金給付等）
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【内閣府】社会保障・税番号システム整備等業務

業務の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（ 0007）

社会保障・税番号システム整備等業務は、情報提供ネットワークシステムを通じて行われた自己に係る特定
個人情報の提供記録や、行政機関等が保有する社会保障・税に関する自分の情報について、自宅のパソコン等
から、本人が確認できるようにすること、また、子育て、介護などのライフイベント、法人設立や社会保険・税手続
で発生する行政機関等への申請・届出等の手続をオンライン・ワンストップ化し、国民の利便性向上を図ることを
目的とした事業です。

単位当たりコスト
１アクセス当たりコスト： 39円
（参考）単位：マイナポータルアクセス数

107,013,488件

国民１人当たりコスト： 34円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

フルコスト 42.4億円
（内訳）
人にかかるコスト 1.2億円
物にかかるコスト 0.3億円

庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト 40.7億円
---------------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 －億円

フルコスト

サービス提供

国民等

国
（内閣府）

社会保障・税番号システム整備等業務の流れ

その他事業型

（現金給付等）
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【内閣府】実用準天頂衛星システム事業の推
進事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0138）

実用準天頂衛星システム事業の推進事業は、測位衛星の補完機能（測位可能時間の拡大）、測位の精度や信
頼性を向上させる補強機能やメッセージ機能等を有する準天頂衛星システムの開発・整備・運用を行うものです。
「宇宙基本計画」（令和2年6月30日閣議決定）、「経済財政運営と改革の基本方針2021」（令和3年6月18日閣議

決定）、「成長戦略フォローアップ」（同）において、2023年度めどの7機体制の確立と、持続測位能力を維持・向上
するために必要な後継機の開発を行うこととされています。

単位当たりコスト
１機当たりコスト： 119.5億円
（参考）単位：機数 4機

国民１人当たりコスト： 387円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

その他事業型

フルコスト 478.1億円
（内訳）

人にかかるコスト 0.5億円
物にかかるコスト 43.6億円
庁舎等（減価償却費） －億円
事業コスト 433.9億円
---------------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 －億円

フルコスト

サービスの提供

国民等

国
（内閣府）

・準天頂衛星システムの開発・整備・運用

実用準天頂衛星システム事業推進事業の流れ

地上設備の開発・整備・運用

国際周波数調整

他国の衛星

準天頂衛星の地球局他国の地球局

干渉

準天頂衛
星

準天頂衛星システム利用者

H-IIA、H3ロケットによる打上げ
ほぼ真上（準天頂）からの信号に

より精度向上（衛星数増）

（現金給付等）

主な保有資産
物品（人工衛星）： 288.2億円
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【復興庁】福島生活環境整備・帰還再生加速事業
（防犯・防災委託事業）

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0004）

福島生活環境整備・帰還再生加速事業（防犯・防災委託事業）は、原子力災害からの復興・再生を加速
するため、直ちに帰還できない区域への将来の帰還に向けた荒廃抑制・保全対策を行う事業です。

（イメージ写真・図）

フルコスト 10.8億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.2億円
物にかかるコスト 0.9億円
庁舎等（減価償却費） －億円
事業コスト 9.6億円

---------------------------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

福島生活環境整備・帰還再生加速事業（防犯・防災委託事業）の流れ

フルコスト

国
（復興庁）

民間
事業者等

市町村

全額費用
負担

委託費 委託費等

防犯・防災
委託等

※避難指示区域におけるパトロール

単位当たりコスト
業務日数当たりコスト： 296.5万円
（参考）単位：業務日数 365日

国民1人当たりコスト： 8円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

その他事業型

（現金給付等）
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【総務省】消防庁危機管理機能の充実・確保事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0176）

単位当たりコスト
一元化システム当たりコスト： 0.6億円
（参考）単位：一元化システム数 18件

国民１人当たりコスト： 8 円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

その他事業型

フルコスト 10.9億円
（内訳）

人にかかるコスト 2.1億円
物にかかるコスト 0.3億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト 8.4億円
---------------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 －億円

消防庁危機管理機能の充実・確保事業は、東日本大震災の教訓等を踏まえ、今後発生が懸念される南海
トラフや首都直下地震等の大規模自然災害等が発生した場合にあっても、災害応急対応を迅速・的確に行
い、国民の命を守るという消防庁の使命を果たすため、消防庁と各地方公共団体・消防機関が連携した災
害対応能力の向上、消防庁が所掌する消防防災業務を支援するシステムの一元化等の効率化、高度化に
よる大規模災害時にも継続的に災害応急活動が可能となるよう耐災害性の強化等、消防庁の危機管理能
力の向上を図る事業です。

消防防災・危機管理センター

消防庁危機管理機能の充実・確保事業の流れ

消防防災・危機管理センター（合同庁舎２号館内）

消防庁

・大規模災害時に災害対策本部を設置
・地方公共団体からの情報収集、官邸への報告、緊急消防援助隊のオペレーション等

あ

民間事業者・公益法人等

委託

地方公共団体等

国民保護訓練

 災害対応訓練

※平時から実働能力の向上を図る

 システムの更改・構築・改修・運用
保守業務

 通信設備改修工事

 通信設備保守業務 等

これらを通じて

●システム一元化等を通じた運用保守の効率化
※その際必要に応じた機能強化・高度化

●バックアップシステムの構築
（速やかに業務復旧・継続が必要な災害応急対応に係るシステム）

フルコスト

（現金給付等）
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【法務省】矯正業務

矯正業務では、被収容者の収容を確保し、その人権を尊重しつつ、刑事施設においては、作業や

改善指導等、少年施設においては、教科指導や職業指導等、適切な処遇を実現することによって、
刑事・少年司法手続の円滑な運営に寄与し、犯罪・非行を犯した者の再犯・再非行を防止し、新たな
犯罪被害者を生じさせないという役割を担っています。

フルコスト 2,560.1億円
（内訳）

人にかかるコスト 1,593.5億円
物にかかるコスト 106.9億円
庁舎等（減価償却費） 144.3億円
事業コスト 715.2億円

--------------------------------------------------------
（参考）自己収入 28.0億円

資源配分額 －億円

矯正業務の流れ

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号
（0018）（0019）（0020）（0021）（0022）
（0023）（0024）（0025）（0026）

作 業（生産作業、自営作業、職業訓練）
改善指導（一般改善指導、特別改善指導）
教科指導（補習教科指導、特別教科指導）

余暇活動
読書、学習、クラブ活動、映画、
ラジオ、テレビ視聴

医 療（治療、施術）

矯
正
処
遇

処

遇

要

領

の

策

定

刑
執
行
開
始
時
の
指
導
等

処

遇

調

査

釈

放

前

の

指

導

出
所

入
所

調
査
セ
ン
タ
ー

拘
置
所

入
院

処遇の段階３級 処遇の段階２級 処遇の段階１級 出
院

［自己の問題改善への意欲の
喚起を図る指導］

［問題改善への具体的指導］ ［社会生活への円滑な移行を
図る指導］

グループワーク（薬物依存離脱指導） 職業訓練（介護福祉科）

工場にて勤務する刑務官 改善指導等を行う刑務官

入
所

入
所
時
調
査

行
動
観
察

鑑
別
面
接

精
神
科
診
断

心
理
検
査

健
康
診
断

判
定
会
議

鑑
別
結
果

通
知
書
の

作
成

審
判

退
所

婦人補導院は、売春

防止法違反の罪を犯し

たため補導処分の言渡

しを受けた成人の女子

を収容して、更生させ

るために必要な補導と

して、被収容者の特性

に応じた生活指導、職

業補導などを行う施設

です。

少年鑑別所

少 年 院

刑事施設

婦人補導院

刑事施設は、法律の定める手続に従って収容された受刑者、未決拘禁者等に、それぞれ刑罰、未決勾留等を執行するための施
設です。

刑務所及び少年刑務所では、受刑者の資質や環境に応じ、改善更生の意欲を喚起し、社会生活に適応する能力の育成を図るこ
とを目的として、矯正処遇（作業、改善指導、教科指導）を行っています。拘置所では、円滑な訴訟の遂行に寄与することを目
的として、収容された被疑者、被告人の基本的人権を尊重しながら、身柄の確保、証拠いん滅の防止などを図っています。

少年院は、家庭裁判所から保護処分として送致された少年等を収容し、矯正教育等を行う施設です。矯正教育は、在院者一人
一人の特性に応じた目標、内容、実施方法及び期間等を具体的に定めた個人別矯正教育計画を策定し、生活指導、職業指導、教
科指導、体育指導、特別活動指導を組み合わせて行われています。また、社会復帰支援として、出院後に自立した生活を行うこ
とが難しい少年等に対し、修学・就労の支援、帰住先の確保、医療・福祉機関との連携による継続的な支援などを行っています。

少年鑑別所は、主として家庭裁判所から観護措置の決定によって送致された少年を収容するとともに、

家庭裁判所が行う少年に対する審判等のため、医学、心理学、教育学等の専門的な知識に基づいて、心身

の状態を調査・診断し、非行の原因を解明して改善更生のための処遇指針を立てる施設です。

また、保護処分等の執行のため、少年院の長、保護観察所の長等の求めによる鑑別も実施しているほか、

地域社会における非行及び犯罪の防止のため、非行、いじめ、家庭内暴力など一般の方々や学校の先生な

どの関係者からの相談に対し、専門的知識・技術を活用した助言その他必要な援助を行っており、被収容

者に対する業務以外の業務も増加しています。

業務の概要

単位当たりコスト

被収容者１日当たりコスト： 14,384円
（参考）単位：被収容者数 48,760人

国民１人当たりコスト： 2,077円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

主な保有資産
無形固定資産（システム）： 2.8億円
無形固定資産（システム）： 1.2億円

その他事業型

（現金給付等）
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【法務省】人権相談業務

人権相談業務では、全国各地で生起する様々な人権問題に広く対応するため、全国の法務局・地方

法務局における常設相談所やデパート等における特設相談所での面談のほか、手紙、電話、インター
ネット等により相談に応じています。

フルコスト 9.7億円
（内訳）
人にかかるコスト 3.5億円

物にかかるコスト 0.2億円
庁舎等（減価償却費） 0.3億円
事業コスト 5.6億円

------------------------------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

業務の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0054）

単位当たりコスト
人権相談１件当たりコスト：5,635円
（参考）単位：人権相談件数 173,634件

国民１人当たりコスト： 7円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

救済手続終了後は、処理結果を通知します。また、必要に応じ、
関係機関と連携して、アフターケアを行います。

侵犯事実の有無の判断を踏まえ、必要に応じて、適切な措置を講じます。

人権相談業務の流れ
フルコスト

関係者の協力のもと、速やかに調査を行います。

事案の内容や具体的な被害について、面談、手紙、電話、インターネット等に
おいて相談をお受けします。
●常設相談所・・・法務局・地方法務局・支局
●特設相談所・・・市町村役場・商業施設・社会福祉施設等
●手紙・・・子どもの人権ＳＯＳミニレター
●電話・・・みんなの人権１１０番・子どもの人権１１０番・

女性の人権ホットライン・ 外国語人権相談ダイヤル
●インターネット・・・インターネット人権相談受付窓口（メール相談）

②調査

調査を受けて、侵犯事実が認められるかどうかを判断します。

④救済のための措置

⑤処理結果通知・アフターケア

①相談・被害の申告

③侵犯事実の有無を判断

その他事業型

主な保有資産
無形固定資産（システム）：719.9万円

（現金給付等）
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【法務省】訟務業務

訟務業務では、法務省訟務局、法務局及び地方法務局において、国を当事者（原告・被告）とする訴

訟について、国を代表し、国の立場から裁判所に対する申立てや主張・立証などの活動（訟務）を行っ
ています。また、訴訟を未然に防ぐための予防司法支援、国益に関わる国際訴訟等への支援を行って
います。

フルコスト 53.1億円
（内訳）

人にかかるコスト 32.7億円
物にかかるコスト 2.2億円
庁舎等（減価償却費） 2.9億円
事業コスト 15.1億円

------------------------------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

業務の概要

（イメージ写真・図）

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0059）

単位当たりコスト
処理事件当たりコスト： 108.8万円
（参考）単位：処理事件数 4,882件

国民１人当たりコスト： 43円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

予防司法支援制度を法務局（全国８か所）及び地方法務局（全国４２箇所）

訴訟追行

国を当事者とする訴訟には、公権力の行使に当たる公務員の違法行為や公の営造物の設置
管理の瑕疵を理由とする国家賠償訴訟や行政処分の取消しなどを求める行政訴訟などがあり
ます。
訟務局では、司法の一翼を担う者として、これらの訴訟について国の立場から統一的かつ

適正な主張・立証を行い、法と証拠に基づく適正な紛争解決の実現に寄与しています。

訟務局の主な所管業務

予防司法支援制度を法務局（全国８か所）及び地方法務局（全国４２箇所）

予防司法（予防司法支援制度）

政府部内の法律専門家として、各行政機関が抱える法律問題について、各行政機関からの
照会に応じて、国全体の立場から適切な法律上の意見を述べることによって、法律問題の適
正な解決に資するとともに、紛争を未然に防止する役割も果たしています。

予防司法支援制度を法務局（全国８か所）及び地方法務局（全国４２箇所）

政治、経済を始め様々な分野でグローバル化が進展する中、我が国が他国の裁判所や国際
機関における裁判に巻き込まれる事態の増加が予想されるところ、国益に関わる国際的な法
律問題についても、訟務局の主張立証等の知見・ノウハウを活用して、外務省を始めとする
関係府省庁と連携しつつ適切に対応しています。

国際訟務

国民全体の利益と個人の権利・利益との間に正しい調和を図り、「法律による行政の原理」を実現

その他事業型

主な保有資産
無形固定資産（システム）： 0.5億円
無形固定資産（システム）：987.2万円

（現金給付等）
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【法務省】出入国在留管理業務

業務の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業

レビューシートの事業番号(0060) (0061)
(0062)(0063)(0064)(0065)(0066)

出入国在留管理業務は、日本に入国又は出国する全ての人の出入国及び日本に在留する全て
の外国人の在留の公正な管理を図るとともに、難民の認定手続を整備することを目的としており、主
に日本に出入国する人の審査・確認や、日本に在留する外国人の在留資格の更新・変更等のほか、
日本に不法に滞在する外国人の取締りや日本にいる外国人が難民に該当するか否かの認定などを
行っています。

単位当たりコスト
業務１件当たりコスト： 3,085円
（参考）単位：業務件数 23,888,326件

国民１人当たりコスト： 598円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

出入国在留管理業務の流れ

その他のコスト
（事務経費の
財源の交付）

フルコスト

出入国在留管理業務の提供 申請・
届出等

国民等

地方公共団体等 申請・
届出等

国
（出入国在留管理庁）

（参考）その他のコスト 13.3億円

フルコスト 737.1億円
（内訳）
人にかかるコスト 376.0億円
物にかかるコスト 25.2億円
庁舎等（減価償却費） 34.0億円
事業コスト 301.7億円

------------------------------------------------------------
（参考）自己収入 57.1億円

資源配分額 －億円

主な保有資産
無形固定資産（システム）： 6.6億円
無形固定資産（システム）： 3.4億円

その他事業型

（現金給付等）
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【外務省】外国報道関係者招へい事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0128）

外国報道関係者招へい事業は、各国で発信力を有する記者を日本に招へいし、我が国の外交、経済等主要政
策についての理解を促進し、それに基づく好意的な記事の執筆・掲載を促し、世界のメディア報道における正し
い対日理解を増進することを目的とする事業です。

単位当たりコスト
招へい者数当たりコスト： 319.6万円
（参考）単位：招へい者数 15人

国民１人当たりコスト： 0.3円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

その他事業型

フルコスト 4,795万円
（内訳）

人にかかるコスト 1,735万円
物にかかるコスト 2,334万円
庁舎等（減価償却費） 39万円
事業コスト 684万円
---------------------------------

（参考）自己収入 －万円
資源配分額 －万円

外国報道関係者招へい事業の流れフルコスト

国
（外務省）

○年間計画・招へい対象国の選定
○テーマ･日程・取材先の決定
○招へい同行

○招へい記者の推薦
○招へい記者との連絡･調整
○招へい記者のフォローアップ

本省 在外公館

○日程調整
○航空券･宿舎等の手配
○同行･通訳

受託業者

外部委託（本邦における接遇業務）

（現金給付等）
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【外務省】外国メディア向けプレスツアー事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0128）

外国メディア向けプレスツアー事業は、在京外国メディア関係者を対象とした国内各地への取材ツアーを実施し、
我が国の領土、風評被害対策を含む被災地の復興等、その時々の政府の重点政策について政策の効果的発
信の手段として活用する事業です。

単位当たりコスト
プレスツアー参加人数当たりコスト

： 44.0万円
（参考）単位：プレスツアー参加人数 35人

国民１人当たりコスト： 0.1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

その他事業型

フルコスト 1,543万円
（内訳）

人にかかるコスト 137万円
物にかかるコスト 307万円
庁舎等（減価償却費） 0万円
事業コスト 1,098万円
---------------------------------

（参考）自己収入 －万円
資源配分額 －万円

外国メディア向けプレスツアー事業の流れ
フルコスト

○年間計画の策定
○テーマ･日程・取材先の選定
○参加記者の選定
○ツアー同行

○日程・取材先調整
○航空券･宿舎等の手配
○参加記者との連絡・調整
○同行･通訳

受託業者

外部委託（接遇業務）

国
（外務省）

（現金給付等）
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【外務省】日本特集番組制作支援事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0128）

日本特集番組制作支援事業は、各国における世論形成に影響力のある海外のテレビ局の取材チームを招へい

し、政治・外交・経済等各分野での政策的発信につなげるべく、安全保障、質の高いインフラの海外展開、日本
産食品の輸出力強化、東日本大震災からの復興・風評被害対策、周年行事を含む二国間関係、我が国の先端
技術等に関するテレビ番組を制作・放映させることにより、我が国の重要政策の国際世論に対する発信を強化
する事業です。

単位当たりコスト
招へい者数当たりコスト： 0.2億円
（参考）単位：招へい者数 1人

国民１人当たりコスト： 0.1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

その他事業型

フルコスト 2,108万円
（内訳）

人にかかるコスト 645万円
物にかかるコスト 862万円
庁舎等（減価償却費） 13万円
事業コスト 587万円
---------------------------------

（参考）自己収入 －万円
資源配分額 －万円

日本特集番組制作支援事業の流れフルコスト

国
（外務省）

○年間計画・招へい対象国の選定
○テーマ･日程・取材先の決定
○招へい同行

○招へいテレビ局の推薦
○招へいテレビ局との連絡･調整
○招へいテレビ局のフォローアップ

本省 在外公館

○日程調整
○航空券･宿舎等の手配
○同行･通訳

受託業者

外部委託（本邦における接遇業務）

（現金給付等）
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【財務省】国税局電話相談センター運営事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0003）

国税局電話相談センターでは、効率的な相談対応のため、以下のシステムを構築しております。
①税務署にかけられた電話を、自動音声案内により一般的な相談（国税局電話相談センター）と
税務署に対する照会とに振り分けます。

②担当者が税目別に対応することで、相談時間の短縮を図っています。
③相談の過程で税務署に照会が必要であると判明した場合には、税務署に転送しています。

単位当たりコスト
国税局電話相談センターで対応した
電話相談１件当たりコスト：879円
（参考）単位：電話相談件数 5,822,484件

国民１人当たりコスト： 41円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

その他事業型

フルコスト 51.1億円
（内訳）

人にかかるコスト 43.2億円
物にかかるコスト 1.5億円
庁舎等（減価償却費） 1.1億円
事業コスト 5.2億円
---------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

国税局電話相談センター運営事業の流れ
フルコスト

（現金給付等）
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【財務省】通関業務

出入国旅客等は入出国時にそれぞれの税関へ申告手続きが必要です。入国時は「携帯品・別送品
申告書」を税関に提出し、携帯品等について一定の限度を超えるものは税金を納めて輸入します。
また、出国時に外国製品や輸出免税物品を持ち出す際は、税関の確認を受ける必要があります。

税関が行う通関業務では、出入国旅客等に対し、必要に応じて携帯品等の検査や輸出入の許可を
行うこととしています。

フルコスト 367.2億円
（内訳）
人にかかるコスト 227.5億円
物にかかるコスト 14.0億円
庁舎等（減価償却費） 20.4億円
事業コスト 105.3億円
------------------------------------------------------------

（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

業務の概要

（イメージ写真・図）

通関業務の流れ
フルコスト

・確認・検査
・輸入許可

・申告
・各種手続き
・納税

入国旅客等

国
（財務省・税関）

単位当たりコスト
通関業務で対応した出入国者
１人当たりコスト： 26,136円
（参考）単位：出入国者数 1,405,301人

（注） 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により

入国制限等を実施した結果、令和２年度の出入国
者数が前年度に比べて激減し、単位当たりコストが
大幅に増加している。

国民１人当たりコスト： 298円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

出国旅客等

・申告
・各種手続き

・確認・検査
・輸出許可

その他事業型

（現金給付等）
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【財務省】輸出入通関業務

貨物を外国へ輸出又は外国から輸入するときは、通関手続（税関に輸出申告又は輸入申告をしてその許可
を受けること）が必要です。その際、税関で行う輸出入通関業務では、輸出入・港湾関連情報処理システム（Ｎ
ＡＣＣＳ）（注1）及び通関情報総合判定システム（ＣＩＳ）（注2）等のシステムを活用し、限られた人員の中で、①

適正な税の課税・徴収、②国民の安全・安心の確保、③利用者利便の向上を通じて国際物流の迅速化・円滑
化を図ることとしています。

業務の概要

（イメージ写真・図）

単位当たりコスト
輸出入通関業務で対応した
輸出入許可１件当たりコスト： 155円
（参考）単位：輸出入許可件数 101,259,574件

国民１人当たりコスト： 127円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

輸出入通関業務の流れ

輸出入者

国
（財務省・税関）

ＣＩＳ

フルコスト

輸出入申告 輸出入許可

ＮＡＣＣＳ

税関ネットワーク

情報活用 情報蓄積

（注２）通関情報総合判定システム（ＣＩＳ）とは、輸出入申告や審査・検査の実績等の通関情報総合判定に不可欠な
各種情報をＮＡＣＣＳからのデータ移行又は税関職員の情報入力により蓄積し、税関の各部門のニーズに応じて
様々な角度から集計・分析することを主要な機能としたシステム。

（注１）輸出入・港湾関連情報処理システム（ＮＡＣＣＳ）とは、輸出入等関連業務（税関手続、出入国管理手続、食品
衛生手続等の官業務及び輸送、保管等の輸出入に関連する民間業務）を電子的に処理する官民共用システム。

データ移行

その他事業型

フルコスト 157.3億円
（内訳）

人にかかるコスト 81.6億円
物にかかるコスト 5.0億円
庁舎等（減価償却費） 7.3億円
事業コスト 63.2億円
------------------------------------------------------------

（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円
（現金給付等）

主な保有資産
通関情報総合判定システム： 22.9億円
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A省

【財務省】国の財務書類作成業務（省庁別財務書類等を基礎として作成）

業務の概要

国の財務書類は、国全体の資産や負債などのストックの状況、費用や財源などのフローの状況といった財務
状況を一覧でわかりやすく開示する観点から、企業会計の考え方及び手法（発生主義、複式簿記）を参考として
作成・公表しているものです。
国の財務書類においては、一般会計及び特別会計を合算した「国の財務書類」（一般会計・特別会計）のほか、

国（各省庁）が監督権限を有し、国（各省庁）から財政支出を受けている独立行政法人などを連結した「連結財
務書類」を参考として作成しています。

単位当たりコスト
ホームぺージアクセス
１件当たりコスト： 1,170円

（参考）単位：ホームぺージアクセス件数 50,099件

国民１人当たりコスト： 0.4円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

その他事業型

フルコスト 5,862万円
（内訳）

人にかかるコスト 2,743万円
物にかかるコスト 1,173万円
庁舎等（減価償却費） 753万円
事業コスト 1,191万円
---------------------------------

（参考）自己収入 －万円
資源配分額 －万円

国の財務書類
「国の財務書類」

ガイドブック

国の財務書類作成業務の流れ

「国の財務書類」のポイント
（一般会計・特別会計）

「国の財務書類」のポイント
（一般会計・特別会計及び「連結」）

連結財務書類
（独立行政法人等の

財務諸表）

国
（財務省）

フルコスト

委託
（作成補助）

民間事業者
合算・連結

財務書類
の提出

財務書類
の提出

省庁別財務書類

一般会計
＋

特別会計

B省

連結財務書類
（独立行政法人等の

財務諸表）

省庁別財務書類

一般会計
＋

特別会計

C省

連結財務書類
（独立行政法人等の

財務諸表）

省庁別財務書類

一般会計
＋

特別会計

財務書類
の提出

（現金給付等）
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【厚生労働省】入国者に対する検疫業務

業務の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0186）

入国者に対する検疫業務は、我が国に常在しない感染症の病原体が、船舶又は航空機を介して国内
に侵入することを防止するために、検疫法に基づいて、外国から来航した船舶、航空機及びその乗組員、
乗客に対して、病原体の有無に関する調査や診察などを行うとともに、患者を発見した場合には、隔離、
停留及び消毒等の措置を講じるといった、一連の業務並びに港湾区域の衛生措置を行う業務です。

（イメージ写真・図）

単位当たりコスト
検疫実施者１人当たりコスト： 4,119円
（参考）単位：検疫実施者数 10,637,854人

（注） 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、事業
コストが28.4億円（令和元年度）から438.2億円（令和２
年度）へと大幅に増加したため、単位当たりコストが大
幅に増加している。（102円→4,119円）

国民１人当たりコスト： 355円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

入国者に対する検疫業務の流れ
フルコスト

検疫業務

（感染症等の
蔓延防止）

国民等

国
（検疫所）

フルコスト 438.2億円※
（内訳）
人にかかるコスト －億円
物にかかるコスト －億円
庁舎等（減価償却費） －億円
事業コスト 438.2億円
---------------------------------------------------------
（参考）自己収入 9,239万円

資源配分額 －万円

○検疫の実施

【検疫検査場】 【サーモグラフィによる確認】

その他事業型

（現金給付等）

※ 令和２年度においては、新型コロナウイルス感染症
への対応により、人にかかるコスト等の算出が困難な
ため、事業コストのみを算出している。
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【厚生労働省】労働保険適用徴収業務

業務の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0534）

労働保険は、労働者災害補償保険（労災保険）と雇用保険の総称で、労働者の保護及び雇用の安定を図るこ
とを目的とした制度です。原則として、労働者を一人でも雇用する事業は適用事業となり、保険料等を一元的に
徴収しています。
都道府県労働局等において、適用事業の事業主等から提出される各種届等の審査、申請に対する決定、労働

保険料等の徴収業務等を行っています。

単位当たりコスト
労働保険100円当たりの徴収コスト： 1円
（参考）単位：保険収入 2兆5,650億円

国民１人当たりのコスト： 220円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

その他事業型

フルコスト

・申請
・各種手続き
・保険料等の納付

事業主等

国
（厚生労働省）

（都道府県労働局等）

労働保険適用徴収業務の流れ

フルコスト 272.2億円
（内訳）

人にかかるコスト 37.1億円
物にかかるコスト 0.7億円
庁舎等（減価償却費） －億円
事業コスト 234.3億円
---------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

労災保険

労働者が業務上の事由、二以上の事
業の業務を要因とする事由又は通勤が
原因で負傷した場合、病気になった場
合、あるいは不幸にも死亡された場合
に被災労働者や遺族を保護するため
必要な保険給付を行うものです。また、
労働者の社会復帰の促進など、労働
者の福祉の増進を図るための事業も
行っています。

雇用保険

労働者が失業した場合や労働者につ
いて雇用の継続が困難となる事由が
生じた場合に、労働者の生活や雇用の
安定を図るとともに、再就職を促進する
ため必要な給付を行うものです。また、
失業の予防、労働者の能力の開発や
向上その他労働者の福祉の増進を図
るための事業も行っています。

労働保険の種類

・各種届出等の審査、決定
・未手続事業の適用
・保険料等の徴収

（現金給付等）

主な保有資産
無形固定資産（システム）： 6.2億円
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【農林水産省】輸出入植物検疫業務

業務の概要

輸出入植物検疫業務は、植物防疫法に基づき、全国の海港や空港（輸出においては集荷地も含む。）におい
て、我が国に輸入又は我が国から輸出される植物について、検査を行うものです。検査対象の植物は、船舶や
航空機による大量の穀物や野菜の貨物はもとより、旅行者が携行する果物や切り花、鉢植えに至るまで、多岐
にわたっています。

単位当たりコスト
検疫１件当たりコスト： 9,572円
（参考）単位：輸出入植物検疫件数 909,284件

国民１人当たりコスト： 70円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

その他事業型

主な保有資産
無形固定資産（システム）： 0.1億円
無形固定資産（システム）： 624.5万円

フルコスト 87.0億円
（内訳）

人にかかるコスト 65.9億円
物にかかるコスト 10.7億円
庁舎等（減価償却費） 0.4億円
事業コスト 9.9億円
---------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

植物防疫所における輸出入植物検疫

輸入検疫

日本から輸出される植物に輸出相手国が
指定する病害虫の付着がないか、相手国の
要求に即した消毒が実施されているかにつ
いて検査。

輸出検疫

植物の病害虫が海外から輸入される植物

に付着して日本に侵入することを防ぐため、
輸入検疫を実施。

量や商用・個人用を問わず、貨物、携帯品、
郵便物で輸入されるすべての植物が対象。

植物の輸出入可能

検査に合格

植物の輸出入不可能

検査に不合格

フルコスト 輸出入植物検疫業務の流れ

（現金給付等）
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【農林水産省】輸出入動畜産物検疫業務

業務の概要

輸出入動畜産物検疫業務は、動物・畜産物を介して、家畜の伝染性疾病が、我が国へ侵入するこ
とを防止するほか、外国に拡散することを防止するため、家畜伝染病予防法、狂犬病予防法等に基
づき、我が国の各港、空港等において実施しています。

なお、動物検疫は、日本のみではなく、世界各国が、それぞれ、動物の伝染性疾病の侵入を防止
するため行っている検疫制度です。

フルコスト 43.3億円
（内訳）

人にかかるコスト 23.3億円
物にかかるコスト 3.7億円
庁舎等（減価償却費） 0.1億円
事業コスト 16.0億円

------------------------------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

輸出入動畜産物検疫業務の流れ

フルコスト

輸出入者から動物・畜産物の輸出入検査申請

合 格 不 合 格

輸出入可能 輸出入不可

伝染性疾病の病原体を
拡散するおそれが

ない場合

伝染性疾病の病原体を
拡散するおそれを
否定できない場合

書類検査 現物検査 精密検査

動物検疫所における輸出入検査

【動物（馬）の検査】 【動物（犬）の検査】

【畜産物（生鮮肉）の検査】

その他事業型

主な保有資産
物品（移動式レンダリング装置）：1.6億円
物品（移動式レンダリング装置)：1.6億円

単位当たりコスト
検査１件当たりコスト： 11,155円
（参考）単位：動畜産物輸出入検査件数 388,917件

国民１人当たりコスト： 35円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

（現金給付等）
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【国土交通省】不動産鑑定士試験事業

事業の概要

不動産鑑定士試験は、「不動産の鑑定評価に関する法律」第8条に基づき、不動産鑑定士になろうとする者
に必要な学識 及びその応用能力を判定することを目的とし、短答式 及び 論文式試験による筆記の方法で行
う国家試験です。

（イメージ写真・図）

単位当たりコスト
申込者１人当たりコスト 22,790円
（参考）単位：申込者数 2,802人

国民１人当たりコスト 0.5円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

その他事業型

フルコスト 6,385万円
（内訳）

人にかかるコスト 1,028万円
物にかかるコスト 103万円
庁舎等（減価償却費） 24万円
事業コスト 5,229万円
---------------------------------
（参考）自己収入 3,616万円

資源配分額 －万円

フルコスト

不動産鑑定士試験の実施 受験申込

受験者

国
（国土交通省土地鑑定委員会）

不動産鑑定士試験事業の流れ

（現金給付等）
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【国土交通省】防災情報提供センター業務

業務の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0088）

防災情報提供センター業務は、国土交通省関係局が保有する防災情報を集約し、リアルタイム雨量（広域版）
やリアルタイムレーダー、気象庁が保有する各種情報をインターネットを通じて国民に提供する業務です。
気象庁では、天気予報、気象警報、地震情報、津波情報、台風情報、火山情報、アメダス、気象衛星画像、雨

雲の動き等をホームページにより提供しています。

単位当たりコスト
ホームページアクセス
１件当たりコスト： 0.07円
（参考）単位：ホームページアクセス件数 63億件

国民１人当たりコスト： 3円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

その他事業型

フルコスト 4.6億円
（内訳）

人にかかるコスト 0.8億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト 3.7億円
---------------------------------

（参考）自己収入 －億円
資源配分額 －億円
（現金給付等）

防災情報提供センター業務の流れ

国土交通省各局が保有
する防災情報を集約

気象庁が保有する
防災情報を集約
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【環境省】ＣＯ２削減対策強化誘導型技術開発・実証事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0020）

CO2排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業は、2030年度までの温室効果ガス46%削減、2050年までの
カーボンニュートラル達成、及び地域循環共生圏の構築に向け、将来の地球温暖化対策強化につながり、各分
野におけるCO2削減効果が相対的に大きい技術の開発・実証を政策的に進め、早期の実用化を図ることでCO2
排出量の大幅な削減を目指す事業です。

その他事業型

CO2排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業の流れフルコスト

公募・委託

民間事業者等 民間事業者等

公募・補助金

技術開発・実証等の実施 技術開発・実証等の実施

国
（環境省）

ZEB マイクロ水力発電 EVバッテリー※

※世界初の量産型電気自
動車（日産リーフ）に搭載さ
れ、今日の電気自動車が
日常にある社会の実現とい
う社会変革につなげた。

社会実装例

単位当たりコスト
委託件数１件当たりコスト： 1.1億円
（参考）単位：委託件数 29件

補助件数１件当たりコスト： 120.1万円
（参考）単位：補助件数 7件

国民１人当たりコスト： 26円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

うち委託事業
におけるフルコスト 32.1億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.2億円
物にかかるコスト 0.1億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト 31.8億円

-----------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト 32.2億円

うち補助事業
におけるフルコスト 841万円
（内訳）
人にかかるコスト 533万円
物にかかるコスト 304万円
庁舎等（減価償却費） 3万円
事業コスト －万円

----------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 6.6億円
（現金給付等）（現金給付等）
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【環境省】地球環境保全試験研究事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0104）

地球環境保全試験研究事業は、環境省設置法第4条第3号に基づき、環境省が地球環境保全に関する関係
行政機関の研究費を一括して計上し、研究調整を通じて政府全体としての研究進捗の効率化を図っているもの
であり、気候変動の原因物質や直接的な影響を的確に把握する包括的な観測・監視に係る研究等を実施してい
ます。

その他事業型

１研究課題当たりコスト： 0.2億円
（参考）単位：研究課題 5件

国民１人当たりコスト： 0.8円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

フルコスト 1.0億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.0億円

物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト 1.0億円

------------------------------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

単位当たりコスト

「地球温暖化がアジア・太平洋地域における大気
質及び海洋沈着に及ぼす影響の長期観測」課題
（H31-R4年度）

・環境省から、国立研
究開発法人国立環境
研究所に委託契約

・日本をベースに、ア
ジア・太平洋地域を航
行する定期貨物船を
用いて、大気汚染物
質（対流圏オゾン、一
酸化炭素、PM2.5）濃
度を長期にわたって
観測し、清浄大気及
び東アジアの汚染大
気の傾向を解析する。

地球環境保全試験研究事業の流れフルコスト

知見の提供

国立研究開発法人 国民等

委託契約
（経費の財源の交付）

成果の報告

国
（環境省）

（現金給付等）
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【防衛省】防衛大学校の維持事業

防衛大学校の維持事業は、将来陸上・海上・航空各自衛隊の幹部自衛官となるべき者の教育訓練
をつかさどるとともに、自衛隊の任務遂行に必要な理学及び工学並びに社会科学に関する高度の理
論及び応用についての知識並びにこれらに関する研究の能力を習得させるための教育訓練と当該
研究を行う研究機関としての役割を担う防衛大学校の維持運営を行う事業です。

事業の概要

単位当たりコスト
学生１人当たりコスト： 227.7万円
（参考）単位：学生数 2,120人

国民１人当たりコスト： 39円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

フルコスト 48.2億円
（内訳）

人にかかるコスト 26.5億円
物にかかるコスト 8.3億円
庁舎等（減価償却費） 1.8億円
事業コスト 11.6億円

------------------------------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト

教
育
・
訓
練

事業コスト
（研究費）

学生

防衛大学校

人にかかるコスト
（人件費）

物にかかる
コスト
（庁費等）

教官等事業コスト
（教育訓
練費等）

防衛大学校の維持事業の流れ（概要）

【 防衛大学校 】

主な保有資産
土地（敷地）： 179.5億円

その他事業型

（現金給付等）
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【防衛省】防衛医科大学校の維持事業

防衛医科大学校の維持事業は、医師である幹部自衛官となるべき者、保健師・看護師である幹部
自衛官及び技官となるべき者を養成し、かつ、自衛隊医官・看護官及び看護師に対して自衛隊の任
務遂行に必要な医学及び看護学に関する高度の理論、応用についての知識と、これらに関する研究
能力を修得させるほか、実際の診断、治療にかかわる臨床研修及び研究を行う教育機関としての役
割を担っている防衛医科大学校の維持運営を行う事業です。

事業の概要

単位当たりコスト
学生１人当たりコスト：313.1万円
（参考）単位：学生数 960人

国民１人当たりコスト： 24円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

フルコスト 30.0億円
（内訳）

人にかかるコスト 15.0億円
物にかかるコスト 4.7億円
庁舎等（減価償却費） 1.0億円
事業コスト 9.3億円

------------------------------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト

教
育
・
訓
練

事業コスト
（研究費）

学生

防衛医科大学校

人にかかるコスト
（人件費）

物にかかる
コスト
（庁費等）

教官等事業コスト
（教育訓
練費等）

防衛医科大学校の維持事業の流れ（概要）

【 防衛医科大学校 】

主な保有資産
土地(敷地） ： 65.9億円

その他事業型

（現金給付等）

154



【防衛省】防衛問題セミナー業務

防衛問題セミナー業務は、防衛政策への地域住民の皆様のご理解を得ることを目的として、防
衛省の施策、自衛隊の活動、国際情勢等の安全保障に関連したテーマについて、防衛省職員や
有識者等が全国各地で講演等を行う業務です。

フルコスト 621万円
（内訳）

人にかかるコスト 274万円
物にかかるコスト 328万円
庁舎等（減価償却費） 18万円
事業コスト －万円

------------------------------------------------------------
（参考）自己収入 －万円

資源配分額 －万円

業務の概要

単位当たりコスト
防衛問題セミナー来場者１人
当たりコスト： 4,583円
（参考）単位：防衛問題セミナー来場者数

1,357人

国民１人当たりコスト： 0.05円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

防衛問題セミナー業務の流れ

フルコスト

防衛問題セミナーの開催

広報 参加申し込み

地域住民
参加

国（地方防衛局）

【業務の内容】
・セミナー開催に関する企画・立案
・セミナー開催に係る各種調整
・セミナー開催に係る広報
・セミナー開催当日の運営

【防衛問題セミナー】

その他事業型

（現金給付等）
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【内閣府】国立公文書館業務

独立行政法人国立公文書館は、国の機関及び独立行政法人等から歴史資料として重要な公文書等の
移管を受け入れ、特定歴史公文書等として保存し、及び一般の利用に供すること等の事業を行うことに
より、歴史公文書等の適切な保存及び利用を図っています。

業務の概要

単位当たりコスト
１アクセス当たりコスト： 10,080円
（参考）単位：ホームページアクセス数 255,920件

国民１人当たりコスト： 20円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0159）

国立公文書館業務の流れ

国
の
行
政
機
関

独
立
行
政
法
人
等

廃棄同意

実地調査等

管理状況の
報告等

内閣府
・公文書管理政策の企画・立案・推進

・公文書館制度の企画・立案

地方公文書館

フルコスト

国民

独立行政法人国立公文書館
・特定歴史公文書等の保存・利用

・情報収集・整理・提供
・専門的技術的助言

歴史公文書
等の移管

特定歴史公文書等の利用
情報提供

普及啓発

連携専門的技術的助言 調査委任

専門的
技術的助言

技術上の指導
又は助言

その他のコスト

フルコスト 25.7億円

うち国におけるフルコスト 2.2億円
（内訳）

人にかかるコスト 0.3億円
物にかかるコスト 1.7億円
庁舎等（減価償却費） 0.2億円
事業コスト －億円

-----------------------------------------------
（参考） 自己収入 －万円

資源配分額 －万円

うち（独）国立公文書館
におけるフルコスト 23.5億円

（内訳）
業務費用（人件費） 10.2億円
業務費用（人件費以外） 11.9億円
減価償却相当額 1.3億円
減損損失相当額 －億円

-------------------------------------------------
（参考）自己収入 2,149万円

資源配分額 － 万円

その他事業型

（現金給付等） （現金給付等）
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【内閣府】国民生活センター相談事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0038-03）

フルコスト 5.6億円

国民生活センター相談事業は、①全国の消費生活センターの苦情処理相談業務を支援するため
の「経由相談」②平日に消費生活センター等に電話したが繋がらなかった相談を受け付けるための
「平日バックアップ相談」③消費生活センター等の昼休みの時間や、土日祝日に代わりに相談を受け
付けるための「お昼の消費生活相談」「休日相談」④海外から購入した商品等に関する越境消費者ト
ラブル解決のための相談⑤訪日外国人向けの相談等を実施しております。

（イメージ写真・図）

単位当たりコスト
相談１件当たりコスト： 27,081円
（参考）単位：相談件数 20,959件

国民１人当たりコスト： 4円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

国民生活センター相談事業の流れ
国におけるフルコスト

消費者庁
消費者被害未然防止、拡大防止のための企画・立案等

国民生活センターにおけるフルコスト

国民生活センター
各種相談の処理（助言・あっせん等）、相談情報の分析・提供等

情報提供依頼 要望、情報提供

各地消費生活センター

①経由相談

消費者

②平日バックアップ相談
③お昼の消費生活相談・休日相談
④越境トラブルに関する相談
⑤訪日外国人向けの相談

うち国におけるフルコスト 0.0億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.0億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） －億円
事業コスト －億円

------------------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

うち（独）国民生活センター
におけるフルコスト 5.6億円
（内訳）
業務費用（人件費） 4.6億円
業務費用（人件費以外） 0.9億円
減価償却相当額 0.0億円
減損損失相当額 －億円

-----------------------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

その他事業型

（現金給付等） （現金給付等）
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事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0167）

フルコスト 131.7 億円

単位当たりコスト
調査当たりコスト： 16.4億円
（参考）単位：調査数 8件

国民１人当たりコスト： 106円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

その他事業型

【総務省】統計調査の実施等事業(経常調査等)

統計調査の実施等事業(経常調査等)は、統計需要や調査環境の変化に対応した統計調査を着実に実施
し、必要不可欠な公的統計を体系的かつ効率的に整備するとともに、統計情報を的確に提供することを通じ
て、国民・企業等の様々な意思決定を助け、国民経済の健全な発展及び国民生活の向上に寄与することを
目的とし、国民の就業・不就業を明らかにする労働力調査、家計の実態を明らかにする家計調査、物価動
向を明らかにする小売物価統計調査(消費者物価指数)や、個人企業経済調査、科学技術研究調査、家計
消費状況調査、サービス産業動向調査、家計消費単身モニター調査の実施及び結果の公表等を実施する
事業です。

うち（独）統計センター
におけるフルコスト 31.1億円
（内訳）
業務費用（人件費） 22.1億円
業務費用（人件費以外） 8.9億円
減価償却相当額 －億円
減損損失相当額 －億円

--------------------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

うち国におけるフルコスト 100.5億円
（内訳）
人にかかるコスト 24.8億円
物にかかるコスト 7.8億円
庁舎等（減価償却費） 0.2億円
事業コスト 67.7億円

--------------------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

調
査
事
項
・
調
査
方
法
・
集
計
内
容
な
ど
の
検
討

試
験
調
査
の
実
施

調
査
書
類
の
作
成
、
調
査
体
制
の
整
備

統
計
調
査
員
へ
の
調
査
方
法
等
の
説
明

調
査
対
象
の
把
握
、
調
査
票
の
配
布
・
回
収

調
査
書
類
の
検
査
・
提
出

独
立
行
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統
計
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
集
計

結
果
の
分
析
、
公
表
、
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書
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作
成

調査の企画設計、実施体制の整備 実地調査 集計 公表

統計局 統計局地方公共団体（統計調
査員）、民間事業者

（独）統計
センター

統計調査の実施等事業(経常調査等)の流れフルコスト

（現金給付等） （現金給付等）
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【総務省】地方への移住・交流の推進事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0017）

単位当たりコスト
自治体への斡旋件数当たりコスト： 13.5万円
（参考）単位：自治体への斡旋件数 914 件

国民１人当たりコスト： 1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

その他事業型

フルコスト 1.2億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.1億円
物にかかるコスト 0.1億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト 0.9億円
---------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

地方への移住・交流の推進事業は、地方への移住関連情報の提供・相談支援の一元的な窓口とし
て「移住・交流情報ガーデン」を開設し、移住希望者のニーズに応じて地方公共団体へあっせんする
ほか、地方への移住・交流に関する都市住民のニーズや意識、動向の把握を行い、情報発信すると
ともに、地方への移住・交流の機運を醸成する事業です。

地方への移住・交流の推進事業の流れ

総務省

民間事業者

「移住・交流情報ガーデン」の運営 等

・移住等に関する相談
・移住関連情報の入手

地方への移住や地方との交流に興味を持っている都市住民、団体

※フルコストの範囲は「 」で示す部分。

・移住候補地等
のあっせん

・移住関連情報
の提供

地方公共団体等

相談等会場
として利用

・相談会等への参加
・移住等に関する相談
・移住関連情報の入手

移住・交流関連
情報の発信

相談等会場の提供

（現金給付等）
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独立行政法人教職員支援機構は、教職員の資質向上を図ることを目的に、都道府県等から推薦され
た教員及び教育関係職員等、年間約8,000名を対象として、研修事業を実施しています。

事業の概要

独立行政法人教職員支援機構研修事業の流れ

フルコスト

（独）教職員支援機構

国（文部科学省）

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0024）

○学校経営力の育成を目的とする研修
○研修のマネジメントを推進する指導者の養成等を目的とする研修
○地方公共団体からの委託等により実施する研修

都道府県等から推薦された教員及び教育関係職員等

運営費交付金

研修の実施 受講

【文部科学省】独立行政法人教職員支援機構
研修事業

（独）教職員支援機構施設外観

その他事業型

フルコスト 2.9億円

うち（独）教職員支援機構
におけるフルコスト 2.9億円
（内訳）
業務費用（人件費） 0.9億円
業務費用（人件費以外） 1.6億円
減価償却相当額 0.3億円
減損損失相当額 －億円
-----------------------------

（参考）自己収入 0.0億円
資源配分額 －億円

単位当たりコスト

研修参加者１人当たりコスト： 38,211円
（参考）単位：研修参加者数 7,760人

国民１人当たりコスト： 2円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

うち国におけるフルコスト 0.0億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.0億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト －億円

--------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円
（現金給付等） （現金給付等）
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【文部科学省】教員資格認定試験事業

教員資格認定試験は、大学等で教職課程を取らなかった者で、教育者としてふさわしい資質を身に
付け教職を志すに至った者に対し、教職への道を開くことを目的として創設されました。現在は幼稚園、
小学校、特別支援学校の教員資格認定試験を実施しており、各試験の合格者は、免許管理者である
都道府県教育委員会に申請することにより、教諭の普通免許状（幼稚園教諭二種免許状、小学校教
諭二種免許状、特別支援学校自立活動教諭一種免許状）が授与されます。
平成30年度より、試験の実施に関する事務を独立行政法人教職員支援機構に移管しました。

事業の概要

教員資格認定試験事業の流れ
フルコスト

合否判定案の提供
出願書類等の移管

（独）教職員支援機構

問題作成大学・試験運営大学

協力依頼

国（文部科学省）

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0024）

○問題作成・精査業務
○試験運営業務

○試験の実施に関する事務

会計上の委託契約

○法令に基づく業務

実施に関する事務を行わせる

試験の実施 受験

（独）教職員支援機構

外部企業

国（文部科学省）

○試験運営業務の一部を委託

○試験の実施に関する事務
○問題作成・精査業務

受験者

業務委託契約
（出願受付・関連書類の作成等）

○法令に基づく業務

実施に関する事務を行わせる

受験票等の送付

受験者

〈幼稚園・小学校教員資格認定試験〉 〈特別支援学校教員資格認定試験〉

出願書類の提出

フルコスト 2.0億円

うち（独）教職員支援機構
におけるフルコスト 2.0億円
（内訳）
業務費用（人件費） 0.4億円
業務費用（人件費以外） 1.6億円
減価償却相当額 －億円
減損損失相当額 －億円
-------------------------------

（参考）自己収入 0.2億円
資源配分額 －億円

その他事業型

単位当たりコスト

出願者１人当たりコスト： 20.1万円
（参考）単位：出願者数 1,019人

国民１人当たりコスト： 1円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

うち国におけるフルコスト 0.0億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.0億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト －億円

--------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円
（現金給付等） （現金給付等）
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（イメージ写真・図）

事業の概要

うち国におけるフルコスト －億円
（内訳）
人にかかるコスト －億円
物にかかるコスト －億円
庁舎等（減価償却費） －億円
事業コスト －億円

--------------------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号
（0048-01、0048-02、0048-03）

フルコスト 66.3億円
うち（独）国立青少年教育振興機構
におけるフルコスト 66.3億円
（内訳）
業務費用（人件費） 25.8億円
業務費用（人件費以外） 30.3億円
減価償却相当額 10.0億円
除売却差額相当額 0.0億円
--------------------------------------------------
（参考）自己収入 4.3億円

資源配分額 －億円

教育事業は、青少年の課題や国の政策課題に対応しつつ、立地条件及び地域特性やニーズに対応し
た、青少年の体験活動事業や青少年教育指導者等の養成研修を実施する事業です。

研修支援業務は、学校や青少年団体、青少年教育関係者等が、学習の目的に応じた主体的で効果的
な活動を行うことができるよう、全国28か所にある教育施設において広く学習の場や機会を提供し、研修

目的達成に向けた、より効果的なプログラムの提案や教育的指導・助言等を行っている業務です。

【文部科学省】独立行政法人国立青少年教育振興機構
教育事業及び研修支援業務

独立行政法人国立青少年教育振興機構教育事業及び研修支援業務の流れ

フルコスト

国
（
文
部
科
学
省
）

参
加
者

利
用
者

体験活動や青少年教育
指導者の養成等を目的
とした教育事業の提供

学 習 の 目 的 に 応 じ た
主体的で効果的な活動を
行うための研修の支援研

修
支
援
業
務地 方 施 設 の 立 地 を
生 か し た 魅 力 あ ふ れ る
活 動 プ ロ グ ラ ム を 展 開

教
育
事
業

青 少 年 の 課 題 や
国 の 政 策 課 題 に 対 応 した
体 験 活 動 事 業 の 展 開

オリンピック記念青少年総合センター

青少年交流の家（１３施設）

青少年自然の家（１４施設）

運 営 費 交 付 金
施 設 整 備 費
補 助 金 の 配 賦

本部 ：オリンピックセンター

研
修
支
援

教
育
事
業

施設利用料

教育事業参加費等

その他事業型

単位当たりコスト
利用者１人当たりコスト： 7,198円
（参考）単位：総利用者数 921,720人

※新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、
利用者数が大幅に減少している。

国民１人当たりコスト： 53円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

（現金給付等） （現金給付等）
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【文部科学省】独立行政法人国立女性教育会館
研修事業

独立行政法人国立女性教育会館研修事業では、男女共同参画のナショナルセンターとして、これまで
に集積された専門情報や学習プログラム開発成果を踏まえ、地方公共団体や男女共同参画センター、
女性団体、企業、大学、学校等における男女共同参画を推進するリーダー等を対象として、実践的な研
修やフォーラム等を展開しています。

また、令和2年度は新型コロナウイルス感染症に対応し、全ての研修をオンライン開催に切り換えて、予
定通り実施しました。

事業の概要

単位当たりコスト
研修参加者１人当たりコスト： 33,314円
（参考）単位：研修参加者数 3,094人

国民１人当たりコスト： 0.8円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

フルコスト

運営費交付金・施設整備費補助金の配賦

研修参加者

・地域における男女共同参画推進リーダー研修 ・大学等における男女共同参画推進セミナー
・男女共同参画推進フォーラム ・男女共同参画の視点による災害対応研修
・女性関連施設相談員研修 など

国（文部科学省）

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0059）

独立行政法人国立女性教育会館研修事業の流れ

・研修の実施 ・研修参加

国立女性教育会館本館

男女共同参画推進フォーラム（ＨＰ）大学等における男女共同参画推進セミナー

独立行政法人
国立女性教育会館

研修事業の実施

その他事業型

フルコスト 1.0億円

うち国におけるフルコスト －億円
（内訳）
人にかかるコスト －億円
物にかかるコスト －億円
庁舎等（減価償却費） －億円
事業コスト －億円

--------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

うち（独）国立女性教育会館
におけるフルコスト 1.0億円
（内訳）
業務費用（人件費） 0.8億円
業務費用（人件費以外） 0.2億円
減価償却相当額 0.0億円
減損損失相当額 0.0億円
-------------------------------

（参考）自己収入 0.0億円
資源配分額 －億円

（現金給付等） （現金給付等）
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【文部科学省】独立行政法人国立特別支援
教育総合研究所研究事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0123）

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所研究事業は、国の特別支援教育政策立案及び施策の推進等に
寄与する研究を行い、研究成果の幅広い普及を図る事業です。

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所研究事業の流れ

うち国におけるフルコスト －億円
（内訳）
人にかかるコスト －億円
物にかかるコスト －億円
庁舎等（減価償却費） －億円
事業コスト －億円

--------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト 3.5億円

うち（独）国立特別支援教育総合研究所
におけるフルコスト 3.5億円
（内訳）
業務費用（人件費） 2.4億円
業務費用（人件費以外） 0.9億円
減価償却相当額 0.2億円
減損損失相当額 －億円
-------------------------------

（参考）自己収入 0.0億円
資源配分額 －億円

単位当たりコスト
研究課題１課題当たりコスト： 0.4億円
（参考）単位：研究課題数 8件

国民１人当たりコスト： 2円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

フルコスト

国
（文部科学省）

運営費交付金・施設整備費補助金の配賦

独立行政法人
国立特別支援教育総合研究所

研究事業の実施

研究成果の
提供

教育現場等

研究成果の
利用

障害のある子ども

特別支援教育
の実施

研究の成果物（webにて掲載）

【研究成果報告書サマリー集】 【調査報告書】

【ガイドブック】 【リーフレット】

その他事業型

（現金給付等） （現金給付等）
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【文部科学省】独立行政法人国立特別支援
教育総合研究所研修事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0123）

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所研修事業は、各都道府県等における特別支援教育政策や教育
実践等の推進に寄与する指導者の育成や資質向上に係る支援等を行う事業です。

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所研修事業の流れ

国
（文部科学省）

うち国におけるフルコスト －億円
（内訳）
人にかかるコスト －億円
物にかかるコスト －億円
庁舎等（減価償却費） －億円
事業コスト －億円

--------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト 3.5億円

うち（独）国立特別支援教育総合研究所
におけるフルコスト 3.5億円
（内訳）
業務費用（人件費） 1.9億円
業務費用（人件費以外） 1.4億円
減価償却相当額 0.1億円
減損損失相当額 －億円
-------------------------------

（参考）自己収入 0.0億円
資源配分額 －億円

単位当たりコスト
研修１件当たりコスト： 0.3億円
（参考）単位：研修実施件数 11件

国民１人当たりコスト： 2円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

フルコスト

運営費交付金・施設整備費補助金の配賦

研修事業の実施

独立行政法人
国立特別支援教育総合研究所

研修の実施 研修の受講

都道府県等から推薦された教員等

【国立特別支援教育総合研究所施設外観】

【専門研修】

その他事業型

（現金給付等） （現金給付等）
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【文部科学省】国立大学法人等業務

業務の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0163）

各国立大学法人は、知識集約型社会において知をリードし、イノベーションを創出する知と人材の集積地点とし
ての役割を担うほか、全国への戦略的な配置により、地域の教育研究拠点として、各地域のポテンシャルを引き
出し、地方創生に貢献する役割を担うなど、社会変革の原動力となっています。

その他事業型

うち国におけるフルコスト 3.8億円
（内訳）
人にかかるコスト 1.9億円
物にかかるコスト 1.6億円
庁舎等（減価償却費） 0.1億円
事業コスト －億円

--------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト 33,311.0億円

うち国立大学法人等
におけるフルコスト 33,307.2億円
（内訳）
業務費用（人件費） 15,418.4億円
業務費用（人件費以外） 16,578.3億円
減価償却相当額 1,233.1億円
減損損失相当額 77.3億円
-------------------------------

（参考）自己収入 19,594.5億円
資源配分額 －億円

運営費交付金等の措置

フルコスト

学生納付金・寄附金等
（自己収入）

社会（学生・地域住民等）

国立大学法人等

国
（文部科学省）

人材育成・研究成果還元・
地域貢献等

各法人が各々の中期目標・中期計画に定められた教育研
究活動を継続的・安定的に実施するため、運営に必要な
経費を措置し、教育研究の充実と活性化を図る。

中期目標・中期計画に基づき業務運営を行う。

第３期中期目標期間
（平成28年度～）

持続的な“競争力”を持ち、
高い付加価値を生み出す国立大学へ

第２期中期目標期間
（平成22～27年度）

法人化の長所を生かした改革を本格化

第１期中期目標期間
（平成16～21年度）

新たな法人制度の「始動期」

平成２８年度
（２０１６年４月）

平成１６年度
（２００４年４月）

平成２２年度
（２０１０年４月）

平成２５年度
（２０１３年４月）

《国立大学法人化の意義》
・自律的・自主的な環境の下での国立大学活性化
・優れた教育や特色ある研究に向けてより積極的
な取組を推進

・より個性豊かな魅力ある国立大学を実現

国立大学経営力戦略

改革加速期間
グローバル化、イノベーション創出
人事・給与システムの弾力化 など

国立大学改革プラン
（平成25年11月）
自主的・自律的な改善・発展を促す仕組みの構築

ミッションの
再定義

今後の国立大学の
機能強化に向けての
考え方
（平成25年６月）

《国立大学を取り巻く環境の変化》
・グローバル化
・少子高齢化の進展
・新興国の台頭などによる競争激化

国立大学法人化以後の流れ

国立大学法人等業務に関するスキーム図

単位当たりコスト
１法人当たりコスト： 374.2億円
（参考）単位：法人数 89法人

国民１人当たりコスト： 27,027円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

自己収入比率
58.8％

（現金給付等）

（現金給付等）
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【厚生労働省】養育費等相談支援センター事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0763）

養育費等相談支援センター事業は、ひとり親家庭からの養育費等に関する相談への対応、地方公共団体に設
置されている母子家庭等就業・自立支援センターで受け付けられた養育費等に関する対応が困難な事例への
支援や、母子家庭等就業・自立支援センターの職員等、地域において養育費等に係る業務に従事している者を
対象とする研修の実施、ホームページやパンフレット等の作成、セミナーの開催による情報提供を実施しており
ます。

単位当たりコスト
相談１件当たりコスト： 10,173円
（参考）単位：養育費等相談支援センターで受けた相談件数 5,537件

（注） 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、令和元年度に比べ単
位当たりコストが大幅に増加している。

国民１人当たりコスト： 0.5円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

【養育費・面会交流に関するパンフレット】

養育費等相談支援センター事業の概要

厚生労働省

○養育費等相談支援センター事業の業務内容の企画・立案

○養育費等相談支援センター事業の実施に係る契約業務

○事業委託費の交付業務

○事業運営委員会への参加（オブザーバー） 等

○養育費や面会交流に係る各種手続き等に関する分かりやすい情報の提供（ホーム
ページへの掲載、パンフレット等の作成）

○地方公共団体等において養育費等相談に対応する人材の養成のための各種研修
会の実施

○母子家庭等就業・自立支援センター等に対する困難事例への支援

○ひとり親家庭等からの電話、メールによる相談対応

ひとり親家庭等

困難事例の相談
・研修
・サポート

相談への回答
養育費の請求手
続き等の相談

フルコスト

民間団体
（（公社）家庭問題情報センター）

地方公共団体

委 託

その他事業型

うち国におけるフルコスト 165万円
（内訳）
人にかかるコスト 137万円
物にかかるコスト 27万円
庁舎等（減価償却費） 1万円
事業コスト －万円

--------------------------------
（参考）自己収入 －万円

資源配分額 －万円

フルコスト 5,633万円

うち（公社）家庭問題情報センター
におけるフルコスト 5,467万円
（内訳）
業務費用（人件費） 3,246万円
業務費用（人件費以外） 2,220万円
減価償却相当額 0万円
減損損失相当額等 －万円
-------------------------------

（参考）自己収入 －万円
資源配分額 －万円（現金給付等） （現金給付等）

167



【厚生労働省】昭和館運営事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0809）

昭和館運営事業は、戦没者遺児をはじめとする戦没者遺族の経験した戦中・戦後の国民生活上の労苦に係
る歴史的資料、情報を収集及び保存することにより、次世代に戦中・戦後の国民生活上の労苦を知る機会を提
供する「昭和館」を運営する事業です。

その他事業型

昭和館運営事業の流れ

請負代金の支払い 役務の提供等

民間団体等
（昭和館建物の修繕等）

一般財団法人
日本遺族会

（昭和館の運営）

国
（厚生労働省）

（内訳）
人にかかるコスト 0.0億円
物にかかるコスト 0.2億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト 5.6億円

--------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト 6.0億円

単位当たりコスト
来館者１人当たりコスト： 8,577円
（参考）単位：来館者数 71,114人

国民１人当たりコスト： 4円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

フルコスト

委託費の交付

・戦中・戦後の国民生活上の労苦を次世代に伝えてい
くため、厚生労働省が開設した国立の施設（平成11年
３月開館）。

・常設展示室での実物資料の展示、図書・映像・音響
資料の閲覧事業、関連情報提供事業等を実施。

・春夏に特別企画展を開催。

・戦中・戦後の労苦を語り継ぐ「次世代の語り部の育成
（研修）」を実施。令和元年度からは、研修修了者を語
り部として委嘱し、来館者への講話や小中学校等への
出張講話を行う「次世代の語り部活動」を実施。

・昭和館HP https://www.showakan.go.jp/
・地下鉄「九段下」駅４番出口から徒歩1分

（現金給付等）
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【農林水産省】水産資源調査・評価に係る業務

業務の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0274）

水産資源調査・評価に係る業務は、我が国周辺水域の主要魚種（マイワシ、マサバ等）及び公海等で漁獲さ
れる国際漁業資源(サケ、カツオ・マグロ等）について、適切な資源管理に必要な科学的知見を提供するために
調査・解析等を実施するとともに、最大持続生産量（MSY）ベースの資源評価等を行うものです。

その他事業型

水産資源調査・評価に係る業務の流れ

国民

国立研究開発法人水産研究・教育機構、
地方公共団体※、大学、民間団体等

資源評価結果の説明等

国
（農林水産省）

うち国におけるフルコスト 0.3億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.2億円
物にかかるコスト 0.1億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト －億円

---------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト 48.2億円

うち国立研究開発法人水産研究・教育
機構、地方公共団体、大学、民間団体
等におけるフルコスト 47.8億円
（内訳）
業務費用（人件費） 8.8億円
業務費用（人件費以外） 38.9億円
減価償却相当額 －億円
減損損失相当額 －億円

-------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

単位当たりコスト
資源評価対象魚種当たりコスト： 0.2億円
（参考）単位：魚種数 192種

国民１人当たりコスト： 39円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

フルコスト

【我が国周辺資源】

我が国の沿岸性・沖合性魚類（マイワシ、マアジ、
マサバ、スケトウダラ、ズワイガニ、スルメイカ等）

【国際資源】

高度回遊性魚類（かつお・まぐろ類、サンマ等）、
遡河性魚類（さけ・ます類）、公海の外洋底魚類・
いか類等

【資源調査】

○漁獲・水揚情報
の収集

○調査船による
調査

○採集した資料・
標本の分析

【資源評価】

〇調査結果に基づき
資源量、親魚量と
加入量の関係（再
生産関係）や漁獲
の強さ等を推定。

〇資源の状況を把握
し、資源管理の選
択肢を提言。

資源評価結果等の提出委託費、補助金（1/2、定額）の交付

資源評価結果の公表等

※海に面する全ての都道府県

（現金給付等） （現金給付等）
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【国土交通省】海技教育機構海技大学校運営事業

事業の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0444）

海技教育機構海技大学校運営事業は、海技士の免許の取得、海技士としての実務能力の向上等を図るため
の教育や海外の船員教育機関の教員の教育等の海技教育業務を実施する事業です。また、船舶の運航及び練
習船を用いた教育に関する研究や船員となるための職業指導、国外の船員教育機関等への専門家の派遣等、
海技教育機構の業務に付帯する業務を実施しています。

（イメージ写真・図）

その他事業型

海技教育機構海技大学校運営事業の流れ

うち国におけるフルコスト 0.6億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.6億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト 0.0億円

--------------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト 8.9億円

うち海技大学校
におけるフルコスト 8.2億円
（内訳）
業務費用（人件費） 5.0億円
業務費用（人件費以外） 2.7億円
減価償却相当額 0.5億円
減損損失相当額 0.0億円
-------------------------------

（参考）自己収入 1.6億円
資源配分額 －億円

単位当たりコスト
学生、受講生１人当たりコスト： 58.9万円
（参考）単位：学生、受講生人数 1,519人

国民１人当たりコスト： 7円
（参考）単位：総人口 123,250,274人

フルコスト

（現金給付等） （現金給付等）

国（国土交通省）

運営費交付金等の配賦

＜座学授業風景＞ ＜機関室ｼﾐｭﾚｰﾀ訓練＞

＜溶接実習＞ ＜校内練習船「海技丸」＞

＜ﾚｰﾀﾞ･ARPAｼﾐｭﾚｰﾀ訓練＞ ＜研究発表会＞
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【国土交通省】地殻変動等調査業務

（水準測量業務）

業務の概要

本事業に関連する令和3年度の行政事業
レビューシートの事業番号（0078）

地殻変動等調査業務（水準測量業務）とは、土地の高さを精密に測る技術で、これを継続的に実施することで
高さの変化を知ることができます。この水準測量から得られる結果は、南海トラフ等の海溝型地震の発生過程や
規模の推定など、地震に関する政府会議での検討に役立てられる他、建物等の構造物への被害や浸水被害の
拡大など生活環境に様々な影響を与える地盤沈下の状況把握や対策に役立てられます。

（イメージ写真・図）

その他事業型

地殻変動等調査業務（水準測量業務）の流れ

うち国土地理院実施の水準測量
におけるフルコスト 0.0億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.0億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） －億円
事業コスト 0.0億円

-----------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト 2.7億円

単位当たりコスト

・国土地理院実施の水準測量延長１km当たりコスト： 11.3万円
（参考）単位：水準測量延長 113km

・業務委託の水準測量延長１km当たりコスト： 17.4万円
（参考）単位：水準測量延長 1,494km

うち業務委託の水準測量
におけるフルコスト 2.6億円
（内訳）
人にかかるコスト 0.3億円
物にかかるコスト 0.0億円
庁舎等（減価償却費） －億円
事業コスト 2.2億円

----------------------------
（参考）自己収入 －億円

資源配分額 －億円

フルコスト合計

国 （国土地理院）

国土地理院実施 業務委託

○測量作業の実施 ○測量作業（業務委託）の
設計・積算・契約・監督・検査

受注者

○測量作業の実施

（現金給付等）（現金給付等）
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国会
・ 衆議院業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 参議院業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 国立国会図書館業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 裁判官訴追委員会業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 裁判官弾劾裁判所業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

裁判所
・ 裁判所の業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

会計検査院
・ 会計検査業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（参考）省庁別事業一覧

１４
１５
１６
１７
１８
１９

１５６

１５７

内閣府
・ 災害救助費等負担金に関する事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 原子力発電施設等緊急時安全対策交付金事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 子供の未来応援地域ネットワーク形成支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 地域女性活躍推進交付金交付業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 沖縄科学技術大学院大学学園業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 犯罪被害給付金事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 都道府県警察費補助金事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 地方消費者行政強化交付金事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 地域就職氷河期世代支援加速化事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 民間資金等活用事業調査等業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 沖縄振興特別推進交付金業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 赤坂迎賓館参観事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 京都迎賓館参観事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 公認会計士試験事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 社会保障・税番号システム整備等業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 実用準天頂衛星システム事業の推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 国立公文書館業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 国民生活センター相談事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

１０

１０

１１
１１

１２

１２

１３

２０
２１
７０
７１
７２

復興庁
・ 福島生活環境整備・帰還再生加速事業（防犯・防災委託事業）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３２

総務省
・ 電波遮へい対策事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 無線システム普及支援事業（高度無線環境整備推進事業）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 恩給支給事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 消防庁危機管理機能の充実・確保事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 統計調査の実施等事業(経常調査等)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 地方への移住・交流の推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

２２
２３
７３

法務省
・ 更生保護施設整備事業への補助業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 司法書士試験業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 矯正業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 人権相談業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 訟務業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 出入国在留管理業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

７４
１１５
１３４
１３５

１５８

１５９

１３６

１３７
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１１２
１１３
１１４
１３０
１３１
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外務省
・ アジア友好促進補助金事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 「北方領土復帰期成同盟」補助金事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 外交・安全保障調査研究事業費補助金事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 外国報道関係者招へい事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 外国メディア向けプレスツアー事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 日本特集番組制作支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

財務省
・ 税理士試験業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 国税局電話相談センター運営事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 通関業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 輸出入通関業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 国の財務書類作成業務（省庁別財務書類等を基礎として作成）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

文部科学省
・ 日本学校保健会補助事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 日本私立学校振興・共済事業団補助事業（基礎年金等）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 大型放射光施設（ＳＰｒｉｎｇ－８）及びＸ線自由電子レーザー施設（ＳＡＣＬＡ） の整備・共

用事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ スーパーコンピュータ「富岳」の開発事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 国際宇宙ステーション開発事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 日本スポーツ協会補助事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 国宝・重要文化財建造物保存修理強化対策事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 学校臨時休業対策費補助事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 奨学金貸与事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 次世代研究者挑戦的研究プログラム・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 科学研究費助成事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 電源立地地域対策交付金、交付金事務等交付金業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 国立美術館（展示）事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 国立文化財機構（展示）事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 独立行政法人教職員支援機構研修事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 教員資格認定試験事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 独立行政法人国立青少年教育振興機構教育事業及び研修支援業務・・・・・・・・・・・・・・・
・ 独立行政法人国立女性教育会館研修事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所研究事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所研修事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・ 国立大学法人等業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

２７

２８

２９
３０

３１

３２

３３

７５

７６

７７

７８
７９

１１６

１４１

１４２

１４３

１４４

２４
２５
２６

厚生労働省
・ 骨髄移植対策事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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各省庁等が公表している「事業別フルコスト情報の開示」につい

ては、財務省のホームページからアクセスできます。

詳しくはこちらをご覧ください。

フルコスト情報
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